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○ 基本計画の名称：帯広市中心市街地活性化基本計画（第３期計画） 

○ 作成主体：北海道帯広市 

○ 計画期間：2020（令和２）年４月から 2025（令和７年）３月まで（５年間） 

 

１．中心市街地の活性化に関する基本的な方針 

〔１〕帯広市の概要 

Ⅰ 歴史 

 「オビヒロ」の語源は、先住民族であるアイヌが呼んでいた、オペレペレケプ（川尻がいくつ

も裂けている所）という意味が転訛したものと言われている。 

 明治 16 年 5 月、開拓の祖と呼ばれる依田勉三が静岡県伊豆から晩成社一行 13 戸 27 名を率

いて入植し、農耕地 685 町、牧場 1,580 町を拓くとともに数々の事業を手がけ、十勝の基幹産

業である農業並びに関連産業の礎を築いた。 

 明治 25 年、北海道庁により帯広市街地の基礎となる壮大な碁盤目状の街区設計が行われた

ことにより入植が順調に進み、開発は本格化した。 

 その後、明治 35 年に十勝で最初の町となり、明治 38 年から明治 40 年にかけて道央（札幌

方面）と道東（釧路方面）とを結ぶ鉄路が開通したことで、十勝の中核都市として発展を遂げ

てきている。 

 以後、昭和 8 年には市制が施行され、昭和 32 年 4 月 1 日川西・大正両村と合併し、人口約

10 万人の帯広市が誕生した。昭和 57 年、開拓 100 年・市制施行 50 年の大きな節目を迎え、そ

の後も発展をつづけ、平成 13 年 1 月には人口のピークとなる 175,174 人を記録した。 

 平成 24 年には、開拓 130 年・市制施行 80 年を迎えるに至っている。 

 

Ⅱ 位置と気候 

 本市は、緩やかに傾斜する盆地状の十勝平野のほぼ中央部に位置

し、面積は 619.34km2で、東は札内川を境に幕別町、西は芽室町、南

は中札内村及び更別村、北は十勝川を境に音更町に接し、市域の約

60％は平坦で、他は日高山系の山岳地帯となっている。 

 気候は、夏は暑く冬は寒い大陸性気候で四季の変化に富み、晴天日

数の多さは全国でも有数となっており、年間の日照時間は 2,000 時間

を超える年が多い。 

位 置 気 候 平均気温 最高気温 最低気温 最深積雪 日照時間 

東経 143 度 16 分 06 秒 東西 

46.80km 

平成 27 年 8.1℃ 36.5℃ -20.2℃ 80cm 2,094.2ｈ 

東経 142 度 41 分 13 秒 平成 28 年 7.2℃ 32.3℃ -19.6℃ 97cm 2,063.9ｈ 

北緯 42 度 36 分 53 秒 南北  

43.30km 

平成 29 年 7.2℃ 37.1℃ -22.1℃ 63cm 2,181.9ｈ 

北緯 42 度 57 分 10 秒 平成 30 年 7.5℃ 34.5℃ -21.3℃ 106cm 1,986.9ｈ 

 

 

 

 

（資料：気象庁） （資料：国土地理院測量部調査資料課検査係） 
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Ⅲ 産業と人口 

 本市は、農業を基幹産業とする十勝圏を構成する 19 市町村唯一の市として、行政サービス、

医療、教育・文化、商業・娯楽、情報など、多岐にわたる幅広い都市的サービスを提供してい

る。 

 十勝地域は長い日照時間、きれいな空気や水など、食料生産に恵まれた自然環境をもち、安

全でおいしい農林水産物を豊富に生み出す日本の食料供給基地と言える地域であり、平成 30

年度の十勝のカロリーベースでの食料自給率は約 1,132％となっている。 

 経済のグローバル化、少子高齢社会の到来など、地域を取り巻く環境は大きく変化している

中で、「食」と「農林漁業」を柱とした経済活動を行うための旗印として「フードバレーとか

ち」を掲げ、オール十勝で地域の産業政策などを進めており、十勝定住自立圏共生ビジョン（平

成 23 年 9 月）にも盛り込まれている。 

 平成 23 年 12 月、十勝 19 市町村は、北海道・札幌市・江別市・函館市・北海道経済連合会

と共同で「国際戦略総合特区」として指定を受け、農業と食品加工が連携し、付加価値をつけ

ていくための研究拠点として位置づけられ、特区制度を活用した設備投資の誘発につながって

きている。 

 また、地元農畜産物の高付加価値化に向け、域外企業等と地域が連携し、６次産業化や地域

資源を活用した健康機能性食品などの開発にも取り組んでおり、食料品製造出荷額の増加につ

ながっている。 

その他、平成 25 年 6 月に、十勝地域の 19 市町村全体で「バイオマス産業都市」に選定され

たほか、創業・起業に向けた新たなビジネスモデルの構築をすすめており、取り組みの一部が

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部の「地域しごと創生会議」で紹介されるなど、関係者か

ら評価を受けている。 

 本市の人口は約 17 万人で、帯広都市圏を構成する近隣３町（音更町、幕別町、芽室町）を

含めると約 26 万人であり、十勝圏全体の約 76％が帯広都市圏に集中している。また、産業別

就業人口の約 70％が第３次産業への就業となっている。 
 

産業別就業人口（人） 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

第 1 次産業 4,002 4.5% 3,822 4.6% 3,948 4.5% 3,702 4.6% 3,923 4.9% 

第 2 次産業 20,318 23.0% 16,241 19.7% 19,364 22.3% 13,817 17.3% 14,264 17.9% 

第 3 次産業 63,513 71.9% 60,183 73.1% 62,020 71.3% 55,044 69.1% 56,126 70.3% 

総    数 88,292 － 82,311 － 86,976 － 79,662 － 79,840 － 

  ※総数に「分類不能の産業」を含む。 

 

Ⅳ 都市計画 

 本市の都市計画は「20 万人都市論」を原点としている。昭和 49 年に都市計画決定した大規

模公園「帯広の森」（計画面積：約 407ha）の造成が物語るように、一貫して市街化区域の無秩

序な拡大を抑制してきている。 

 「帯広の森」は、第 5 代市長吉村博により、都市における人口の適正規模を 20 万人とし、

その人口を収容する市街地を自然環境豊かな森林帯で包み込むことで、都市と農村が調和のと

れた発展を目指す「近代的田園都市」を都市像として掲げたことに始まる。 

（資料：国勢調査） 



 

3 

 この事業は造成開始から 40 年を経過し、市民が主体となった植樹祭を通じて、約 24 万本の

樹木が植えられてきている。加えて、十勝川及び札内川の河川緑地のグリーン・ベルトが帯広

市街地を包み込んでいる。 

 また、平成 15 年 8 月に帯広市都市計画マスタープランを策定し（令和 2 年 3 月に第 2 次帯

広市都市計画マスタープランを策定予定）、まちづくりの基本姿勢を「行政主導の都市づくり

から市民協働のまち育てへ」、基本方向を「拡大型の都市づくりから既存活用型のまち使いへ」

として、自然環境や人にやさしく、コンパクトで持続可能なまちづくりを進めている。 

 こうした考え方は、第 2次帯広市都市計画マスタープランに引き継がれ、コンパクトで持続

可能な都市空間の形成を図ることとしている。 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ⅴ 観光資源 

 25 万 ha の広大な畑作地帯が広がる十勝平野は大規模農業が営まれており、日本有数の食料

基地として重要な役割を担っている。四季折々に違った表情を見せる十勝平野は、耕地防風林

や遠くに霞む日高山脈とともに観光客を魅了し、この広がり自体が重要な資源となっている。 

 本市では、こうした地域の資源を活かし、食と農業を中心とした観光施策を進めている。 

 近年では、平成 28 年に、十勝特有のアウトドアに特化した DMO を設立し、十勝の雄大な自

然環境のもと、ワールドクラスのフィールドを生かしたアウトドア活動の展開を中心に、十勝

地域の新たな観光ブランド創出を目指している。 

 また、北海道開拓時代の農耕馬が現代のレースへ受け継がれた、世界で唯一の「ばんえい競

馬」は北海道遺産として多くの人々に感動を与えており、同競馬場内には観光交流拠点施設で

ある「とかちむら」を設け、国内外の多くの人々が訪れる観光名所となっているほか、市内の

代表的な 2か所の庭園が、十勝・上川管内の庭園等と連携した「北海道ガーデン街道」が人気

となっており、自然の風景や山並み、アクティビティを楽しめる広域観光ルートを形成してい

る。 

 こうした観光資源や取り組みのほか、平成 23 年のとかち帯広空港の東京便ダブルトラッキ

ング化や道東自動車道の道央－十勝間の全線開通により、道央圏や首都圏、東アジアを中心と

した国内外からの観光客等の流入が増加傾向にある。 

 

〝帯広の森〟鳥瞰図 

ばんえい競馬 

鉄道高架 

DMO の設立 
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〔２〕中心市街地の概況 

 本市の中心市街地は、平成 8 年 11 月に鉄道連続立体交差化されたＪＲ根室本線の帯広駅を

中心にバスターミナル、駅北地下・駅南駐車場、自転車駐輪場、観光バス駐車場が配置され、

本市はもとより十勝地域全体における交通の要衝として重要な役割を果たしている。 

 本市の都市的発展は、開拓以来ＪＲ帯広駅北側から進められた結果、藤丸百貨店や各種専門

店、飲食店が集積した商店街、市役所をはじめ税務署などの国の出先機関、帯広郵便局、NHK

放送局、医療機関等の公共・公益施設、宿泊施設、事業所など様々な都市機能が集積している。 

 また、ＪＲ帯広駅南側は、大型スーパーのほか、総合病院、図書館、市民文化ホール、とか

ちプラザ、市民ギャラリーなど公共・公益施設のほか、高層分譲・賃貸マンションの建設が進

められ、文化・居住ゾーンが形成されてきた。 

 しかし、本市の人口が 10 万人を超えた昭和 30 年代中頃から、柏林台団地や大空団地の造成

とともに住宅地は次第に郊外へ広がりはじめ、車社会の進展と相まって、大型商業施設が郊外

に立地するなどの影響により、徐々に中心市街地の空洞化が顕在化してきた。 

 中心市街地に立地する店舗も、呉服店や食料品店などの小売店から食堂、居酒屋などの飲食

店へと移り変わり、近年は北の屋台をはじめとして飲食店街の夜間のにぎわいは見られるが、

昼間の人通りは少なくなっている。 

 また、昭和 50 年から営業を続けてきた「イトーヨーカドー帯広店」が平成 10 年 11 月に郊

外へ移転したことを契機として、中心市街地の衰退が深刻な状況となり、歩行者通行量、営業

店舗数等は大幅な減少となった。これまで民間や行政による様々な活性化策が行われており、

近年は歩行者通行量、営業店舗数等は下げ止まりの傾向にあるものの、店舗の老朽化なども相

まって、かつてのにぎわいは戻っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ帯広駅の南側から見た中心市街地 藤丸百貨店 

ＪＲ帯広駅の南

側に立地した分

譲マンション群 

ＪＲ帯広駅の北

側に立地した借

上 げ 市 営 住 宅

（奥側）と賃貸

マンション 
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〔３〕データから見た本市と中心市街地の現状 

Ⅰ 人口 

 １）本市の少子高齢化の現状・今後の推計 

 本市の年齢 3区分別の割合の推移をみると、年少人口は一貫して減少、生産年齢人口は

平成 17 年国勢調査後減少、老年人口は一貫して増加しており、少子高齢化が進んでいる。 

 今後の推計では、少子高齢化が更に進み、令和 27 年には高齢化率が 39.3％にまで上昇

することとなり、一方で「生産年齢人口」が 50.5％まで低下するとされている。 

 

 
（資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（平成 30 年推計）） 

 ２）本市の人口集中地区（DID）の状況 

■人口集中地区の変遷 

※人口集中地区とは、国勢調査における統計上の地区である。市区町村の区域内で人口密度が 4,000 人/

ｋ㎡以上の国勢調査の基本単位区等が、互いに隣接して人口が 5,000 人以上となる地区である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推  計 

S35 S45 
 

S55 

H2 H２7 H12 

老年人口（65 歳以上） 

生産年齢人口（15～64 歳） 

年少人口（0～14 歳） 

39.3% 

50.5% 

10.3% 

※四捨五入の関係で、計が 100%に合わない場合がある。 
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 人口集中地区(DID)は人口の増加、市街地拡大に伴い、昭和 45 年の 1,360ha から平成 27

年の 4,100ha へ約 3倍に拡大した一方で、人口集中地区の人口密度は昭和 45 年の 63.7 人

/ha から平成 27 年の 36.9 人/ha へと約 4割の低下となっている。 

 

 

 ３）中心市街地の人口の推移 

 本市の人口は、1960（昭和 35 年）国勢調査で 10 万人、1995 年（平成 7年）国勢調査で

17 万人に達した。中心市街地の人口は、1955 年（昭和 30 年）には 15,719 人と全市人口

である 70,027 人の約 22.4％を占めていたが、その後の人口増に伴う市街地の拡大、都市

機能の発展とともに、中心市街地は「商業空間」としての役割が大きくなり、中心市街地

の居住人口は減少を続け、2000 年（平成 12 年）には全市人口の約 1.0％まで減少した。 

その後、駅周辺で高層の分譲・賃貸マンションが建設されたことにより、中心市街地の

人口は増加に転じ、近年は横ばい又は微減傾向となっている。 

   

（資料：国勢調査） 

（資料：H12 までは国勢調査、H17 以降は住民基本台帳人口） 

 

1,360ha 

4,100ha  63.7 人/haa 

 36.9 人/haa 
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 ４）中心市街地居住者の年齢・世帯構成（平成 31 年 3 月末現在） 

 中心市街地の居住者について、男性は 0歳～4歳、25～34 歳、45 歳以上（70 歳～74 歳

を除く。）の割合が市全域に比べて高くなっている。女性は、30～34 歳、40 歳～44 歳、50

歳以上（55 歳～59 歳を除く。）の割合が高くなっている。 

年齢３区分別人口によると、中心市街地は老年人口（65 歳以上）の割合が市全域に比べ

て高い一方、年少人口（0歳～14 歳）の割合が低く、少子高齢化が進んでいる。 

 平均世帯人員は、中心市街地は 1.49 人で市全域に比べ 0.41 人少なく、核家族や単身世

帯といった、構成人数が少ない世帯が多い。 

 

 ○男性、５歳階級別人口 

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳
中心市街地 51 29 19 27 29 71 78 63 86 133

（割合） 4.18% 2.38% 1.56% 2.21% 2.38% 5.82% 6.40% 5.17% 7.05% 10.91%

市全域 3,135 3,472 3,408 3,559 3,927 4,345 4,588 5,100 5,719 6,058
（割合） 3.96% 4.39% 4.30% 4.50% 4.96% 5.49% 5.79% 6.44% 7.22% 7.65% 

     

50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95～99歳 100歳以上

113 101 84 97 72 62 46 31 19 7 1
9.27% 8.29% 6.89% 7.96% 5.91% 5.09% 3.77% 2.54% 1.56% 0.57% 0.08%

5,250 5,168 5,296 5,968 4,863 3,906 2,839 1,807 630 118 16
6.63% 6.53% 6.69% 7.54% 6.14% 4.93% 3.59% 2.28% 0.80% 0.15% 0.02% 

 

 ○女性、５歳階級別人口 

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳
中心市街地 40 25 24 32 52 48 69 73 93 83

（割合） 2.95% 1.84% 1.77% 2.36% 3.83% 3.54% 5.08% 5.38% 6.85% 6.12%

市全域 3,041 3,251 3,297 3,454 4,082 4,057 4,406 4,861 5,797 6,160
（割合） 3.50% 3.74% 3.79% 3.97% 4.70% 4.67% 5.07% 5.59% 6.67% 7.09%  

50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95～99歳 100歳以上

93 85 89 127 118 106 74 75 41 8 2
6.85% 6.26% 6.56% 9.36% 8.70% 7.81% 5.45% 5.53% 3.02% 0.59% 0.15%

5,567 5,713 5,623 6,821 6,124 5,317 4,330 2,952 1,495 508 65
6.40% 6.57% 6.47% 7.85% 7.05% 6.12% 4.98% 3.40% 1.72% 0.58% 0.07%  

 

 ○年齢３区分別人口 

 

0～14歳 15～64歳 65歳以上
中心市街地 188 1,502 886

（割合） 7.30% 58.31% 34.39%

市全域 19,604 98,730 47,759
（割合） 11.80% 59.44% 28.75%  

 

  ○平均世帯人員 

 

中心市街地 市全域
人口 2,576          166,093  
世帯 1,734          87,612    
平均世帯人員 1.49           1.90        

 
（資料：住民基本台帳） 
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Ⅱ 歩行者通行量 

１）歩行者通行量の推移（平日・休日）（昭和 50 年以降） 

   中心市街地における歩行者通行量（主要８地点）をみると、イトーヨーカドー帯広店が

オープンした昭和 50 年にピークとなったが、その後は減少を続けた。平成 10 年に同店が

郊外へ移転した後はさらに減少が進み、平成 16 年にはピーク時に比べ平日で約 4分の 1、

休日で約 8 分の 1 となった。第 1 期計画を策定した平成 19 年以降は、計画に掲げた事業

の実施により、歩行者通行量（休日）は減少傾向に歯止めがかかっている。 

また、歩行者通行量（平日）についても第２期計画に位置付けた事業の展開により、減

少傾向に歯止めがかかっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：歩行者通行量調査） ■歩行者通行量調査（概要） 
調 査 日：6 月最終週又は７月第１週 (平日：金曜日、休日：日曜日) 
調査時間：9 時～20 時 

歩行者通行量調査地点（主要８地点） 

④
西
３
条
通 

イトーヨーカドー帯広店跡 

①広小路 ②南８丁目

線 ③
西
２
条
通 

帯
広
駅
へ
至

る 

① ② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ ⑧ 
調査地点 

①旧ヨーカドー東側 

②セントラル十勝ビル西側 

③藤丸南側 

④マルキチパーキング北側 

⑤ポテチーノ南側 

⑥旧 au ショップ北側 

⑦北洋ビル跡東側 

⑧共同ビル西側 
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２）平日における時間帯別歩行者通行量の推移（平成 25 年以降） 

中心市街地における歩行者通行量（１８地点）をみると、時間帯別では、夜間は増加傾

向にある一方で、昼間は減少傾向が続いている。 

   
 

    

 

  
  
  
  
  

広小路   南８丁目線   

西 ２ 条 通 

  

西 

３ 

条 通 
  

西 

１ 

条 通 
  

大 
   

通 
  

南９ 丁目線   

南１０ 丁目線   

南１１ 丁目線   

① 

③ 

② ④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ ⑧ 
⑨ 

⑪ 

⑩ 

⑫ ⑬ 

⑭ 
⑮ ⑯ 

⑰ 

⑱ 

（資料：歩行者通行量調査） 

歩行者通行量調査地点（１８地点） 

イトーヨーカドー帯広店跡 

調査地点 

①旧ヨーカドー東側 

②セントラル十勝ビル西側 

③藤丸南側 

④マルキチパーキング北側 

⑤ポテチーノ南側 

⑥旧 au ショップ北側 

⑦北洋ビル跡東側 

⑧共同ビル西側 

⑨アサヒカメラ前 

⑩旧ベルナ前 

⑪だるま川上薬局東側 

⑫北の屋台東側 

⑬立花ビル前 

⑭多目的広場西側 

⑮多目的広場東側 

⑯ふじもり前 

⑰帯広駅東コンコース入口  

⑱ホテル日航ノースランド帯広西側 
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■人口 1 人当たり年間商品販売額（小売業）   (単位：万円) 

S60 S63 H3 H6 H9 H14 H19 H26

帯　　広　　市 143 141 167 176 159 160 141 156

北　　見　　市 114 124 141 152 158 140 135 131

苫　小　牧　市 103 106 136 132 148 122 117 109

札　　幌　　市 102 114 138 135 139 123 113 105

旭　　川　　市 98 104 132 136 140 121 113 133

函　　館　　市 106 113 139 136 145 125 113 105

小　　樽　　市 83 87 109 111 119 117 109 100

室　　蘭　　市 97 97 121 130 131 107 99 107

釧　　路　　市 108 116 142 142 134 110 98 99

全　　　　　道 98 103 123 126 131 117 110 108

年次
都市名

 

(昭和 50 年開店、平成 10 年閉店) 

(昭和 57 年移転開業) 

(昭和 54 年開店) 

(平成 10 年移転開業) 

(平成 2年移転開業) 

(平成 9年開店) 

 

 

 

 

 

 

藤丸百貨店 

1 

MEGA ドン・キホーテ西帯広店 

1 

長崎屋帯広店 

1 

イオン帯広店 

1 

イトーヨーカドー帯広店 

1 

旧イトーヨーカドー 

1 

 

Ⅲ 商業 

 １）本市の小売業の道内他都市との比較 

 道内主要都市における本

市の小売業の人口 1人当た

り年間商品販売額を比較し

てみると、平成 26 年で 156

万円と道内主要都市のトッ

プとなっている。 

 

 帯広市史によると、昭和

49 年の 1人当たり年間商品

販売額は63万円で全国5位、

昭和 54 年は 120 万円で全国

2位となったとの記載があ

り、この頃から本市の小売業

は、十勝地域全域の需要を賄

い、広い商圏を有していたものと思われる。 

 

 

 

 ２）本市の大型商業施設や大型小売店の立地状況 

 本市の大型商業施設は、中心市街地に位置する藤丸百貨店や長崎屋帯広店を含めて 5 

店が立地している。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：商業統計調査） 

また、本市の大型小売店

の立地状況は、次ページの

とおりである。 

近年は、大型小売店にお

いて、郊外の幹線道路沿い

への立地が進んでいる。 

大型商業施設（店舗面積 1万㎡以上）の位置 ※平成 30年 12 月末時点 
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21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

13

1

7

28

21

9

11
12

1025

20

26

2224

18

5

615
23

27

29

19

31

14

8

16

3

4

30

17 2

店舗面積

10,000㎡以上

5,000～10,000㎡

2,000～5,000㎡

 

現在の主な名称 開設 店舗面積 主な業態 現在の主な名称 開設 店舗面積 主な業態

21 スイートデコレーション白樺店 H10 4,241 専門店 31 マックスバリュ稲田店 S54 4,366 スーパー
22 ドリームタウン白樺 H10 9,514 寄合百貨店

23 MEGAドンキホーテ西帯広店 H9 14,787 寄合百貨店

24 ショッピングランドいっきゅう H9 5,563 スーパー

25 ハラデンキ本店 H9 2,113 専門店

26 エスタ帯広 H8 2,554 駅ビル

27 長崎屋帯広店 H2 19,124 寄合百貨店
28 生活市場パレット H1 4,792 寄合百貨店

29 藤丸 S57 16,651 百貨店

30 イオン帯広店 S54 24,533 寄合百貨店  

３）本市における小売業の年間商品販売額の推移  

 本市における小売業の年間商品販売額は、平成 6年をピークとして減少した後、平成 26

年に増加に転じている。店舗数は、平成 3年をピークに減少を続けている。 

   

大型小売店（店舗面積 2,000 ㎡以上）の立地状況 ※平成 30年 12 月末時点 

 

（資料：商業統計調査） 

現在の主な名称 開設 店舗面積 主な業態

1 ニトリ帯広店 H29 4,535 専門店
2 テックランドNew帯広西５条店 H25 4,965 専門店
3 コメリパワー帯広（本館） H28 8,907 専門店
4 コメリパワー帯広（資材館） H28 6,049 専門店
5 100満ボルト帯広西店 H24 5,029 専門店
6 ジョイフルエーケー帯広店 生活館 H22 8,376 専門店
7 ジョイフルエーケー帯広店 資材センター H22 3,402 専門店
8 南町クローバータウン H22 7,931 専門店、スーパー
9 フクハラ西12条店 H21 2,330 スーパー

10 コープさっぽろかしわ店 H17 2,881 スーパー  
現在の主な名称 開設 店舗面積 主な業態

11 ヤマダ電機テックランド帯広店 H16 2,736 専門店
12 ぴあざフクハラ西18条店 H14 3,732 寄合百貨店
13 ダイイチ東店 H12 2,053 ス－パ－
14 フクハラ弥生店 H12 2,769 ス－パ－
15 マックスバリュいちまる H11 7,304 寄合百貨店
16 ダイイチみなみ野店 H11 7,375 寄合百貨店
17 イトーヨーカドー帯広店 H10 43,486 寄合百貨店
18 ぴあざフクハラ西帯広店 H10 9,946 スーパー
19 ＭＵＬＴＩ　ＳＨＯＰ　ＷＯＷ H10 2,540 専門店
20 ヤマシタ家具 H10 4,841 専門店  

※本市資料による 
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４）中心市街地における小売業の年間商品販売額の推移 

 先に述べたとおり、全市の小売業の年間商品販売額は平成 26 年に増加に転じたが、中心

市街地の年間商品販売額は減少のままである。 

中心市街地の年間商品販売額は平成6年の約877億円から平成26年には約357億円にま

で減少し、全市の年間商品販売額に占める割合は平成6年の29％から平成26年には約14％

にまで低下している。 

これらは、平成 10 年にイトーヨーカドー帯広店が中心市街地から郊外へ移転したことや

個店の競争力低下による郊外店への消費流出等が影響していると考えられる。 

 全市の店舗数は、年間販売額同様減少傾向にあり、中心市街地の店舗数は平成 6年の 568

件から平成 26 年の 207 件にまで減少し、全市商店数に占める割合も 28％から 17％にまで

低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 10 年のイトーヨーカドー帯広店の移転まで、中心市街地では、イトーヨーカドー帯

広店と藤丸百貨店との相乗効果で他の個店の売上にも影響を与えていたが、藤丸百貨店の

売上高はピーク時の平成 4年 8月期の約 145 億円から平成 30 年８月期は約 59 億円にまで

減少している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：商業統計調査） 
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 ５）中心市街地の空き店舗の状況 

 中心市街地における空き店舗の状況は、本市が商店街区域において調査を実施しており、

平成 30 年は 23 件となっている。平成 23 年までほぼ一貫して増加傾向であったが、平成

24 年から減少し、近年はほぼ横ばいが続いている。 

 

 

    

（資料：帯広市調査） 

平成 24 年の空き店舗の状況 

（資料：帯広市調査） 
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平成 24 年と平成 30 年の空き店舗の状況を比較すると、空き店舗は減少しているものの、

下のグラフのとおり、総店舗（空き店舗＋営業店舗）数も減少傾向にある。 

これは、空き店舗が発生した場合に、夜間営業の飲食店を中心とした新たな事業者が入

居することが多い一方で、老朽化した店舗が倉庫や住居として利用される又は解体され駐

車場として利用されているためである。 

   

平成 30年の空き店舗の状況と、平成 24年から平成 30年までに空き店舗が解体され、

駐車場として利用されている場所 

（資料：帯広市調査） 

（資料：帯広市調査） 
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Ⅳ 中心市街地の地価 

 本市の中心市街地には、地価公示の基準地がＪＲ帯広駅を挟んで、南と北に２点存在する。 

 特に駅北の地価の変動が顕著であり、本市最高地価は平成 5年の 131 万円／㎡をピークに下

落を続け、平成 30 年には 10.5 万円／㎡と、ピーク時の 10 分の１以下にまで下落した。 

 近年は、本市の中心市街地の地価は、微減又は横ばい傾向が続いている。 

 

 

Ⅴ ＪＲ帯広駅乗降客数 

 本市唯一の鉄道路線(ＪＲ北海道根室本線)のＪＲ帯広駅は、中心市街地のほぼ中央に位置

し、１日あたりの乗降客数は平成 4 年度～平成 6 年度には 7 千人台であったが、平成 13 年度

以降 4千人台となり、平成 25 年度以降は 3千人台にまで下落している。 

 札幌市などを含む道央圏へのアクセス手段として、鉄道による人員輸送の役割は引き続き大

きいが、札幌市などを含む道央圏と帯広市などを含む十勝圏を直結する道東自動車道が開通

（平成 23 年 10 月）したことにより、都市間バスや自家用車での移動時間が短縮されたことな

どから、鉄道利用は微減傾向が続いている。 

 

（資料：地価公示価格） 

H29 

（資料：帯広市統計書） 

※平成 28 年度は台風災害により大幅に減少 
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Ⅵ 本市の自動車保有台数と保有率 

 本市の「自動車保有台数」は年々増加し、平成 22

年度に微減したが、平成 27 年度には微増に転じて

いる。平成 27 年度は、140,635 台となっており、自

動車保有率（千人当り）は 831 台となっている。道

内主要都市の１人当たりの「乗用車保有台数」を比

較すると、本市が 0.65 台／人と高くなっている。 

 

 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ バス利用人員 

 十勝管内のバス利用人員は、自家用車の普及により減少を続け、昭和 60 年には 1,632 万人

であったが、平成 27 年には 449 万人と約 4分の 1に減少している。この間、平成 11 年には、

JR 北海道の十勝管内の路線バスが廃止されている。 

 こうした中、本市では高齢者おでかけサポートバス事業の実施により高齢者の積極的な社会

参加を促進しているほか、商店街では買物共通バス券事業の実施により来街者へのサービス向

上とバス利用促進を図っている。 

バス事業者の営業努力はもとより、こうした取り組みのほか、出前講座の実施など各種取り

組みを実施してきており、路線バス利用者は近年少しずつ増加してきている。 

        

（資料：北海道運輸局、 

平成 30 年 3月末現在） 

（資料：帯広市統計書） 

（資料：北海道運輸局 ※人口は国勢調査） 
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Ⅷ 都市機能 

１）主要な都市機能の分布 

 中心市街地には、公共・公益施設として、JR 帯広駅北側を中心に、市役所、国の合同庁

舎（税務署等）、ハローワーク、帯広郵便局、バスターミナル、NHK 放送局などが集積して

いる。JR 帯広駅南側には、文化・学習施設として、図書館、市民文化ホール、とかちプラ

ザ、市民ギャラリーが集積している。 

また、医療・福祉施設として、帯広第一病院、帯広中央病院などの医療機関、第２期計

画期間において開広団地再整備事業で整備した高齢者・介護施設（ライフシップケア帯広/

ライフシップ帯広）などが立地している。さらに、公園・緑地として、平成 30 年度に再整

備を終えた中央公園のほか、とかちプラザ南側の南公園などが立地している。 

  

 公共・公益施設  医療・福祉施設 

 文化・学習施設  公園・緑地 

※医療機関は、総合病院のみ名称記載 
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２）主要な文化・学習施設の利用状況 

中心市街地に立地する主要な文化・学習施設の利用状況は、下記のとおりである。 

とかちプラザ、文化ホール、図書館、市民ギャラリーの合計年間利用者数は約 110 万人

（平成 29 年度）となっている。 

文化的施設の集積と文化的施設を活用した各種事業が中心市街地の居住環境の向上に寄

与しているほか、来街目的のひとつとなっている。 
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〔４〕市民から見た中心市街地の現状など 

Ⅰ 平成 30 年度市民まちづくりアンケート（帯広市） 

①実施期間  平成 30 年 4 月～5月 

②調査対象者 満 20 歳以上の市民 

③調査手法  郵送による配布・回収 

④回答数   A 票 759 件、B票 727 件、C票 690 件（※） 

（※）アンケートの回答率を上げるため、全設問を 3つ（A票、B票、C票）に分け、１人

当たりの設問数を減らしてアンケートを実施したもの。 

 

 １）設問「中心市街地に魅力とにぎわいがある」に対する回答 

 「あまりそう思わない」「そう思わない」という否定的な回答が 73.9%を占めている。ま

た、「あまりそう思わない」「そう思わない」と回答した理由は「魅力ある店舗が少ないか

ら」が約 3分の 2を占め、続いて「中心市街地への交通の利便性が悪いから」が 12.8％と

なっている。市民実感度（※）は、年度により増減があるものの、第２期計画開始年度（平

成 25 年度）に比べ、やや上回っている。 

 （※）市民実感度は、第六期帯広市総合計画の施策ごとに市民の実感を聞いたものである。

「そう思う」を４、「ややそう思う」を３、「あまりそう思わない」を２、「そう思わ

ない」を１と重み付けを行い、各回答数を乗じて合計したものを有効回答数で除した

ものである。中間値は 2.5 で、これより値が大きければ市民実感度が高いものである。 

 

 ■設問「中心市街地に魅力とにぎわいがある」 

回答
H30

2 ややそう思う 131 18.0%

無回答 15 2.1%

合計回答数 727 －

回答数 構成比

1 そう思う 44 6.1%

3 あまりそう思わない 327 45.0%

4 そう思わない 210 28.9%

6.1 

18.0 

45.0 

28.9 

2.1 

0 25 50 75 100

 
上記の回答で3（あまりそう思わない）または4（そう思わない）を選んだ理由 H30

回答数 構成比

ａ 魅力ある店舗が少ないから 333 65.8%

ｂ 中心市街地への交通の利便性が悪いから 65 12.8%

ｃ 各種イベントに魅力がないから 54 10.7%

ｄ その他 54 10.7%

有効回答数 506 －
 

市民実感度（加重平均値）

H30 年次推移

2.013 1.766 1.884 1.843 1.996 2.055 1.975 2.037 2.022 2.013 

1.000

1.750

2.500

3.250

4.000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

上位

中位（上

中位（下

下位
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 ２）設問「商店や商店街に活気がある」に対する回答 

 商店や商店街は中心市街地以外にも存在するが、本市の商店街の多くは中心市街地を区

域とするため、参考として記載する。 

 「あまりそう思わない」「そう思わない」という否定的な回答が約 3分の 2を占めている。

また、「あまりそう思わない」「そう思わない」と回答した理由は「商店の商品やサービス

に魅力がないから」が 36.6%となっており、続いて「その他」を除くと、「商店街のイベン

トに魅力がないから」が 22.0%となっている。市民実感度は、年度により増減があるもの

の、第２期計画開始年度（平成 25 年度）に比べ、やや下回っている。 

 ■設問「商店や商店街に活気がある」 

 

無回答 19 2.5%

合計回答数 759 －

43.9%

4 そう思わない 171 22.5%

回答
H30

回答数 構成比

1 そう思う 29 3.8%

2 ややそう思う 207 27.3%

3 あまりそう思わない 333

3.8 

27.3 

43.9 

22.5 

2.5 

0 25 50 75 100

 

  

ｂ 商店の建物の外観、内装や設備に魅力がないから 59 12.3%

e その他 110 23.0%

有効回答数 478 －

c 商店街の道路や歩道、街路灯などの整備が十分でないから 29 6.1%

d 商店街のイベントに魅力がないから 105 22.0%

ａ 商店の商品やサービスに魅力がないから 175 36.6%

上記の回答で3（あまりそう思わない）または4（そう思わない）を選んだ理由
H30

回答数 構成比

 

 

市民実感度（加重平均値）

H30 年次推移

2.127
2.048 2.133 2.132 2.271 2.372 2.287 2.216 2.151 2.127 

1.000

1.750

2.500

3.250

4.000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

上位

中位（上

中位（下

下位
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Ⅱ 第３期帯広市中心市街地活性化基本計画策定に向けた市民アンケート（帯広市） 

①実施期間  平成 30 年 8 月～9月 

②調査対象者 満 20 歳以上の市民 

③調査手法  郵送による配布・回収 

④回答人数  334 件 

 

１）中心市街地の現状に関する調査 

  ア 満足度調査 

  回答のうち、「分からない」、「無回答」を除いた最多回答は以下のとおりである。 

「どちらかと言えば満足している」との回答が最も多かった項目は、「④中心市街地の

おまつりやイベント」、「⑤公共交通機関（JR・バス等）」、「⑦中心市街地の公共・公益施

設（図書館等）」であった。一方、「満足していない」との回答が最も多かった項目は「③

中心市街地の商店の魅力（サービス、品揃え等）」で、「どちらかと言えば満足していな

い」との回答が最も多かった項目は「①中心市街地の商業施設・飲食店」、「②中心市街

地の居住施設（集合住宅・高齢者向け住宅等）」、「⑥観光客増加に向けた取り組み」であ

った。 

 

■質問 2-1 現在の中心市街地にどの程度満足していますか？ 

【全ての項目ごとに、該当する満足度の 1～5 のいずれかに〇をつけてください】 

 

満足している
どちらかと
言えば

満足している

どちらかと
言えば

満足していない
満足していない 分からない 無回答

① 中心市街地の商業施設・飲食店
3.6%

（12人）

23.4%

(78人）

35.0％

（117人）

24.6%

（82人）

10.5％

（35人）

3.0％

（10人）

②
中心市街地の居住施設

（集合住宅・高齢者向け住宅等）

2.1%

（7人）

12.0%

(40人）

27.5％

（92人）

16.8%

（56人）

38.0％

（127人）

3.6％

（12人）

③
中心市街地の商店の魅力

（サービス、品揃え等）

1.5%

（5人）

14.1%

(47人）

34.1％

（114人）

38.9%

（130人）

7.8％

（26人）

3.6％

（12人）

④ 中心市街地のおまつりやイベント
４.5%

（15人）

38.3%

(128人）

21.6％

（72人）

15.9%

（53人）

17.1％

（57人）

2.7％

（9人）

⑤ 公共交通機関（JR・バス等）
10.2%

（34人）

32.0%

(107人）

20.4％

（68人）

19.8%

（66人）

14.4％

（48人）

3.3％

（11人）

⑥ 観光客増加に向けた取り組み
1.2%

（4人）

17.1%

(57人）

28.4％

（95人）

19.5%

（65人）

30.8％

（103人）

3.0％

（10人）

⑦
中心市街地の公共・公益施設

（図書館等）

8.4%

（28人）

44.9%

(150人）

21.6％

（72人）

10.8%

（36人）

12.0％

（40人）

2.4％

（8人）

項目

n=334

 

 

  イ 印象に関する調査（５年前頃との比較） 

５年前頃と比較して、「中心市街地のにぎわいや活気が戻りつつある（どちらかと言え

ばを含む）」との回答が 29.6%、「活気が更になくなりつつある（どちらかと言えばを含

む）」との回答が 65.0%となっている。 

「中心市街地のにぎわいや活気が戻りつつある（どちらかと言えばを含む）」と回答し
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た理由は、「様々なイベントが開催されているから」（39.8%）が最も多く、次いで「観光

客やビジネス客が増えているように感じから」（25.3%）などとなっている。 

「中心市街地のにぎわいや活気が更になくなりつつある（どちらかと言えばを含む）」

と回答した理由は、「空き店舗が目立つから」（41.1%）が最も多く、次いで「中心市街地

のビルや商店街の建物が老朽化しているから」（24.7%）などとなっている。 

 

■質問 2-2-ア ５年前頃と比べ、中心市街地のにぎわいや活気についての印象を教えて 

ください。（１つ選択） 

 

 

■質問 2-2-イ （問２-アで、①・②と答えた方にお聞きします）理由を教えてください。

（２つ選択） 

 
 

 

 

 

 

 

 

n=166人 

n=334人 

１ 
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■質問 2-2-ウ （問２-アで、③・④と答えた方にお聞きします）理由を教えてください。

（２つ選択） 

    

 

ウ 中心市街地に出かける頻度に関する調査 

「月に１回以上」との回答が最も多かった項目は、「①用事（市役所・銀行等）」であ

った。「２～３か月に１回以上」との回答が最も多かった項目は、「③買い物」、「④食事・

宴会」であった。「行かない又はほぼ行かない」との回答が最も多かった項目は、「②通

勤・通学」、「⑤イベント（まつり等）」、「⑥通院」、「⑦文化・学習（とかちプラザ、図書

館等）」であった。 

 

■質問 2-3 あなたは、どのくらいの頻度で中心市街地に出かけますか？ 

【全ての目的ごとに、該当する頻度の 1～6のいずれかに〇をつけてください】 

 

ほぼ毎日
週に

１回以上
月に

１回以上
２～３か月に
１回以上

半年に
１回以上

行かない
又は

ほぼ行かない
無回答

① 用事（市役所・銀行等）
0.6%

（2人）

7.5%

(25人）

24.6％

（82人）

21.0%

（70人）

20.1％

（67人）

21.0％

（70人）

5.4％

（18人）

② 通勤・通学
9.9%

（33人）

3.6%

(12人）

1.8％

（6人）

0.9%

（3人）

0.6％

（2人）

59.9％

（200人）

23.4％

（78人）

③ 買い物
3.0%

（10人）

13.2%

(44人）

21.3％

（71人）

22.2%

（74人）

13.8％

（46人）

21.3％

（71人）

5.4％

（18人）

④ 食事・宴会
0.0%

（0人）

2.7%

(9人）

19.8％

（66人）

26.3%

（88人）

20.7％

（69人）

23.4％

（78人）

7.2％

（24人）

⑤ イベント（まつり等）
0.3%

（1人）

0.3%

(1人）

5.1％

（17人）

10.5%

（35人）

29.3％

（98人）

46.4％

（155人）

8.1％

（27人）

⑥ 通院
0.0%

（0人）

3.9%

(13人）

18.9％

（63人）

18.0%

（60人）

7.8％

（26人）

45.2％

（151人）

6.3％

（21人）

⑦
文化・学習

（とかちプラザ、図書館等）

0.3%

（1人）

4.8%

(16人）

12.0％

（40人）

13.8%

（46人）

18.6％

（62人）

44.0％

（147人）

6.6％

（22人）

目的

n=334

 

 

 

 

 

n=401人 ３ 



 

24 

エ 中心市街地に出かける交通手段に関する調査 

最も多かった回答は、「車」が 70.1%で、次いで「バス」（13.2%）、「タクシー」（6.3%）

などとなっている。 

■質問 2-4 あなたは、中心市街地に出かけるとき、主にどの交通手段を利用しますか？ 

【１つ選択】 

 

 

 

２）中心市街地活性化に向けたニーズ調査 

  ア 中心市街地活性化へ必要な取り組みに関する調査 

    最も多かった回答は、「商店の魅力向上（サービス、品揃え等）」（28.4%）で、次いで

「商業施設・飲食店の充実」（26.8%）となっており、商業機能の充実を求める回答が半

数を超えている。 

 

■質問 3-1 中心市街地を活性化するために、どのような取り組みが必要だと思いますか？

（２つ選択） 

 

 

 

 

１ 

n=641人 

n=334人 
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イ 都市機能に関するニーズ調査 

最も多かった回答は「商業施設、飲食店」（34.2%）で、次いで「歩道を含む道路、公

園・緑地」（23.0%）などとなっている。 

 

■質問 3-2 中心市街地で、もっと整備してほしいものはどれですか？（２つ選択） 

 

 

 

ウ 商業施設に関するニーズ調査 

最も多かった回答は「複合的に買い物ができる施設（デパート・総合ショッピングセン

ター等）」（42.4%）で、次いで「専門的に買い物ができる施設（衣料品店・書店・スーパ

ー等）」（24.1%）などとなっている。 

 

■質問 3-3 中心市街地に、どのような商業施設があればいいと思いますか？（２つ選択） 

 

 

 

３）中心市街地の居住ニーズ調査 

  ア 中心市街地の居住ニーズ調査 

「中心市街地に住みたい/住み続けたいと思ったことがある」との回答が 28.7%、「中心

市街地に住みたい/住み続けたいと思ったことがない」との回答が 69.5%となっている。３

割弱の回答者が「中心市街地への居住意欲がある/あった」と回答しており、中心市街地

n=612人 

n=627人 
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の居住ニーズが一定程度あることがうかがえる。 

「中心市街地に住みたい/住み続けたいと思ったことがある」と回答した理由は、「生活

利便性が高いから（飲食店、居酒屋が多いなど）」（26.6%）が最も多く、次いで「交通利

便性が高いから（JR、バス等）」（23.7%）などとなっている。 

「中心市街地に住みたい/住み続けたいと思ったことがない」と回答した理由は、「現状

に満足しているから（持ち家があるなど）」（41.6%）が最も多く、次いで「住環境の利便

性が低いから（騒音等）」（21.7%）などとなっている。 

 

■質問 4-1-ア あなたは、中心市街地に住みたい/住み続けたいと思ったことはあります

か？（１つ選択） 

 
 

■質問 4-1-イ （問１-アで、①と答えた方にお聞きします）理由を教えてください。 

（２つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=334人 

n=177人 
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■質問 4-1-ウ （問１-アで、②と答えた方にお聞きします）理由を教えてください。（２

つ選択） 

 

 

 

４）総括 

市民にとって中心市街地活性化に期待する主な項目は、商業機能の充実であることがうか

がえる。これは、現状に関する調査における満足度調査で「商業施設・飲食店」、「商店の魅

力」が低い結果となったこと、今後の中心市街地活性化へ必要な取り組みに関する調査で「商

店の魅力向上」（28.4%）が最多回答で、次いで「商業施設・飲食店の充実」（26.8％）とな

ったこと、都市機能に関するニーズ調査で「商業施設、飲食店」（34.2％）が最多回答とな

ったことなどが理由である。 

中心市街地の居住ニーズ調査では、「中心市街地に住みたい/住み続けたいと思ったこと

がある」との回答が 3割弱となり、まちなか居住に関して一定のニーズがあると考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=401人 
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〔５〕第２期帯広市中心市街地活性化基本計画の取り組み 

Ⅰ 概要及び目標 

 本市では、第２期帯広市中心市街地活性化基本計画を策定し、平成 25 年 3 月に国の認定

を受けた。帯広商工会議所が事務局となり、帯広市中心市街地活性化協議会が組織され、

民間と行政が連携を図りながら中心市街地の活性化に取り組んできた。 

○ 期 間 

平成 25 年 4 月～平成 30 年 3 月（5年）  

※平成 30 年 4 月～令和 2年 3月は、国の認定を受けない市の独自計画として延長 

○ 区域面積 

140ha 

○ 基本的な方針 

①街なか居住の促進 

  全ての世代にとって住みやすく、快適に生活できる魅力的な住宅及び利便施設を中

心市街地に供給することによって、居住人口の増加を図り、生活空間として質の高い

中心市街地を形成する 

②にぎわいの創出と魅力づくり 

中心市街地においてこれまで整備されてきた、公共施設を始めとするストックを活

用したイベント、取り組みを連続、連携して展開していくことや、商業機能の充実に

よって、様々な世代がつどい、にぎわいと魅力のある中心市街地を形成する。 

○ 目 標 

①街なか居住の促進により、居住人口の増を図る 

 － 達成状況を把握する指標：街なか居住者数 

 幅広い世代が暮らし交流する中心市街地を実現するため、魅力ある住宅の整備など

により、街なか居住を促進する。 

②既存ストックの活用によるにぎわいの創出と魅力づくりにより、来街者、歩行者の増

を図る  

－ 達成状況を把握する指標：歩行者通行量（平日） 

 既存の社会基盤・ストックを活用した連続、連携したイベント等の実施や、商業機

能の充実により、にぎわいのある中心市街地を実現する。 

 

 

Ⅱ 目標の達成状況 

 各目標の達成状況を把握する指標のうち、歩行者通行量（平日）は、平成 30 年度の実績

が基準値から増加し目標値を上回っている状況にある。一方、街なか居住者数は、平成 31

年 3 月末の実績が基準値から減少し目標値を下回っている状況にある。 
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目標 目標指標 基準値 目標値 
認定計画最
終年度 

最新値 

街なか居住の促進により、
居住人口の増を図る 

街なか居住者数 
2,817 人 

（H24.3） 

3,100 人 

（R2.3）※ 

2,694 人 

（H30.3） 

2,576 人 

（H31.3） 

既存ストックの活用による

にぎわいの創出と魅力づく

りにより、来街者、歩行者

の増を図る 

歩行者通行量（平日） 
22,905 人 

（H24） 

24,000 人 

（R１）※ 

25,068 人

（H29） 

24,235 人 

（H30） 

※国の認定を受けない市の独自計画として計画延長した期間においても、目標値は据え置いた。 

 

１）街なか居住者数 

 
 

 

 

  

 

 街なか居住者数については、平成 31 年 3 月末の実績が 2,576 人で、基準値から約 8.6%

の減となり、目標値を下回っている状況にある。 

 この要因として、予定されていた「西２・９西地区優良建築物等整備事業」について建

設資材価格の高騰により事業未完了となったこと、また、市街地再開発事業により整備し

た「開広団地再整備事業」のうち、賃貸住宅はほぼ満室の状態が続いているものの、有料

老人ホームは介護職員の雇用確保が難しく、職員雇用の進捗に合わせて段階的な入居を進

めている状況であることなどが挙げられる。また、中心市街地周辺部では新たな宅地供給

や集合住宅の建築などの民間の居住施設整備が見られたが、中心市街地エリアではその動

きが低調であり、居住者増につながる良質な住宅供給が進まなかった。 

基準値 
（H24.3） 

2,817 人 

目標値 
（R2.3） 

3,100 人 

最新値 
（H31.3） 

2,576 人 

目標達成 目標未達 
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２）歩行者通行量 

  

 

 

 

 

 

 

歩行者通行量については、平成 30 年の実績が 24,235 人で、基準値から約 5.8%の増とな

り、目標値を上回っている状況にある。 

この要因としては、「開広団地再整備事業」によって商業店舗や飲食店が開業し、新たな

にぎわいなどの効果が生まれたほか、「商店街活性化事業演出・催事実施事業」や「街なか

基準値 
（H24） 

22,905 人 

最新値 
（H30） 

24,235 人 

目標値 
（R1） 

24,000 人 

目標達成 目標未達 
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コミュニティ・ホテル事業」など、来街を誘引する特色ある取り組みが、計画事業として

着実に実施されたことなどが挙げられる。 

また、本市ではインバウンドを含む観光やビジネスによる来街者が増加傾向にあり、こ

のような状況を背景に、アウトドア観光の情報発信機能も備えたバスターミナルの改築、

中心市街地エリアのフリーWi-Fi 整備、藤丸百貨店内の免税一括カウンター整備など、来

街者のさらなる取り込みに向けた動きをすすめている。 

 

 

Ⅲ 具体的事業の実績 

 計画に位置付けた各事業の実施状況は、次のとおりである。なお、下表の事業名で下線

のあるものはハード事業、ないものはソフト事業である。 

１）土地区画整理事業、市街地再開発事業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供する施設

の整備その他の市街地の整備改善のための事業に関する事項 

事 業 名 実施状況 進捗状況等 

①開広団地再整備事業 実施済み 
（H26 完成） 

過去に卸売団地として整備された地区

において機能の更新を図るため、市街地再

開発事業により高齢者向けの居住機能（有

料老人ホーム）、デイサービス、商業施設

などからなる 7階建て建築物と、賃貸住宅

からなる６階建て建築物を建設した。 

平成 25 年度に実施設計を完了し、平成

26 年度に本体工事を完了している。 

②市営駐車場管理運営事業 実施中 中心市街地に立地する市営駐車場の管

理・運営を行い、来街者の駐車利便を確保

する事業であり、現在も継続中である。な

お、平成 29 年 3月末をもって、中央、中

央第２駐車場は老朽化等により廃止し、現

在は駅北地下、駅南駐車場で事業を実施し

ている。 

③西３・９周辺地区第一種市街地再
開発事業 
※H30.3 に、独自計画として期間
延長した際、追加した事業 

実施中 イトーヨーカドーが平成 10 年に郊外に

移転して以降空きビル状態が続いていた

ビルなど、建物の老朽化が進んでいる地区

において、商業・業務系の土地利用として

中心市街地のにぎわいの再生を図ること

に加え、新たに居住系の土地利用により、

まちなか居住人口の増加を図る事業であ

る。 

平成 30 年 2月から一部解体工事に着手

し、同年 10 月から一部新築工事に着手し

ており、令和 3年度に事業完了の予定であ

る。 

 開広団地再整備事業は、整備完了以降、賃貸住宅はほぼ満室の状態が続いているものの、

有料老人ホームについては介護職員の雇用確保に腐心しており、職員雇用の進捗に合わせ

て、段階的な入居を進めている状況であることから、当初に予定した目標値の達成には至

っていない。有料老人ホームは開設以降職員の確保に合わせて、入居者が段階的に増加し
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ている状況にあり、今後においても施設入居の状況について注視していく。 

 また、現在実施中である西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業において、商業・業

務系の土地利用によるにぎわい創出に加え、居住系の土地利用により、まちなか居住の促

進を図っていく。 

 

２）都市福利施設を整備する事業に関する事項 

事 業 名 実施状況 進捗状況等 

①開広団地再整備事業（再掲） 実施済み  

②西２・９西地区優良建築物等整備
事業 

未実施 高齢者向け住居 69 戸、賃貸住宅 22 戸の

ほか、関連サービス施設、商業施設を含ん

だ複合施設の建設を計画していたが、建設

資材価格の高騰により本体工事の入札が

不調に終わり、事業は完了していない。 

現在、事業者側は建設に向け、収益性の

ある事業プランの見直しを行っており計

画期間中は未完了となった。 

③西３・９周辺地区第一種市街地再

開発事業（再掲） 
※H30.3 に、独自計画として期間
延長した際、追加した事業 

実施中  

 第２期計画の主要事業として位置付けていた「開広団地再整備事業」により、有料老人

ホームが完成し新たな都市福利施設が整備されたものの、第２期計画の主要事業として位

置付けていた「西２・９西地区優良建築物等整備事業」が建設資材価格の高騰により未完

了となり、高齢者向けのサービスを担う施設等が整備されなかったことにより、都市福利

機能の向上は計画当初想定していた程度まで進まなかった。 

 

３）公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のための

事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

事 業 名 実施状況 進捗状況等 

①開広団地再整備事業（再掲） 実施済み  

②まちなか居住プラットホーム事業 実施中 まちなか居住を希望する市民や、まちな

かでの開業を希望する事業者のニーズを

把握し、不動産事業者や地権者との橋渡し

を行う事業であり、中心市街地に所在する

市民活動交流センター内で事業を実施し

ており、現在も継続中である。 

③西２・９西地区優良建築物等整備

事業（再掲） 

未実施  

④町内会加入促進事業 実施中 町内会への加入により中心市街地のコ

ミュニティ再生につなげるため、町内会加

入促進チラシの配布など、町内会への加入

を促進する事業であり、現在も継続中であ

る。 

⑤自主防災組織の設立促進事業 実施中 中心市街地のコミュニティ再生につな

げるため、災害に備えて各町内会において
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自主防災組織の設立を進める事業であり、

現在も継続中である。 

⑥市民活動交流センター運営事業 実施中 中心市街地に所在するビルの１フロア

を賃借し、子育て活動室、高齢者活動室、

多目的活動室、情報室などを備えた市民活

動の拠点となる施設を運営する事業であ

り、現在も継続中である。 

⑦おびひろ市民芸術祭事業 実施中 中心市街地に所在する市民文化ホール、

第１期認定計画期間中に整備した市民ギ

ャラリーなどにおいて、市民主体の芸術・

文化活動の発表の場を提供する事業であ

り、現在も継続中である。 

⑧芸術文化鑑賞事業 実施中 中心市街地に所在する市民文化ホール、

第１期認定計画期間中に整備した市民ギ

ャラリーなどにおいて、市民に優れた舞台

芸術、美術、音楽などの鑑賞機会を提供す

る事業であり、現在も継続中である。 

⑨プラザまつり事業 実施中 中心市街地に所在するとかちプラザを

利活用し、市民の作品展示会、市民活動の

発表会など、市民の様々な学習成果の発表

の場を提供し、施設の利用推進を図る事業

であり、現在も継続中である。 

⑩図書館利活用事業 実施中 中心市街地に所在する図書館において、

子どもから高齢者までの幅広い年齢層の

住民を対象とした様々な事業や、近隣の文

化施設と連携した講演会などを行い、住民

に学習する機会や場を提供する事業であ

り、現在も継続中である。 

⑪西３・９周辺地区第一種市街地再
開発事業（再掲） 
※H30.3 に、独自計画として期間
延長した際、追加した事業 

実施中  

 前述のとおり「開広団地再整備事業」で整備した有料老人ホームが介護職員の深刻な人

手不足により、職員雇用の進捗に合わせた段階的な入居にとどまり、実際の居住者数が想

定を大幅に下回ったことや、「西２・９西地区優良建築物等整備事業」が建設資材価格の高

騰により未完了となったこと等により、中心市街地における住宅供給は、想定どおりには

すすまなかった。他のソフト事業は、現在も全て継続して実施している。 

 

４）中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業その他の商業の活性化のための事業

及び措置に関する事項 

事 業 名 実施状況 進捗状況等 

①帯広まちなか歩行者天国事業 実施中 まちなかのにぎわい創出と地域コミュ

ニティの再生を目的として、市民団体によ

る手作りで、６月から９月までの日曜日

に、ダンスや音楽などの様々なイベントを

行っている。 
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近年は年間 12 回程度開催し、来場者は

約 10 万人で、市民に定着した事業として

広く知られており、現在も継続中である。 

②商店街活性化事業 演出・催事実施
事業 

実施中 商店街活性化のため、商店街が実施するま

つりや、イベント等の文化的演出の創出に

対し、本市が１商店街当たり 50 万円を限

度として補助を行う事業であり、現在も継

続中である。 

③商店街活性化事業地域いたわり商
店街事業 

実施中 地域住民に密着した商店街となるため、商

店街の有する来街者向けの施設の整備、修

繕などを商店街自らが進めることに対し、

本市が１商店街当たり 20 万円を限度とし

て補助を行う事業であり、現在も継続中で

ある。 

④商人塾事業（中心市街地活性化基

本計画推進事業） 

実施済み 中心市街地活性化基本計画の推進に資す

る事業に対し補助を行う事業であり、平成

30 年度までは、商人塾事業（中心市街地

の既存の店舗において、起業、開業するも

のを対象に、開業から一定期間の家賃及び

改修費を支援するなどして、起業者を支援

する事業）などを行ってきた。 

令和元年度から事業内容を見直し、商人塾

事業を廃止し、新たに「まちなか「商」学

校事業」などを実施している。 

⑤栄通商店街活性化事業 実施済み 
（H25 完成） 

栄通（南９丁目線）において、既存の街路

灯設備の LED 化を行う事業であり、平成

25 年度に事業が完了した。 

⑥街なかコミュニティ・ホテル事業 実施済み 
（H27 完成） 

中心市街地の廃業したホテルにリノベー

ションを施し、外国人旅行客などにも使い

勝手の良いホテルと、建物１階部分に地元

住民も利用できるカフェ・バーやイベント

スペースを設ける施設整備事業である。 

平成 27 年度に事業が完了し、平成 28 年 3

月に開業した。 

⑦広小路アーケード空間を活用した
集客・回遊・滞留事業 

実施中 市内で唯一全蓋アーケードが整備されて

いる広小路商店街では、平成 23 年度に国

の支援を受けてアーケードの改修を行っ

た。アーケードによる空間を活用し、半世

紀以上の歴史を刻んでいる「七夕まつり」

や「帯広まちなか歩行者天国事業」などを

開催する事業であり、現在実施中である。 

⑧電信通り商店街活性化事業 実施中 電信通り商店街は、平成 23 年度に、高齢

者、障がい者と協働・共生する商店街づく

りを目指して商店街活性化事業計画を作

成し、北海道内で初めてとなる地域商店街

活性化法に基づく認定を受けた。 

現在も、社会福祉法人や NPO 法人と協力し

ながら、空き店舗を解消し、商店街の振興
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を図るための取り組みをすすめている。 

⑨おびひろイルミネーションプロジ

ェクト 

実施中 冬期間のまちなかのにぎわい創出のため、

駅前のはるにれの木を中心に、イルミネー

ションの一斉点灯を行う事業である。 

点灯式には、地域の子ども向けのイベント

なども行っており、現在も継続中である。 

⑩北の屋台事業 実施中 中心市街地で屋台村を営業し、まちなかの

にぎわいを創出する事業である。 

十勝産の食材を活用しながら 20 店舗の屋

台による通年営業を行っており、オープン

以来の来場者数が 200 万人を突破し、現在

も継続中である。 

⑪まち美化サポート事業（クリー
ン・キャンバス・２１） 

実施中 地域の住民や企業の協力のもと、中心市街

地の美化を図る事業であり、現在も継続中

である。 

⑫平原のルキア 実施済み 帯広駅北多目的広場にイルミネーション

を設置して、冬期間のにぎわい創出を図る

事業である。平成 25 年度から「おびひろ

夢あかりアートの街事業」に統合され、現

在も継続中である。 

⑬まちなかインキュベーション事業 実施中 北の屋台事業と連携し、起業を目指す者に

北の屋台の店舗で、一定期間実際の営業の

ノウハウを学ばせ、修了後は独立させるこ

とにより、起業者を育成する事業であり、

現在も継続中である。 

⑭OBIHIRO ほっとマグフェスタ 実施中 市内飲食店と連携してマグカップを販売

し、マグカップ所有者に対して、各店舗の

オリジナルメニューを提供することで来

街者の回遊性を高める事業であり、現在も

継続中である。 

⑮自慢の逸品事業 実施中 市内商店街から、自慢できる商品やサービ

スを公募、審査した上で「自慢の逸品」と

して選定し、広く宣伝することで各店舗の

魅力を向上させる事業であり、現在も継続

中である。 

⑯まちなか産直市 実施中 地域の農業者が、夏期にまちなかで産直市

を実施し、地場産野菜等を販売する事業で

あり、現在も継続中である。 

⑰共通駐車券事業 実施中 中心市街地の商店街と駐車場が連携して

共通の駐車券を発行し、中心市街地の駐車

利便の向上と商店街の活性化を図る事業

であり、現在も継続中である。 

⑱商店街活性化事業歩道ロードヒー
ティング設備維持事業 

実施中 来街者へ快適な歩行空間を提供するため、

歩道のロードヒーティングの運用、維持を

行う事業であり、本市が補助対象経費の３

分の１以内で補助を行っており、現在も継

続中である。 

⑲フードバレーとかちマラソン大会 実施中 中心市街地を発着点とし、ボランティア等
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による市民参加型のマラソン大会を実施

しており、現在も継続中である。 

⑳とかちマルシェ事業 実施中 JR 帯広駅周辺を会場として、十勝最大規

模の食と音楽のイベントであり、日本有数

の農業地域である十勝の魅力を発信する

イベントとして定着してきており、現在も

継続中である。 

㉑おびひろ平原まつり 実施中 例年８月中旬に開催される十勝管内最大

規模の夏まつりである。 

伝統の「おびひろ盆踊り」や、五穀繁盛を

願うみこし「夢降夜」など多様なイベント

により、多数の来場を集めており、現在も

継続中である。 

㉒おびひろ菊まつり 実施中 例年 10 月下旬から 11 月上旬頃に、様々な

菊の展示を行うほか、姉妹都市の特産品が

並ぶ物産販売などを行うイベントであり、

現在も継続中である。 

㉓ベーカリーキャンプ（北海道小麦
キャンプ） 

実施済み 十勝の主要農産物である小麦の魅力を伝

えるため、帯広市中心市街地において技術

講習会などを実施する事業である。 

平成 27 年度から、「北海道小麦キャンプ」

と名称変更し、対象を十勝から全道へ拡大

し、開催地を全道各都市から選定して実施

して、現在も実施中である。 

㉔社会を明るくする運動 実施中 非行や犯罪に陥った人の立ち直りを支援

し、犯罪のない社会づくりを目指す事業で

ある。７月の強化月間では、中心市街地で

街頭啓発パレードを実施し、中心市街地に

にぎわいをもたらしており、現在も継続中

である。 

㉕ガイアナイト in おびひろ 実施中 広小路で開催されている「おびひろ広小路

ビアガーデン」において、照明を消し、キ

ャンドルのあかりの中で時間を過ごし、地

球環境のことを考える時間を共有する事

業である。 

中心市街地のイメージアップにつながる

事業として、現在も継続中である。 

㉖おびひろ夢あかりアートの街 実施中 冬景色に映えるあかりの設置を行い、幻想

的な光を照らし、冬期間における中心市街

地の魅力向上を図る事業として、現在も継

続中である。 

㉗駅北多目的広場花いっぱい事業 実施中 駅北多目的広場を花で彩り、景観を向上さ

せ、多目的広場の利活用とにぎわい創出を

図る事業であり、現在も継続中である。 

㉘帯広商工会議所まちなか支所運営
事業 

実施中 中心市街地の店舗を借り上げ、中心市街地

活性化に関する事業の推進や、経営相談事

業等を行う事業であり、現在も継続中であ

る。 
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㉙平原通商店街活性化事業 実施中 平原通において、休憩用椅子やテーブルを

設置するほか、とかち・帯広「平原の鹿物

語」に関連したモニュメントに関する写真

展を行うなど、現在も継続中である。 

㉚高齢者いきいきふれあい館「まち
なか」運営事業 

 ※H30.3 に、独自計画として期間
延長した際、追加した事業 

実施中 平成 28 年度に、本市が主体となり、高齢

者等の交流、趣味、高齢者サークル活動な

どの場を提供するふれあい館を整備した。 

現在は、整備したふれあい館の運営を継続

している。 

㉛中央公園再整備事業 
※H30.3 に、独自計画として期間
延長した際、追加した事業 

実施済み 
（H30 完成） 

施設の老朽化が著しい中央公園について、

親水広場の更新、バリアフリー化、北側広

場の芝生整備などを行う事業であり、平成

30 年度に事業が完了した。 

㉜中心市街地 Wi-Fi 環境整備事業 
※H30.3 に、独自計画として期間   

延長した際、追加した事業 

実施中 平成 29 年度に、帯広駅から藤丸百貨店が

ある西 8丁目までの平原通において、平原

通商店街振興組合が主体となり、住民や外

国人を含む観光客等が利用できる無料

Wi-Fi を整備し、本市は経費を補助した。 

現在は、整備した無料 Wi-Fi の運用を継続

中である。 

㉝免税店機能整備事業 
 ※H30.3 に、独自計画として期間

延長した際、追加した事業 

実施中 平成 29 年度に、中心市街地の商店街エリ

アの商店（免税店）を対象に、免税手続が

一括で可能となる免税カウンターを藤丸

百貨店に整備し、本市は経費を補助した。

現在は、整備した免税カウンターの運用を

継続中である。 

 街なかコミュニティ・ホテル事業は、認定と連携した特例措置のひとつである、経済産

業省の中心市街地再生事業費補助金等を活用し、廃業したホテルにリノベーションを施し、

平成 27 年度に完成、開業した。開業以来、インバウンドも含めた交流人口の受け皿機能を

発揮しているほか、施設を活用した各種イベントの開催など、中心市街地のにぎわい創出

に寄与している。 

 また、帯広まちなか歩行者天国事業やとかちマルシェ事業などの各種イベントが順調に

実施されており、市民が中心市街地に足を運ぶきっかけとなっている。 

 

５）１）～４）までに掲げる事業及び措置と一体的に推進する事業に関する事項 

事 業 名 実施状況 進捗状況等 

① 買物共通バス券事業 実施中 事業の参加店での買物により、いずれのバ

スでも利用可能な共通バス券を発行し、来

街者の増加を図る事業であり、現在も継続

中である。 

② 高齢者おでかけサポートバス事
業 

実施中 満 70 歳以上の市民のうち、当該事業利用

希望者に対し、無料バス券を交付する事業

である。この事業により、高齢者の積極的

な社会参画などのほか、来街者を増やす事

業であり、現在も継続中である。 

③ エコバスセンターりくる事業（公 実施中 帯広駅北口バスターミナルにおいて、レン
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共交通・観光活性化拠点施設運営
事業） 

タルサイクルサービスを提供し、公共交通

の利用促進と観光客への交通利便を確保

する事業であり、現在も継続中である。 

なお、公共交通と観光の活性化を目的とし

た新たな施設を整備し、平成 30 年 5月か

ら供用を開始している。 

④ 環境問題教室 実施中 自家用車利用に対する公共交通機関の優

位性を啓発することで、公共交通機関の利

用促進を図る事業であり、現在も継続中で

ある。 

⑤ 元気おびひろ！まちなか食遊バ
スパック事業 

実施中 バス事業者が中心市街地の飲食店などと

連携し、バスを利用して来店した人に、参

加店舗での割引のほか、一定金額以上の利

用・購入があった場合にバス利用料金の割

引の特典を与える事業であり、現在も継続

中である。 

⑥ まちなか活性化懇談会実施事業 実施中 商業者などの当事者が、消費者、学生など

様々な立場から意見を聴取し、刺激を受け

ることで、自らの取り組みにつなげる事業

であり、現在も継続中である。 

 高齢者おでかけサポートバス事業は、平成 30 年度の実績で、年間延べ利用者数が約 100

万人となっており、高齢者が買い物、公共施設利用、通院などを目的として、都市機能が

集積した中心市街地へ訪れる際の交通手段として定着している。  

その他の事業についても着実に事業が実施されているほか、帯広駅北口のバスターミナ

ルを建て替え、平成 30 年５月から供用を開始しており、今後は、公共交通に加え、観光活

性化の機能も併せ持った拠点として施設の運用を行うことで、来街者の増加に寄与するこ

とが期待される。 
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＜第２期計画の事業位置図＞ 

 

 

 

 

 

 

開広団地再整備事業 

 

広小路アーケード空間を活用 

した集客・回遊・滞留事業 

ガイアナイト in おびひろ 

帯広まちなか歩行者天国事業 

おびひろ平原まつり 

平原通商店街活性化事業 

中心市街地Wi-Fi環境整備事業

I 

 

中心市街地区域 (140ha) 

 

場所の特定がない、全域にわたる事業 

 
まちなか居住プラットホーム 
町内会加入促進事業 
自主防災組織の設立促進事業 
商店街活性化事業 演出・催事実施事業 
商店街活性化事業 地域いたわり商店街事業 
まち美化サポート事業（ｸﾘｰﾝ・ｷｬﾝﾊﾞｽ・21） 
商人塾事業 
OBIHIRO ほっとマグフェスタ 
自慢の逸品事業 
共通駐車券事業 

とかちマルシェ 

おびひろｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

エコバスセンターりくる事業 

（公共交通・観光活性化拠点施設運営事業） 

 

平原のルキア 

おびひろ夢あかりアートの街 

まちなか産直市 

駅北多目的広場花いっぱい事業 

 

電信通り商店街活性化事業 

市営駐車場管理・運営事業 

 

市民活動交流センター運営事業 

免税店機能整備事業 

北の屋台事業 

まちなかｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ事業 

 

西 2・9西地区優良建築物等整備事業 

 
芸術・文化鑑賞事業 

おびひろ市民芸術祭事業 

 
プラザまつり事業 

おびひろ菊まつり 

帯広商工会議所まちなか支所運営事業 

 

商店街活性化事業 歩道ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞ設備維持事業 
フードバレーとかちマラソン大会 
ベーカリーキャンプ（北海道小麦キャンプ） 
社会を明るくする運動 
買物共通バス券事業 
高齢者おでかけサポートバス事業 
環境問題教室 
元気おびひろ！まちなか食遊バスパック事業 

まちなか活性化懇談会実施事業 
 

図書館利活用事業 

栄通商店街活性化事業 

街なかｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾎﾃﾙ事業 

西 3･9 周辺地区第一種市街地再開発事業 

 

高齢者いきいきふれあい館「まちなか」運営事業 中央公園再整備事業 



 

40 

 

Ⅳ 成果と課題 

１） 成果 

ア 歩行者通行量の増加 

歩行者通行量は、「開広団地再整備事業」によって商業店舗が開業し、新たなにぎわい

などの効果が生まれたこと、「商店街活性化事業演出・催事実施事業」や「街なかコミュ

ニティ・ホテル事業」など、中心市街地への来街を誘引する取り組みが、計画事業とし

て着実に実施されたことなどから、平成 30 年度の実績が基準値から増加し目標値を上回

っている状況にある。 

 イ 市民実感度の向上 

第六期帯広市総合計画（H22～R1）における進捗管理に当たり、市民まちづくりアンケ

ートにて「中心市街地に魅力とにぎわいがある」に対する市民意識調査を行っている。市

民実感度は依然として低い状況が続いているものの、第２期計画策定前の年度（H24 年度）

の加重平均値である 1.843 から、H30 年度の加重平均値は 2.013 となり、0.17 上昇し、計

画事業の効果発現による若干の改善が見られている。 

 

 ２）課題 

ア まちなか居住者数の減少 

高齢者向けの住居やサービス施設、商業施設などの複合施設を整備する予定であった

「西２・９西地区優良建築物等整備事業」が建設資材価格の高騰により本体工事の入札

が不調となり、本体工事以降の着手に至らなかった。 

また、開広団地再整備事業において、市街地再開発事業により高齢者向けの居住機能

（有料老人ホーム）、デイサービス、賃貸住宅、商業施設などを有する建築物の整備を行

ったものの、有料老人ホームが介護職員の確保に腐心し、職員雇用の進捗に合わせた段

階的な入居にとどまっており、想定どおりの事業効果が発現していない。 

さらに、中心市街地周辺部では、新たな宅地供給や集合住宅の建築などの民間の居住

施設整備が見られたが、中心市街地エリアではその動きが低調であり、居住者増につな

がる良質な住宅供給が進まなかったことや、少子高齢化に伴う自然減と、中心市街地か

ら転居する社会減などが相まって、まちなか居住者数が減少した。 

これらのことから、まちなか居住者数は、平成 31 年 3 月末の実績が基準値を下回って

おり、まちなか居住の促進が進んでいないことが課題として残っている。 

 イ 平日昼間のにぎわいの不足 

  平成 30 年 8 月～9月に実施した「第３期帯広市中心市街地活性化基本計画策定に向け

た市民アンケート」の結果では、第２期認定計画策定時と比較した「中心市街地の印象

に関する調査」において、「にぎわいや活気が更になくなりつつある」と「どちらかと言

えば、にぎわいや活気が更になくなりつつある」の回答の合計が 65.0％となり、否定的

な回答が半数を超えており、市民は日常的なにぎわいが失われつつあると認識している。 

こうした市民実感度に加え、歩行者通行量（平日）については、平成 30 年度の実績が

基準値から増加し目標値を上回っている状況にあるものの、時間別に見ると、夜間の歩

行者通行量（17 時～20 時）が増加傾向にある一方で、昼間の歩行者通行量（9時～17 時）
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は 14,168 人（H24）から 13,756 人（H30）へと減少傾向にあり、平日昼間の日常的なに

ぎわいの不足が課題となっている。 

前述の市民アンケートのうち、今後の中心市街地活性化へ必要な取り組みに関する調

査では、商店の魅力向上（28.4%）が最多回答で、次いで、商業施設・飲食店の充実（26.8%）

となるなど、市民は商業機能の強化を求めていることから、商業機能の充実による来街

者の増加に加え、地域の人口減少が予測される中で、まちなか居住の促進のほか、ビジ

ネス、観光など、様々な目的を持った人が日常的に来街する、新たな人の流れを呼び込

むことが必要である。 

 

３）計画の定性的評価 

ア 市民意識の変化 

本市では、第六期帯広市総合計画を効果的・効率的にすすめるための政策・施策評価

を行うに当たり、毎年度市民まちづくりアンケートを実施してきた。このアンケート調

査において、「中心市街地に魅力とにぎわいがある」の設問を設け、市民実感度を調査し

ている（市民実感度の説明は 19 ページ参照）。 

市民実感度は第２期計画策定前（H24 年度）の 1.843 から、直近年度（H30 年度）は

2.013 となり、0.17 上昇している。このことから、中心市街地の活性化に関する市民意

識は、計画事業の効果発現により徐々に向上していると考えられるものの、依然として

低い状況が続いている。 

 ■設問「中心市街地に魅力とにぎわいがある」 

回答
H30

2 ややそう思う 131 18.0%

無回答 15 2.1%

合計回答数 727 －

回答数 構成比

1 そう思う 44 6.1%

3 あまりそう思わない 327 45.0%

4 そう思わない 210 28.9%

6.1 

18.0 

45.0 

28.9 

2.1 

0 25 50 75 100

 
上記の回答で3（あまりそう思わない）または4（そう思わない）を選んだ理由 H30

回答数 構成比

ａ 魅力ある店舗が少ないから 333 65.8%

ｂ 中心市街地への交通の利便性が悪いから 65 12.8%

ｃ 各種イベントに魅力がないから 54 10.7%

ｄ その他 54 10.7%

有効回答数 506 － 

市民実感度（加重平均値）

H30 年次推移

2.013 1.766 1.884 1.843 1.996 2.055 1.975 2.037 2.022 2.013 
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イ 中心市街地活性化協議会の意見 

※平成 30 年 5 月帯広市提出「認定中心市街地活性化基本計画の最終フォローアップに関す

る報告」の「４．中心市街地活性化基本計画の取組に対する中心市街地活性化協議会の

意見」 

 

【活性化状況】 

①かなり活性化が図られた 

②若干の活性化が図られた 

③活性化に至らなかった（計画策定時と変化なし） 

④活性化に至らなかった（計画策定時より悪化） 

 

帯広市中心市街地活性化協議会としては、行政や関係する機関・団体と中心市街地の

活性化の推進について検討・協議を行った結果、計画に位置付けた事業については、経

済・雇用情勢の影響を受けた一部の事業を除き概ね順調に事業が実施され、所期の効果

が得られたものと捉えている。 

これらのうち、まちなか居住については、「西２・９西地区優良建築物等整備事業」が

資材価格高騰の影響を受け計画期間中に実現されなかったため、期待した効果が得られ

なかった。同事業は、周辺商業者などの期待も高いことから、早期の整備実現に向けて、

事業関係者や行政が事業再開に向けてより一層積極的に取り組む必要があり、当協議会

としても、行政や関係する機関・団体とともに、その動向を注視していきたい。また、

「開広団地再整備事業」は平成 27 年 3 月に完了し、居住者数増加に資する新たな拠点が

整ったものの、団地内有料老人ホームの深刻な人手不足の影響により、居住者数は 67 人

の増加と目標の 244 人の増加を大きく下回っていることから、引き続き状況を把握して

いかなければならないと考えている。 

他方、にぎわいの創出と魅力づくりについては、計画に位置付けたソフト事業の継続

実施が大きな役割を果たしてきているうえ、計画変更により追加して実施した「街なか

コミュニティ・ホテル事業」がインバウンドも含めた交流人口の受け皿機能を発揮して

いるほか、市民との情報共有の場、各種機関・団体等と連携した人材育成の場としての

役割も担っている。さらには、中心市街地で昼間営業している個々の飲食店に関する情

報発信やインバウンドを含む来街者の受入基盤の強化につながるツールの作成・配布な

ど、平日の日中に人の流れを呼び込む新たな取り組みも生まれている。これらはいずれ

もにぎわいの創出等に貢献し、歩行者通行量の増加に寄与していると考えている。 

こうした中、当協議会では、計画事業として当初より取り組んでいる「まちなか活性

化懇談会」を計 15 回開催し、障がい者団体、女性事業者、中心市街地の店舗経営者、再

開発事業施行予定者などから意見・要望等を聴取。その結果を当協議会の意見書として

取りまとめ、平成 30 年 2 月に中心市街地活性化を担う機関・団体に提出した。すでに、

市民活動交流センターにて実施した子育て世代を対象とする親子運動教室など、当協議

会からの意見を反映した取り組みが進められているところではあるが、当協議会として

は、事業関係者が中心市街地において新たな事業を実施する際には意見書に掲げた要改

善点をさらに取り込むことにより、課題解決型の中心市街地活性化が着実に実現されて
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いくことを切に願うものである。 

現在、中心市街地では大型空きビル周辺街区の再開発などの新たな動きもあり、街な

かの姿が変わる転換期を迎えている。 

さらに、十勝地域では起業・創業を志す人を支援する仕組みも整備され、着実に実績

が積み上げられてきていることから、そうした人々による産業・経済振興の取り組みを

通じた雇用機会の創出や街なか居住者数の増加への期待が大きくなっている。 

当協議会としても、このような動きを好機と捉え、併せて個店にも魅力発信等の努力

を引き続き促すなどして、関係者と一丸となって中心市街地の活性化を推し進めてまい

りたい。 
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〔６〕本市におけるまちづくりの考え方 

Ⅰ 第七期帯広市総合計画（計画期間：令和 2年度～令和 11 年度を予定） 

 帯広市では、令和元年度に「第七期帯広市総合計画」を策定する予定である。 

その中で、基本構想におけるまちづくりの目標のひとつとして「安全・安心で快適に暮

らせるまち」を掲げているとともに、都市形成の考え方として、都市地域、農村地域、森

林地域・自然公園地域に区分し、都市地域において中心市街地の都市機能の充実を図るこ

ととしている。 

 また、基本計画における施策のうち、「施策 21 都市基盤の整備と住環境の充実」の中の、

主な取り組みとして、中心市街地における民間投資を促すとともに、市民や企業等による

にぎわいづくりを促進することとしている。 

 

 

Ⅱ 第 2次帯広市都市計画マスタープラン（計画期間：令和 2年度～令和 21 年度を予定） 

 帯広市では、令和元年度に「帯広市総合計画」や北海道が策定する「帯広圏都市計画区

域の整備、開発及び保全の方針」に即し、「第 2次帯広市都市計画マスタープラン」として

策定する予定である。 

「第 2次帯広市都市計画マスタープラン」では、基本理念として「みんなで創り 未来へ

つなぐ みどり豊かな帯広の 心地よい暮らし」を掲げており、中心部の目指す姿として「土

地の高度利用、都市機能の集積、まちなか居住」を掲げている。 
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Ⅲ おびひろまち育てプラン（計画期間：平成 20 年度～令和 5年度まで） 

 「おびひろまち育てプラン」は、帯広市都市計画マスタープランの実現に向けて、自然

環境や人にやさしく、コンパクトで持続可能なまちづくりを目指し、具体的な施策の推進

方針を示すことを目的に策定した。 

 「都心エリア」においては、既存の社会資本ストックを活用し、帯広・十勝にふさわし

い、個性と魅力ある街並みや緑豊かな都市景観形成など、都市の顔となるまちづくりをす

すめることとしており、「目的」と「まちづくりの施策」は下記のとおりである。 
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〔７〕中心市街地活性化の課題 

前述の「データから見た本市と中心市街地の現状」、「市民から見た中心市街地の現状」、「第

2 期帯広市中心市街地活性化基本計画の取り組み」などを踏まえ、第 3 期計画策定に向けた

課題は、下記のとおりである。 

 

Ⅰ にぎわい 

〇中心市街地における歩行者通行量に関しては、第 1 期計画を策定した平成 19 年以降は計

画に掲げた事業の実施により歩行者通行量（休日）は減少傾向に歯止めがかかり、また、

歩行者通行量（平日）は第 2 期計画に位置付けた事業の展開により、平成 30 年度の実績

が基準値から増加し目標値を上回っているなど、一定の効果が見られる（8、30 ページ）。

しかし、歩行者通行量（平日）を時間帯別に見ると、夜間の歩行者通行量は増加している

ものの、昼間の歩行者通行量は減少傾向が続いている（9ページ）。 

〇平日昼間の歩行者通行量の減少に伴い、中心市街地における小売業の年間商品販売額や店

舗数の減少にも影響しているものと考えられる（12 ページ）。 

〇平成 30 年 8 月～9月に実施した「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画策定に向けた市

民アンケート」では、「にぎわいや活気が更になくなりつつある」と「どちらかと言えば

にぎわいや活気が更になくなりつつある」の回答の合計が 65.0％となるなど、前期計画の

取り組み成果が、中心市街地活性化に対する市民の実感にまでつながっていないことがう

かがえる。 

〇上記のアンケートでは、今後の中心市街地活性化へ必要な取り組みに関する調査では「商

店の魅力向上」が 28.4％で最多回答となり、次いで「商業施設・飲食店の充実」が 26.8％

と高い結果となったほか、都市機能に関するニーズ調査では「商業施設、飲食店」が 34.2％

と最多回答となり、商業機能の充実を求める意見が多かった（24、25 ページ）。 

〇商業機能の充実による買い物のほか、今後少子高齢化が更に進むと推計される中で（5 ペ

ージ）、ビジネスや観光などの目的を持った人が日常的に来街する環境を整備することが

必要である。 

 

Ⅱ まちなか居住 

〇居住人口の確保は、まちが成立する基本的条件であり、活力の源である。中心市街地にお

いても、まちなか居住者の増加対策は、中心市街地活性化に向けた重要な課題である。 

〇中心市街地の人口は、2000 年（平成 12 年）には全市人口の約 1.0％まで減少した後、駅

周辺で高層の分譲・賃貸マンションが建設されたことにより一時増加に転じたが、近年は

横ばい又は微減傾向となっている（6ページ）。 

〇第 2 期計画では、「西２・９西地区優良建築物等整備事業」が建設資材価格の高騰により

事業未完了となったことなどから、目標値3,100人に対し、平成31年3月末の実績が2,576

人で基準値から約 8.6％の減となり、目標値を下回っている状況にある（29 ページ）。 

〇第 2期計画期間において、中心市街地周辺部では新たな宅地供給や集合住宅の建築などの

民間の居住施設整備が見られたが、中心市街地エリアではその動きが低調であり、居住者

増につながる良質な住宅供給が進まなかった（30 ページ）。 

〇上記のアンケートでは、「中心市街地に住みたい/住み続けたいと思ったことがある」との
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回答が 28.7％となっており、中心市街地の居住ニーズが一定程度あることがうかがえる

（26 ページ）。 

〇これらのことから、まちなか居住施設の整備やまちなか居住の魅力を高める取り組みをす

すめることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

48 

〔８〕中心市街地活性化に関する基本的な方針  

Ⅰ 第２期計画の総括と今後の方向性 

 

〇目標  

街なか居住の促進により、居住人口の増を図る 

第２期計画 

総括と現状 

○まちなか居住者数は、平成 31 年 3 月末の実績が基準値（H24.3）から減

少し目標値を下回っている状況にある。 

【推移】H24.3：2,817 人 →  H31.3：2,576 人 

 

〇この要因は、計画事業のうち、「西２・９西地区優良建築物等整備事業」

が建設資材価格高騰の影響を受け、第２期計画期間内の事業実現に至ら

ず、サービス付き高齢者向け住宅と賃貸住宅が供給されなかったことに

加え、「開広団地再整備事業」により建設した有料老人ホームが深刻な

介護職員の不足の影響により、段階的な入居にとどまっていることであ

る。 

さらに、中心市街地周辺部では新たなマンションの建築など、居住施設

整備が見られるものの、中心市街地エリアではその動きが低調であった

ことも要因と考えられる。 

 

市民の認識 

（市民アンケ

ート結果） 

○「中心市街地に住みたい/住み続けたいと思ったことがある」との回答

が 28.7%となっており、中心市街地の居住ニーズが一定程度あることが

うかがえる。 

 

今後の方向性 

○地域の人口減少が予測される中、コンパクトで持続可能なまちづくりを

実現するため、まちなか居住の促進への環境整備に取り組んでいくこと

が必要である。 

 

○再開発事業などにより魅力的で快適な居住施設を整備するほか、きめ細

やかなソフト事業を展開することで、まちなか居住を促進することが必

要である。 
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〇目標  

既存ストックの活用によるにぎわい創出と魅力づくりにより、来街者、歩行者の増を図る 

第２期計画 

総括と現状 

○歩行者通行量（平日）は、平成 30 年度の実績が基準値（H24 年度）から

増加し目標値を上回っている状況にある。 

【推移】H24：22,905 人→H30：24,235 人 

 

○この要因は、計画事業のうち、「開広団地再整備事業」により整備した

商業店舗や、「街なかコミュニティ・ホテル事業」によりリノベーショ

ンホテルが開業したことなどである。 

 

〇また、歩行者通行量（平日）を時間帯別に分析すると、夜間の歩行者通

行量が増加している一方で、昼間の歩行者通行量は減少している。 

 

市民の認識 

（市民アンケ

ート結果） 

〇第２期計画策定時頃と比較した印象調査を行ったところ、「にぎわいや

活気が更になくなりつつある（どちらかと言えばを含む。）」が 65.0％と

なっている。また、今後の中心市街地活性化へ必要な取り組みに関する

調査では「商店の魅力向上」が 28.4%と最多回答となり、次いで、「商業

施設・飲食店の充実」が 26.8%となるなど、商業機能の充実を求める意

見が多かった。 

 

今後の方向性 

〇店舗の魅力向上策を含めた商業機能の充実を図ることに加え、居住、創

業・起業を含むビジネス、観光、文化・生涯学習などを目的として、帯

広市のみならず、十勝地域全体や十勝地域外からも多くの来街者を呼び

込む取り組みを進め、にぎわい創出を図る必要がある。 
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Ⅱ これまでの中心市街地における取り組みを踏まえた第３期計画の必要性 

 

本市の中心市街地においては、平成 4年に市役所新庁舎、平成 7年に生涯学習と交流の拠

点施設である「とかちプラザ」が整備され、平成 8年には鉄道が高架化されるなど、中心市

街地に多くの公共投資が行われてきた。その後、平成 12 年に策定した帯広市中心市街地活

性化基本計画（以下「旧計画」という。）においても、さまざまなハード整備事業を実施し、

中心市街地に多くの公共施設が整備されてきた。 

 

○旧計画において実現した主なハード整備事業 

事  業  名 事 業 の 概 要 

帯広駅周辺土地区画整理事業 帯広駅周辺約 19.2ha における土地区画整理
事業 

多目的広場整備事業 JR 帯広駅北側に多目的広場を整備 

帯広駅北地下駐車場整備事業 JR 帯広駅の北側に地下駐車場を整備（200 台
収容） 

駅前バス交通施設整備事業 ﾊﾞｽｼｪﾙﾀｰ整備等 

西 2条通街路整備事業 西 2条南 6丁目～南 11 丁目の街路整備事業 

西 5条通街路整備事業 アンダーパスの平面化（370ｍ） 

借上げ方式による市営住宅整備 108 戸を整備 

新図書館整備事業 駅南地区に図書館を整備 

市民活動交流センター整備事業 藤丸百貨店８階を市民活動交流センターとし
て整備 

 

  また、こうした行政が主体となって進めてきた街並みの整備事業とともに、民間が主体と

なった商業ビルや宿泊施設、金融機関、病院などの各種施設の整備も進められてきた。 

 

  その後、平成 19 年 8 月から平成 24 年 3 月までを計画期間とした第１期計画においては、

リーマンショックによる厳しい経済状況や建設資材の高騰などにより、民間事業者が事業主

体となった大型事業は断念されたものの、国の支援を受け、市民ギャラリー整備事業や広小

路商店街アーケード再生等事業が実現している。 

  さらに、平成 25 年 4 月から令和 2年 3月まで（国の認定期間は平成 30 年 3 月まで）を計

画期間とした第２期計画においては、国の支援を受け、第１期計画で未実施となった開広団

地再整備事業のほか、街なかコミュニティ・ホテル事業が実現し、歩行者通行量（平日）が

増加するなどの一定の成果を収めている。 

 

  しかし、第２期計画において成果指標とした「まちなか居住者数」は平成 31 年 3 月末の

実績が基準値から減少し目標値を下回っている状況にあるほか、歩行者通行量（平日）につ

いても、夜間の歩行者通行量は増加傾向にある一方で、昼間の歩行者通行量は減少傾向にあ

るなど、中心市街地の活力が低下している側面もある。 

 

このような中、現在、中心市街地において、約 20 年にわたる未利用期間を経て、旧イト

ーヨーカドービル周辺地区の再開発のほか、民間活力による新たな動きもあり、中心市街地
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の姿が大きく変わることへの期待が高まっている。特に、再開発は、市内で最高層の建物と

なる居住施設のほか、商業施設等が整備されることから、まちなか居住者数や歩行者通行量

の増加などに寄与するものである。こうした再開発事業は大規模な事業となることから、事

業実施にあたり国の支援を受けることが必要不可欠である。 

 

  先に述べたとおり、本市においては公共施設をはじめとした社会資本ストックについて、

これまでに相当の充実が図られてきている。今後は、既存の社会資本ストックを活用し、中

心市街地における商業者をはじめとする関係者が自らの創意・工夫により、これまで以上に

当事者意識を持って取り組んでいくことが重要であり、国の認定を受けた第３期計画を策定

し、地域が一体となって中心市街地活性化をすすめていく必要がある。 
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Ⅲ 第３期計画で目指す中心市街地の姿 

 

 

 

 本市の中心市街地は、本市のみならず、十勝圏から多くの方々が訪れ、公共交通や商業・

行政・金融機関等が集積した利便性が高いエリアであり、十勝圏の中核都市・帯広の中心

市街地として、地域の活力を象徴する「都市の顔」である。 

本市が今後も持続的に発展していくためには、この中心市街地に快適な生活空間の確保

のほか、多様な目的や世代の人々が訪れたくなる空間を形成することにより、魅力とにぎ

わいにあふれたまちを形成することが必要である。 

 

 

 

Ⅳ 基本的な方針 

 Ⅲの目指す中心市街地の姿を実現するため、下記の基本的な方針を定める。 

 

 

 

ハード・ソフト両面の環境を整備することで、買い物、ビジネス、観光など様々な目的

を持った人々が日常的に来街し、集い、にぎわいと魅力のあるまちなかを形成する。 

 

 

 

 文化・生涯学習施設、医療施設などの公共・公益施設や、商業施設などが立地し、都市

機能が集積している中心市街地の特性を生かし、快適で魅力的な居住環境整備のほか、ま

ちなか居住の魅力を高める取り組みなどを行うことで、居住人口を増加させ、利便性の高

い生活空間としてのまちなかを形成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的な方針１ 魅力にあふれ訪れたくなるまちなかの形成 

 

基本的な方針２ 快適で住みたくなるまちなかの形成 

 

十勝圏の中核都市にふさわしい、魅力とにぎわいにあふれるまち 

 



 

53 

Ⅴ 基本的な方針、目標に基づく事業の展開 

目指す中心市
街地の姿

基本的な方針 目　標 区　分

1 帯広まちなか歩行者天国事業

2 おびひろイルミネーションプロジェクト

3 フードバレーとかちマラソン大会

4 とかちマルシェ事業

5 おびひろ平原まつり

6 おびひろ菊まつり

7 おびひろ夢あかりアートの街

8 キッチンカーによるまちなか活性化事業

9 商店街活性化事業演出・催事実施事業

10 商店街活性化事業地域いたわり商店街事業

11 まちゼミ in おびひろ

12 自慢の逸品事業

13 中心市街地フリーWi-Fi環境運営事業

14 北の屋台事業

15 まちなかインキュベーション事業

16 百貨店活性化事業

17 免税店機能運営事業

18 帯広まちなか「商」学校事業

19 空き店舗情報発信事業

20 コミュニティ・ホテルを活用した来街促進事業

21 十勝のコアな魅力発信事業

22 馬車BAR

23 SMALL LOCALツアー

24 帯広まちやど事業

25 コミュニティ・ホテルを拠点とした広域プロモーション事業

26 起業家がつながる拠点運営事業

27 トカチコネクション

28 十勝の起業家磨き上げ事業

29 起業等に関する支援事業の各種報告会等事業

30 十勝地域の起業等支援拠点施設連携事業

31 市営駐車場管理運営事業

32 共通駐車券事業

33 商店街活性化事業歩道ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞ設備維持事業

34 帯広商工会議所まちなか支所運営事業

35 高齢者いきいきふれあい館「まちなか」運営事業

36 あいのりバス・タクシー事業

37 買物共通バス券事業

38 高齢者おでかけサポートバス事業

39 公共交通・観光活性化拠点施設運営事業

40 元気おびひろ！　まちなか食遊バスパック事業

41 まちなか活性化懇談会実施事業

42 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業

43 西３・10東地区優良建築物等整備事業

44 まちなか居住プラットホーム事業

45 市民活動交流センター運営事業

46 文化振興事業

47 プラザまつり事業

48 図書館利活用事業

49 移住促進事業（UIJターン促進事業）

50 空家等対策支援事業

事業

居住施設整
備事業

居住環境向
上事業

その他の事
業

十勝圏の中核都
市にふさわし
い、魅力とにぎ
わいにあふれる
まち

魅力にあふれ訪
れたくなるまち
なかの形成

平日昼間を
中心とした
来街者を増
やす

イベント等
によるにぎ
わい創出事
業

商店街や個
店等の魅力
づくりによ
るにぎわい
創出事業

起業家支援
によるにぎ
わい創出事
業

その他の事
業

快適で住みたく
なるまちなかの
形成

まちなか居
住者を増や
す
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Ⅵ 中心市街地の各区域が担う主要な機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

藤丸百貨店 

市役所 

行 政

 

帯広駅 

北の屋台 

各商店街 

とかちプラザ 

文化ホール 

図書館 

国の 

合同庁舎 

文 化 

居 住 

商 業

 

バスターミナル 

ハローワーク 
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２．中心市街地の位置及び区域 

［１］位置 

位置設定の考え方 

 本市の市街地は、明治 26 年（1893 年）から市街予定地区画(殖民地区画)が始まり、1,900

戸分が測設され、その後、順次市街地が形成されてきた。当初の帯広市街予定地は、殖民

地区画を基盤にしており、音更町木野地区の一部も含む壮大なものであった。 

 これは、ワシントン型の北米殖民都市の設計手法、いわゆる格子状パターンの「効用の

原理」と斜交街路パターン(交点に公用地を確保)の「参加の原理」を導入したと考えられ

る。このように帯広の市街地形成は北海道独特のもので、未開発地に市街区画図を引き、

そこに「市街地」を想定したのが帯広の原型となった。 

 明治 38 年(1905 年)官設鉄道十勝線の釧路－帯広間が開通し、帯広停車場が開設され、

さらに狩勝トンネル貫通による鉄道の全通によって、十勝の開発は文字通り軌道に乗るこ

ととなり、その行政中心地である帯広駅周辺地区もまた道内有数の将来性ある市街として

発展した。 

平成に入ると、連続立体交差事業による鉄道高架化や駅周辺土地区画整理事業により、

線路により南北で分断されていた中心市街地を一体化し、道路網を整備するなど、JR 帯

広駅南北で一体的な開発を行ってきた。 

このような取り組みにより、JR 帯広駅周辺は交通結接点機能とともに、藤丸百貨店、

商店街、市役所、国の出先機関、医療機関、金融機関、宿泊施設、事務所など様々な都市

機能が集積しており、本計画においても JR 帯広駅を中心とした南北を中心市街地とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幕別町(本町) 

幕別町(札内地区) 

芽室町 

音更町(木野地区) 

音更町(本町) 

中心市街地(140ha) 

中心市街地の位置 

帯広市 

（位置図） 
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［２］区域 

区域設定の考え方 

Ⅰ 区域についての考え方 

 「第１期帯広市中心市街地活性化基本計画」、「第２期帯広市中心市街地活性化基本計画」

で設定した区域は、これまでに整備してきた公共施設に加え、商業施設、事務所など多様

な都市機能がかなりの程度集積し、現在も本市の中心としての役割を果たしていることか

ら、同じ区域を中心市街地として設定する。 

 

Ⅱ 中心市街地の境界 

 中心市街地の区域界は、鉄道と河川を活用するとともに、本市の特徴である碁盤目状の

基本モジュールを活用する。 

・東端界：大通り東仲通り（国道 236 号線） 

・西端界：西 5条西仲通りと一級河川十勝川水系ウツベツ川 

・南端界：南 16 丁目線と JR 根室本線 

・北端界：南 4丁目線 

これらに囲まれた区域と定める。 

 

Ⅲ 区域の面積 

・140ha 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地区域 １４０ｈａ 
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中心市街地の航空写真 

 

長崎屋 

市役所 

中央公園 

藤丸百貨店 

JR 帯広駅 

図書館 

とかちプラザ 

文化ホール 

第一病院 
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［３］中心市街地の要件に適合していることの説明 

要 件 説 明 

第 1号要件 

当該市街地に、相

当数の小売商業者

が集積し、及び都市

機能が相当程度集

積しており、その存

在している市町村

の中心としての役

割を果たしている

市街地であること。 

 

 本計画において、中心市街地とする面積 140ha は、市街化区域

4,261ha（H30.10 現在）の約 3％で、この区域に、商業をはじめ、

行政、事務所、居住、医療機関などの都市機能が集積している。 

 

○小売業の集積 

 中心市街地における小売業の占有率は店舗数 16.9％、従業者数

13.5％、売場面積 18.4％、年間販売額 13.5％を占めている。 

 

小売業の占有率 

 中心市街地 市 全 体 全市に占め

る割合 

店舗数     件 207  1,227 16.9％ 

従業者数     人 1,459  10,821 13.5％ 

売場面積   ㎡ 52,512 285,082 18.4％ 

年間販売額 百万円 35,703 263,587 13.5％ 

 

 

○医療機関の集積 

 中心市街地における医療機関の占有率は、病院 15.8％、診療所

14.3％、歯科 14.4％を占めている。 

 

医療機関の占有率 

 中心市街地 市 全 体 全市に占め

る割合 

病 院    件 3 19 15.8％ 

診療所    件 15 105 14.3％ 

歯 科    件 14 97 14.4％ 

 

 

○都市機能の集積 

 中心市街地には、ＪＲ帯広駅北側には、藤丸百貨店や各種専門店、

飲食店が集積した商店街、市役所をはじめ税務署などの国の出先機

関、帯広郵便局、NHK 放送局、医療機関などの公益施設、宿泊施設、

事業所など様々な都市機能が集積している。ＪＲ帯広駅南側には、

大型スーパーのほか、医療機関、図書館、市民文化ホール、とかち

プラザ、市民ギャラリーなど公共・公益施設のほか、高層分譲・賃

貸マンションが集積している。 

（資料：平成 26 年商業統計） 

（資料：北海道「道内医療機関の名簿について」 平成 30 年 10月 1日現在） 
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第 2 号要件 

 当該市街地の土

地利用及び商業活

動の状況等からみ

て、機能的な都市活

動の確保又は経済

活力の維持に支障

を生じ、又は生ずる

おそれがあると認

められる市街地で

あること。 

 本計画における中心市街地は、歩行者通行量は全体的に下げ止ま

り傾向にあるものの、居住人口は減少傾向にある。また、中心市街

地における商店数、従業員数、売場面積、年間販売額は全て減少し

ているほか、中心市街地商店街の空き店舗数は横ばい傾向にあるも

のの、営業店舗数は減少傾向にある。 

 

○中心市街地人口 

 平成 7年 平成 12 年 平成 17 年 平成 24 年 平成 31 年 

全市（人） 171,715 173,030 171,699 168,188 166,093 

中心市街地(人) 2,579 2,235 2,672 2,817 2,576 

 

 

 総人口は平成 12 年をピークに減少に転じており、中心市街地の

人口は平成 12 年まで減少を続けた後増加に転じたが、近年は再び

減少傾向にある。 

 

○歩行者通行量（18 地点） 

 中心市街地における歩行者通行量は減少傾向が続いていたが、こ

れまでの計画に掲げた事業などにより近年は横ばい又は回復傾向

にある。もっとも、その内訳を見ると、平日昼間の歩行者通行量は

減少している。 

 

 平成 16 年 平成 21 年 平成 26 年 平成 30 年 

平日（人） 31,976 28,134 23,173 24,235 

休日（人） 25,367 23,899 31,029 31,538 

合計（人） 57,343 52,033 54,202 55,773 

 

 

○商店数・従業者数・売場面積・年間販売額 

 平成 19 年から平成 26 年までで、商店数は約 29.4％、従業者数は

約 27.5％、売場面積は約 25.2％、年間販売額は約 0.2％、全て減少

となっている。 

 

中心市街地の商店数・従業者数・売場面積・年間販売額 

年 度 平成 19 年 平成 26 年 増 減 

商店数    件 293 207 △86 

従業者数   人 2,012 1,459 △553 

売場面積   ㎡ 70,179 52,512 △17,667 

年間販売額 百万円 35,785 35,703 △82 

 （資料：商業統計） 

（資料：平成 12 年以前は国勢調査、平成 17 年以降は住民基本台帳人口） 

（※平成 17 年以前は９月末時点、平成 24 年以降は 3月末時点） 

（資料：帯広商工会議所 歩行者通行量調査報告書） 
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○中心市街地商店街の空き店舗数と営業店舗数 

 中心市街地に位置する商店街における空き店舗は、平成 20 年と

比較すると減少したものの、直近はほぼ横ばいで推移している。一

方で、営業店舗は、平成 20 年から減少が続いている。 
 

 平成 20 年 平成 25 年 平成 28 年 平成 30 年 

空き店舗(件) 37 26 19 23 

 

 平成 20 年 平成 25 年 平成 28 年 平成 30 年 

営業店舗(件) 332 320 317 313 

 

 

第 3号要件 

 当該市街地にお

ける都市機能の増

進及び経済活力の

向上を総合的かつ

一体的に推進する

ことが、当該市街地

の存在する市町村

及びその周辺の地

域の発展にとって

有効かつ適切であ

ると認められるこ

と。 

○他の地域への波及効果 

 十勝地域は、開拓以来、先人から受け継がれてきた不屈のフロン

ティア精神と社会的経済的な深い結びつきのもとに一体的に発展

してきた歴史がある。 

 近年では、平成 25 年度に十勝全 19 市町村で「バイオマス産業都

市」に選定され、十勝全域でバイオマスプラントが設置されている

ほか、平成 28 年度に所管面積が全国最大規模となる消防広域化が

実現するなど、その結びつきはますます強まっている。 

こうした中、本市の中心市街地は、十勝圏唯一の市として帯広圏

（帯広市・音更町・幕別町・芽室町／約 259 千人 ※平成 27 年国勢

調査時）はもとより、十勝圏全体（帯広市ほか、18 町村／約 343 千

人 ※平成 27 年国勢調査時）の住民に対し、商業機能（物販、飲食、

娯楽等）や、公共サービス、医療などの各種都市的サービスを提供

する役割を担っている。 

 平成 23 年には、帯広市と十勝管内 18 町村との間で１対１の協定

を締結し、定住自立圏を形成した。この中で、帯広市は、定住自立

圏の中心市として都市機能を担うこととされていることから、十勝

地域全体の発展のために、都市機能の維持、増進及び経済活力の向

上の推進を図っていく必要がある。 

 したがって、今後とも多様な都市機能を更に集積し、利便性の高

い活力ある中心市街地を実現することは、市全体への波及効果はも

とより、十勝全域の活力向上につながることが期待され、十勝圏全

体における住民福祉の向上にも不可欠である。 

 

 

 

 

（資料：帯広市調べ） 
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○各計画との整合 

本計画において当該地区を中心市街地に設定し、都市機能の増進

及び経済活力の向上を推進することが、帯広市及び十勝地域の発展

に有効かつ適切であることは、次に掲げる各計画に整合するもので

ある。 

 

（１）第七期帯広市総合計画との整合 

（計画期間：令和 2年度～令和 11 年度を予定） 

 帯広市では、令和元年度に「第七期帯広市総合計画」を策定する

予定である。 

その中で、基本構想におけるまちづくりの目標のひとつとして

「安全・安心で快適に暮らせるまち」を掲げているとともに、都市

形成の考え方として、都市地域、農村地域、森林地域・自然公園地

域に区分し、都市地域において中心市街地の都市機能の充実を図る

こととしている。 

 また、基本計画における施策のうち、「施策 21 都市基盤の整備と

住環境の充実」の中の、主な取り組みとして、中心市街地における

民間投資を促すとともに、市民や企業等によるにぎわいづくりを促

進することとしている。 

 

（２）第 2次帯広市都市計画マスタープランとの整合 

（計画期間：令和 2年度～令和 21 年度を予定） 

帯広市では、令和元年度に「帯広市総合計画」や北海道が策定

する「帯広圏都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」に即し、

「第 2次帯広市都市計画マスタープラン」として策定する予定で

ある。 

「第 2次帯広市都市計画マスタープラン」では、基本理念とし

て「みんなで創り 未来へつなぐ みどり豊かな帯広の 心地よい暮

らし」を掲げており、中心部の目指す姿として「土地の高度利用、

都市機能の集積、まちなか居住」を掲げている。 
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３．中心市街地の活性化の目標 

〔１〕中心市街地活性化の目標設定 

第３期計画で目指す中心市街地の姿、中心市街地活性化の２つの基本的な方針を踏ま

え、以下の２つの目標を掲げて中心市街地の活性化を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①目標１ 平日昼間を中心とした来街者を増やす 

 基本的な方針１「魅力にあふれ訪れたくなるまちなかの形成」に向けて、商業機能、

事務所機能など多様な機能を有する施設整備のほか、起業等に関する支援事業を含む

商業機能の充実に資するソフト事業などの実施により、平日昼間を中心にまちなかを

往来する者を増やす。 

 

②目標２ まちなか居住者を増やす 

基本的な方針２「快適で住みたくなるまちなかの形成」に向けて、市街地再開発事

業による分譲マンション建設により魅力ある居住施設を増加させることなどにより、

中心市街地を生活圏としたまちなか居住者を増やす。 

 

 

〔２〕計画期間の考え方 

本計画の計画期間は、主要な事業が完了し、かつ、事業効果が発現する期間を考慮し、

令和２年４月から令和７年３月までの５年間とする。 

 

 

基本的な方針１  

魅力にあふれ訪れたくなる 

まちなかの形成 

 

第３期計画で目指す中心市街地の姿 

十勝圏の中核都市にふさわしい、魅力とにぎわいにあふれるまち 

目標２  

まちなか居住者を増やす 

基本的な方針２  

快適で住みたくなる 

まちなかの形成 

かの形成 

 

目標１  

平日昼間を中心とした来街者を

増やす 
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〔３〕数値目標設定の考え方 

中心市街地活性化の目標を達成するための「指標」及び「目標値」を下記のとおり設

定する。なお、目標１については、中心市街地のにぎわい状況全体を把握するため２つ

の「参考指標」及び「目標値」を定める。 

 

 

目 標 目標指標 基準値 目標値 

平日昼間を中

心とした来街

者を増やす 

歩行者通行量 

（平日昼間 9～17 時） 13,756 人(H30) 14,800 人（R6） 

中心市街地の宿泊客延べ数 96.6 万人泊（H30） 100.5 万人泊（R6） 

歩行者通行量(平日＋休日) 55,773 人（H30） 58,700 人（R6） 

まちなか居住

者を増やす 
まちなか居住者数 

2,666 人 

（H30.9 末） 

2,820 人 

（R6.9 末） 

 

 

 

（１）目標１について 

ア 「指標」の設定の考え方 

第２期計画では、「歩行者通行量（平日）」は平成 30 年度の実績が基準値から増加

し目標値を上回っている状況にあるものの、時間別に見ると、「夜間の歩行者通行量」

が増加傾向にある一方で、「昼間の歩行者通行量」は減少傾向にあり、「平日昼間の歩

行者通行量」の減少が課題となっている。 

こうした中、現在の市民ニーズの面からは、店舗の魅力向上、商業施設の充実とい

った商業機能の充実を求める意見が多い。 

本基本計画では、西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業、西３・１０東地区優

良建築物等整備事業による商業施設の整備を計画事業に位置付けている。 

   また、起業家がつながる拠点（とかちのやりたい実現カフェ「LAND」）を軸に起業

などビジネスでの来街者の増加のほか、西３・１０東地区優良建築物等整備事業にお

いて宿泊施設を整備し、宿泊収容力が増加することで、観光やビジネスなどの交流人

口による来街者の増加が図られることが期待される。 

   買い物、居住、ビジネス、観光などによる平日昼間の来街者の増加により、日常的

ににぎわいのある中心市街地の実現に結びつくことから、進捗状況を表す指標とし

て、「平日昼間の歩行者通行量」を設定する。 

 

 

 

参

考

指

標 
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イ 「参考指標１」の設定の考え方 

   今後、地域の人口減少が予測される中にあって、観光やビジネスなどによる交流人

口がもたらす地域への経済波及効果は多大なものがある。 

   本市においては、平成 29 年 4 月、これまでの日帰り観光から滞在型観光への脱却

を図るべく、十勝版 DMO の設立を支援してきている。 

こうした宿泊滞在型観光への転換の取り組みに加え、本計画に位置付けている西

３・１０東地区優良建築物等整備事業（宿泊施設の整備）により、宿泊収容力を増加

し、中心市街地の活性化を図っていく。 

中心市街地の宿泊客の増加がまちなかを往来する歩行者通行量にも影響すること

から、進捗状況を表す指標として「中心市街地の宿泊客延べ数」を参考指標として設

定する。 

 

 

ウ 「参考指標２」の設定の考え方 

   計画に位置付けた事業には、北の屋台事業などの「夜間の歩行者通行量」の増加に

資する事業や、各種イベントなどの「休日の歩行者通行量」の増加に資する事業もあ

り、これらの事業効果を把握し、夜間や休日のにぎわいも含めた中心市街地全体のに

ぎわい状況を把握するため、「歩行者通行量（平日＋休日）」を参考指標として設定す

る。 

 

（２）目標２について 

ア 「指標」の設定の考え方 

本基本計画では、「住宅供給事業」として、西３・９周辺地区第一種市街地再開発

事業、西３・１０東地区優良建築物等整備事業により魅力的な居住空間を整備する事

業に加え、「まちなか居住を促進する施策」として、まちなか居住等に関する総合的

な相談窓口を設置する「まちなか居住プラットホーム事業」のほか、移住促進事業（UIJ

ターン促進事業）などを計画事業として位置付け、実施する。 

また、これらの取り組みをきっかけに、民間事業者による新たな住宅供給事業が進

むことも期待される。 

   中心市街地を生活圏とした居住者の増加により、まちなかのにぎわい向上につなが

るほか、商業施設の活性化にも資することから、進捗状況を表す指標として「まちな

か居住者数」を設定する。 
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〔４〕具体的な数値目標の設定 

 本基本計画は、期間を 5年とするものであり、この間に推進する取り組みにより、にぎ

わいを取り戻す水準として、次の 2つの「指標」と、2つの「参考指標」について、具体

的な数値目標を定める。 

 

１ 歩行者通行量（平日昼間 9～17 時）－指標１ 

（１）数値目標設定の考え方 

 「平日昼間の歩行者通行量」は、まちなか居住者数の増による増加（a）、商業施設

整備による増加（b）、ビジネス利用の増による増加（c）、交流人口の増による増加（d）

を見込んで算出する。 

 

  

【歩行者通行量調査 18 地点】 

① ② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ ⑧ 
⑨ 

⑩ 
⑪ 

⑫ ⑬ 

⑭ 
⑮ ⑯ 

⑰ 

⑱ 

調査地点 

①旧ヨーカドー東側 

②セントラル十勝ビル西側 

③藤丸南側 

④マルキチパーキング北側 

⑤ポテチーノ南側 

⑥旧 au ショップ北側 

⑦北洋ビル跡東側 

⑧共同ビル西側 

⑨アサヒカメラ前 

⑩旧ベルナ前 

⑪だるま川上薬局東側 

⑫北の屋台東側 

⑬立花ビル前 

⑭多目的広場西側 

⑮多目的広場東側 

⑯ふじもり前 

⑰帯広駅東コンコース入口  

⑱ホテル日航ノースランド帯広西側 
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〇調査方法について 

・調査方法：午前９時～午後５時までの歩行者通行量を測定 

・調査月：各年６月最終週又は７月第１週金曜日 

（休日に前年と同じイベントが行われる週に合わせて決定） 

・調査主体：帯広商工会議所 

・調査対象：中心市街地区域内計１８か所における「中学生以上の歩行者」 

  

 

（２）積算 

（a）まちなか居住者数の増による歩行者通行量の増加 

 まちなか居住者の増加数は、西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業、西３・１

０東地区優良建築物等整備事業、移住促進事業（UIJ ターン促進事業）による増加か

ら、計画期間内の人口減少を差し引いて、154 人と設定している（指標２）。 

平成 19 年 1 月に実施した「中心市街地活性化についての意向調査」では、まちな

か居住者の来街頻度（良く行く、たまに行く）は、平均 59.4％である。中心市街地に

おける商業施設の状況は、まちなか居住者の来街頻度に大きく影響を与えると考えら

れ、日常的に購入が必要な生鮮食料品や日用品等を販売する藤丸百貨店などがあり、

この調査時点から現在も商業施設の状況に大きな変化はない。したがって、先に述べ

た来街頻度を採用し、居住者数の増に伴う中心市街地への来街者数を求める。 

加えて、生鮮食料品や日用品等を販売する藤丸百貨店など商業施設と自宅を往復す

ることで、来街者が歩行者通行量調査地点のいずれか 2地点を通過すると考えて、「平

日（昼間・夜間の計）における１日当たりの歩行者通行量」の増加を見込む。 

154 人×59.4％×２地点（往復）＝ 183 人/日（昼夜） 

 

さらに、平日の来街者のうち昼間の来街者の割合は、中心市街地の代表的な商業施

設である藤丸百貨店の来客動向を参考とし、平成 30 年歩行者通行量調査の「藤丸百

貨店南側地点」における割合とみなして算出することで、「平日昼間における１日当

たりの歩行者通行量」を見込む。 

【参考：平成 30 年歩行者通行量調査の「藤丸百貨店南側地点」】 

1,444 人（9時～17 時）/1,829 人（9 時～20 時）＝約 79％ 

 

183 人×79％ ＝ 145 人/日（昼間 9～17 時） 

 

以上から、本計画に位置付ける各事業による、まちなか居住者数の増による「平日昼

間の歩行者通行量」の増加は、145 人である。 

 

 

（b）商業施設整備による歩行者通行量の増加 

 商業施設が西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業で約 2,000 ㎡、西３・１０東

地区優良建築物等整備事業で約 600 ㎡が整備される予定であるため、ここでは、その
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効果について算出する。 

 算出に当たっては、「大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針

（H19.2.1 経済産業省告示 16 号）」による「小売店舗」として利用者数を算出する。 

※大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針 

（H19.2.1 経済産業省告示 16 号） 

 商業地区 その他地区 

人口４０万人

以上 

（略） （略） 

人口４０万人

未満 

1,100-30S(S＜５) 

950（S≧５） 

（S＝小売店舗面積）（単位：人/千㎡） 

 

ア 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業 

[店舗への１日の来客数 ※経産省告示] 

（1,100－30×2）×（2）＝2,080 人/日 

※小売店舗面積 S=約 2,000 ㎡ 

 

 この 2,080 人/日のうち、平成 19 年 1 月に実施した「中心市街地活性化についての

意向調査」における来街者の交通手段で徒歩・自転車の割合が 15.1％であることによ

り、この割合が歩行者通行量に反映されると見込む。 

加えて、この来街者が行きと帰りの計 2 回、歩行者通行量調査地点のいずれかの地

点を通過すると考えると、「平日（昼間・夜間の計）における１日当たりの歩行者通

行量」は、628 人の増加を見込むことができる。 

2,080 人×15.1％×2地点（往復）＝628 人/日（昼夜） 

  

さらに、平日の来街者のうち、昼間の来街者の割合は、中心市街地の代表的な商業

施設である藤丸百貨店の来客動向を参考とし、平成 30 年歩行者通行量調査の「藤丸

百貨店南側地点」における割合とみなして算出すると、「平日昼間における１日当た

りの歩行者通行量」は、496 人の増加を見込むことができる。 

【参考：平成 30 年歩行者通行量調査の「藤丸百貨店南側地点」】 

1,444 人（9時～17 時）/1,829 人（9 時～20 時）＝約 79％ 

 

628 人×79％＝496 人/日（昼間 9～17 時） 

 

 

イ 西３・１０東地区優良建築物等整備事業 

 [店舗への１日の来客数 ※経産省告示] 

（1,100－30×0.6）×0.6≒649 人/日 

※小売店舗面積 S=約 600 ㎡ 

 



 

 68 

 この 649 人/日のうち、平成 19 年 1 月に実施した「中心市街地活性化についての意

向調査」における来街者の交通手段で徒歩・自転車の割合が 15.1％であることにより、

この割合が歩行者通行量に反映されると見込む。 

加えて、この来街者が行きと帰りの計 2 回、歩行者通行量調査地点のいずれかの地

点を通過すると考えると、「平日（昼間・夜間の計）における１日当たりの歩行者通

行量」は、196 人の増加を見込むことができる。 

649 人×15.1％×2地点（往復）≒196 人/日（昼夜） 

  

さらに、平日の来街者のうち、昼間の来街者の割合は、中心市街地の代表的な商業

施設である藤丸百貨店の来客動向を参考とし、平成 30 年歩行者通行量調査の「藤丸

百貨店南側地点」における割合とみなして算出すると、「平日昼間における１日当た

りの歩行者通行量」は、155 人の増加を見込むことができる。 

【参考：平成 30 年歩行者通行量調査の「藤丸百貨店南側地点」】 

1,444 人（9時～17 時）/1,829 人（9 時～20 時）＝約 79％ 

 

196 人×79％＝155 人/日（昼間 9～17 時） 

 

以上から、本計画に位置付ける各事業による、商業施設整備による「平日昼間の歩行

者通行量」の増加は、651 人である。 

 

496 人（ア）＋155 人（イ）＝651 人/日（昼間 9～17 時） 

 

 

（c）ビジネス利用の増による歩行者通行量の増加 

 起業家がつながる拠点（とかちのやりたい実現カフェ「LAND」）では、ビジネスが

生まれるカフェスペース、イベントスペース、ワークスペース、調理スペース、もの

づくりスペース（DIY）などが整備されている。 

これらのうち、日常的に活用するスペース（会議室、調理スペース、ものづくりス

ペース（DIY）等を除く。）の席数は、46 席である。 

これらの利用率は、帯広市で初となる機能を有する施設であることから 33％と仮定

し、さらに、営業時間は平日が 10 時間であることから、１人の利用時間が３時間強

とし、３回転するものと仮定する。 

その上で、当該施設は専用駐車場がないことから、公共交通機関又は近隣駐車場か

ら、徒歩で当該施設を訪れることが考えられ、利用者が歩行者通行量調査地点のいず

れか 2地点を通過して当該施設と近隣駐車場などを往復するものと考える。 

これらを踏まえると、「平日（昼間・夜間の計）における１日当たりの歩行者通行

量」は、90 人の増加を見込むことができる。 

46 席×33％≒15 人 × ３回転 ＝45 人/日 ×２地点（往復） ＝ 90 人（昼夜） 
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さらに、平日の来街者のうち、昼間の来街者の割合は、中心市街地の代表的なビジ

ネス棟がないため中心市街地全域の動向を参考とし、平成 30 年歩行者通行量調査の

割合とみなして算出すると、「平日昼間における１日当たりの歩行者通行量」は、51

人の増加を見込むことができる。 

【参考：平成 30 年歩行者通行量調査（中心市街地全域）】 

13,756 人（9時～17 時）/24,235 人（9 時～20 時）＝約 57％ 

 

90 人×57％≒51 人/日（昼間 9～17 時） 

 

以上から、本計画に位置付ける事業による、ビジネス利用の増による「平日昼間の歩

行者通行量」の増加は、51 人である。 

 

 

（d）交流人口の増による歩行者通行量の増加 

近年の中心市街地における宿泊客延べ数は、ビジネスや観光などによる需要が堅調

に推移しており、増加傾向にある。こうした中、宿泊施設を再整備し、宿泊収容力が

高まれば、中心市街地に宿泊する交流人口が更に増加することが予想され、交流人口

の増加によるにぎわいが創出されれば、それが歩行者通行量の増加という形で反映さ

れていくと考えられる。 

歩行者通行量の増加を見込むに当たっては、宿泊施設を含む複合施設建設による宿

泊収容力の増加数（参考指標１）に、平成 30 年度における中心市街地の宿泊施設平均

稼働率である 74.8％を乗じた人数が、昼間と夜間にそれぞれ、行きと帰りの計 2 回、

歩行者通行量調査地点のいずれかの地点を通過すると想定して積算する。 

 

ア 西３・１０東地区優良建築物等整備事業 

145 人×74.8％×2地点（往復）＝217 人/日（昼間 9～17 時） 

【参考：建設予定のホテルの従前従後の収容能力】 

・従前：９５人  ・従後：２４０人 

 

以上から、本計画に位置付ける事業による、交流人口の増による「平日昼間の歩行者

通行量」の増加は、217 人である。 

 

 

以上から、平成 30 年の歩行者通行量（平日昼間）に、これまで記載してきた効果を

合算し、目標値を 14,800 人と設定する。 
 

      平成 30 年    居住者    商業施設   ビジネス   交流人口          令和６年 

    歩行者通行量   増加(a)    整備(b)   利用増加(c)   増加(d)   ＝      歩行者通行量 

13,756 人 ＋ 145 人 ＋ 651 人 ＋ 51 人 ＋ 217 人  ＝ 14,820 人 ≒14,800 人 

（※２桁四捨五入） 

（現況値比 7.59％増） 
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指標１ 現況値（H30） 目標値（R6） 

歩行者通行量 

（平日昼間 9～17 時） 

13,756 人 

 

14,800 人 

 

 

積算根拠 事業効果 

①現況値 13,756 人 

②各事業等の事業効果（a）＋（b）＋（c）＋（d）  1,064 人 

（a）まちなか居住者数の増による歩行者通行量の増加 

  （ア＋イ＋ウ＋エ＋端数処理（※）） 

 145 人 

ア 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業  264 人 

イ 西３・１０東地区優良建築物等整備事業 20 人 

 ウ 移住促進事業（UIJ ターン促進事業） 18 人 

  エ 計画期間内の人口減少 -160 人 

（※）指標２による端数処理による 3 人 

（b）商業施設整備による歩行者通行量の増加 

  （ア＋イ） 

651 人 

ア 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業  496 人 

イ 西３・１０東地区優良建築物等整備事業 155 人 

（c）ビジネス利用の増による歩行者通行量の増加 

 

51 人 

  ア 起業家がつながる拠点運営事業  51 人 

（d）交流人口の増による歩行者通行量の増加 

   

217 人 

  ア 西３・１０東地区優良建築物等整備事業  217 人 

③現況値＋各事業等の事業効果（①＋②） 14,820 人 

    

目標値 ※２桁四捨五入 14,800 人 
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２ まちなか居住者数－指標２ 

（１）数値目標設定の考え方 

 まちなか居住者数は、本計画に位置付ける事業による増加（a）から、期間内の人

口減少（b）を差し引いて算出する。 

〇調査方法について 

・調査方法：住民基本台帳 

・調査月：各年９月末時点 

・調査主体：帯広市 

・調査対象：中心市街地区域内の人口 

 

 

（２）積算 

（a）本計画に位置付ける事業による増加 

 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業、西３・１０東地区優良建築物等整備事

業による供給戸数の増及び移住促進事業（UIJ ターン促進事業）による人口増から、

まちなか居住者数の増加を計算する。 

 

 ア 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業 

供給予定 147 戸 

147 戸×1.91 人（※）≒ 281 人  ※市内全体の平均世帯人数（H30.9 末現在） 

 

 イ 西３・１０東地区優良建築物等整備事業 

供給予定 11 戸 

11 戸×1.91 人（※）＝ 21 人   ※市内全体の平均世帯人数（H30.9 末現在） 

 

ウ 移住促進事業（UIJ ターン促進事業） 

本事業における地方創生推進交付金が採択された際の目標数値（KPI）である市内

全域での移住就業者・移住起業者数の合計は、35 人である（令和２年度から５年間

の合計）。これに市内全体の平均世帯人数を乗じ、本事業における市内全域での移住

者数を算出する。 

さらに、平成 30 年に実施した第３期帯広市中心市街地活性化基本計画策定に向け

た市民アンケートのうち、中心市街地の居住ニーズ調査における「中心市街地に住み

たい/住み続けたいと思ったことがある」との回答率を乗じて、本事業におけるまち

なか居住者の増加数とする。 

35 人×1.91 人（※）×28.7％ ≒ 19 人 ※市内全体の平均世帯人数（H30.9 末現在） 

 

計画事業による居住人口増＝281 人＋21 人＋19 人＝321 人 

 

（b）期間内の人口減少 

 中心市街地の人口は、第 2期計画の基準値とした平成 24 年 3 月末以降平成 31 年 3
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月末時点までの 7年間で、241 人の減少となっている（自然増減数は 103 人の減少、

社会増減数は 138 人の減少）。 

 この過去７年間の傾向が今後の計画期間中も継続すると仮定すると、「中心市街地に

おける１年当たりの平均人口増減数」は、34 人の減少となり、計画期間中の５年間で

170 人の減少となる。 

34 人×5年間 ＝ 170 人 

  

計画期間の中心市街地人口減＝170 人  

 

以上から、平成 30 年９月末の中心市街地の居住人口 2,666 人に本計画に位置付ける

事業による居住人口の増を加え、計画期間内の中心市街地の人口減を差し引いて、目

標値を 2,820 人と設定する。 
 

    H30.9      居住者    期間内の           R6.9 

   居住者数      増加(a)    人口減少(b)       居住者数 

2,666 人 ＋ 321 人 ― 170 人  ＝2,817 人 ≒ 2,820 人（※１桁四捨五入） 

（現況値比 5.78％増） 

     

指標２ 現況値（H30.9 末） 目標値（R6.9 末） 

まちなか居住者数 2,666 人 2,820 人 

 
 

積算根拠 事業効果 

①現況値 2,666 人 

②各事業等の事業効果（a）＋（b）  151 人 

（a）本計画に位置付ける事業による増加 

  （ア＋イ＋ウ） 

 321 人 

ア 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業  281 人 

イ 西３・１０東地区優良建築物等整備事業 21 人 

 ウ 移住促進事業（UIJ ターン促進事業） 19人 

（b）計画期間内の人口減少 -170 人 

③現況値＋各事業等の事業効果（①＋②） 2,817 人 

    

目標値 ※１桁四捨五入 2,820 人 
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３ 中心市街地の宿泊客延べ数－参考指標１ 

（１）数値目標設定の考え方 

 中心市街地の宿泊客延べ数は、本計画に位置付ける事業による増加（a）から算出

する。 

〇調査方法について 

・調査方法：北海道観光入込客数調査要領に基づき、帯広市が集計して算出 

・調査月：当年度分を翌年 4月～5月に集計 

・調査主体：帯広市 

・調査対象：中心市街地区域内に所在する宿泊施設の宿泊者 

 

 

（２）積算 

（a）本計画に位置付ける事業による増加 

 西３・１０東地区優良建築物等整備事業における宿泊機能を含む複合施設建設に伴

う宿泊収容力の増加に伴う宿泊客増加数から、中心市街地の宿泊客延べ数の増加を計

算する。 

 

 ①西３・１０東地区優良建築物等整備事業 

本事業の実施予定地区は、昭和 30 年築の小売店舗や昭和 54 年築のビジネスホテルな

どが立地しており、これら老朽化した施設を取り壊し、新たに宿泊施設・商業施設・居

住施設等を建設する事業である。 

この事業による宿泊客増加数は、宿泊施設を含む複合施設建設に伴う宿泊客受入増加

数（新たに建設する宿泊施設受入可能数から、新たに建設する複合施設の建設予定地に

建っている、取り壊し予定の宿泊施設受入可能数を減じた数）に、平成 30 年度におけ

る中心市街地のホテル平均稼働率を乗じて算出する。 

この算出によると、1 日当たりの宿泊客数は 108 人泊増加し、１年間では約 39,000

人泊増加することが見込まれる。 

 

145 人（240 人―95 人）×74.8％≒108 人泊×365 日＝39,420 人泊 ≒ 39,000 人泊  

（※３桁四捨五入） 

 

以上から、平成 30 年度の中心市街地の宿泊客延べ数 96.6 万人泊に本計画に位置付

ける事業による宿泊客延べ数の増を加え、目標値を 100.5 万人泊と設定する。 

 

    H30 年度の            宿泊施設を含む複合施設       R6 年度の 

   中心市街地宿泊客延べ数       建設による増加(a)        中心市街地宿泊客延べ数 

96.6 万人泊      ＋ 3.9 万人泊     ＝  100.5 万人泊 

（現況値比 4.04％増） 
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参考指標１ 現況値（H30 年度） 目標値（R6 年度） 

中心市街地の宿泊客延べ数 96.6 万人泊 100.5 万人泊 

 

積算根拠 事業効果 

①現況値 96.6 万人泊 

②西３・１０東地区優良建築物等整備事業 3.9 万人泊 

③目標値（①＋②） 100.5 万人泊 
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４ 歩行者通行量（平日＋休日）－参考指標２ 

（１）数値目標設定の考え方 

 歩行者通行量（平日＋休日）は、本計画に位置付ける事業による平日昼間の増加（a）、

平日夜間の増加（b）、休日（昼間＋夜間）の増加（c）から算出する。 

〇調査方法について 

・調査方法：午前９時～午後８時までの歩行者通行量を測定 

・調査月：各年６月最終週又は７月第１週金曜日及び日曜日 

（休日に前年と同じイベントが行われる週に合わせて決定） 

・調査主体：帯広商工会議所 

・調査対象：中心市街地区域内計１８か所における「中学生以上の歩行者」 

 

 

（２）積算 

（a） 本計画に位置付ける事業による平日昼間の増加 

 指標１によると、平日昼間の歩行者通行量増加数は、合算時に四捨五入する前の積

算数値は、1,064 人である。 

 

 

（b）本計画に位置付ける事業による平日夜間の増加 

 指標１と同様の積算方式により、平日夜間の歩行者通行量増加数を算出する。 

 

 ① まちなか居住者数の増による歩行者通行量の増加 

183 人（１日の歩行者通行量増）－145 人（１日のうち、平日昼間の歩行者通行量増）

＝38 人（１日のうち、平日夜間の歩行者通行量増） 

 

 ② 商業施設整備による歩行者通行量の増加 

ア 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業 

628 人（１日の歩行者通行量増）－496 人（１日のうち、平日昼間の歩行者通行量増）

＝132 人（１日のうち、平日夜間の歩行者通行量増） 

 

イ 西３・１０東地区優良建築物等整備事業 

196 人（１日の歩行者通行量増）－155 人（１日のうち、平日昼間の歩行者通行量増）

＝41 人（１日のうち、平日夜間の歩行者通行量増） 

 

③ ビジネス利用の増による歩行者通行量の増加 

90 人（１日の歩行者通行量増）－ 51 人（１日のうち、平日昼間の歩行者通行量増）

＝39 人（１日のうち、平日夜間の歩行者通行量増） 
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 ④ 交流人口の増による歩行者通行量の増加 

217 人（１日のうち、平日夜間の歩行者通行量増） 

※宿泊施設を建設することによる宿泊客増加人数が、昼間と夜間にそれぞれ、行きと

帰りの計 2回、歩行者通行量調査地点のいずれかの地点を通過すると想定 

 

 これらを合算すると、平日夜間の歩行者通行量増加数は、467 人となる。 

 

 

（c）本計画に位置付ける事業による休日（昼間＋夜間）の増加 

 指標１と同様の積算方式により、休日（昼間＋夜間）の歩行者通行量増加数を算出

する。 

  これらの増加数に関する積算方式は、平日と休日を分けて積算する方式とはなってい

ないことから、平日の増加数と同様の事業効果を見込む。ただし、ビジネス利用の増に

よる歩行者通行量の増加は、休日の歩行者通行量調査日の曜日である日曜日が「起業家

がつながる拠点（とかちのやりたい実現カフェ「LAND」）」の定休日であることから、増

加数を加えない。 

 すなわち、休日（昼間＋夜間）の歩行者通行量増加数は、平日（昼間＋夜間）の歩

行者通行量増加数の 1,531 人から、ビジネス利用の増による歩行者通行量の増加数で

ある 90 人を減じた 1,441 人となる。 

 

 

以上から、平成 30 年度の歩行者通行量（平日＋休日）に、本計画に位置付ける各事

業による効果を合算し、目標値を 58,700 人と設定する。 

 

   平成 30 年       平日昼間     平日夜間    休日（昼間＋夜間）           令和 6年 

  歩行者通行量      増加(a)     増加(b)     増加(c)    ＝          歩行者通行量 

55,773人  ＋ 1,064 人 ＋ 467人 ＋ 1,441人 ＝ 58,745 人 ≒ 58,700人 

 

（現況値比 5.25％増） 

     

参考指標２ 現況値（H30） 目標値（R6） 

歩行者通行量（平日＋休日） 55,773 人 58,700 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※２桁四捨五入） 
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積算根拠 事業効果 

①現況値 55,773 人 

②各事業等の事業効果（a）＋（b）＋（c）  2,972 人 

(a) 平日昼間の歩行者通行量の増加 

（指標１における各事業等の事業効果） 

   1.064 人 

(b) 平日夜間の歩行者通行量の増加 467 人 

(1) まちなか居住者数の増による歩行者通行量の増加 

   （ア＋イ＋ウ＋エ） 

 38 人 

ア 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業  70 人 

イ 西３・１０東地区優良建築物等整備事業 5 人 

  ウ 移住促進事業（UIJ ターン促進事業） 5 人 

   エ 計画期間内の人口減少 -42 人 

（2）商業施設整備による歩行者通行量の増加 

   （ア＋イ） 

173 人 

ア 西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業  132 人 

イ 西３・１０東地区優良建築物等整備事業 41 人 

（3）ビジネス利用の増による歩行者通行量の増加 

   

39 人 

   ア 起業家がつながる拠点運営事業  39 人 

（4）交流人口の増による歩行者通行量の増加 

   

217 人 

   ア 西３・１０東地区優良建築物等整備事業  217 人 

(c) 休日（昼間＋夜間）の歩行者通行量の増加 

平日（昼間＋夜間）の歩行者通行量の増加(a)＋(b) 

-ビジネス利用の増による歩行者通行量の増加（90 人） 

1,441 人 

③現況値＋各事業等の事業効果（①＋②） 58,745 人 

     

目標値 ※２桁四捨五入 58,700 人 
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〔５〕フォローアップの時期及び方法 

 ①目標指標１ 歩行者通行量（平日昼間 9～17 時） 

歩行者通行量（平日）は、各年６月最終週又は７月第１週金曜日に実施しており、そ

のデータに基づき、毎年度終了後、数値目標の達成状況を確認する。 

 

②目標指標２ まちなか居住者数 

まちなか居住者数は、各年９月末時点の住民基本台帳を根拠とし、そのデータに基づ

き、毎年度終了後、数値目標の達成状況を確認する。 

 

③参考指標１ 中心市街地の宿泊客延べ数 

中心市街地の宿泊客延べ数は、北海道観光入込客数調査要領に基づき、帯広市が集計

して算出し、そのデータに基づき、毎年度終了後、数値目標の達成状況を確認する。 

 

④参考指標２ 歩行者通行量（平日＋休日） 

歩行者通行量（平日）は各年６月最終週又は７月第１週金曜日に、歩行者通行量（休

日）は各年６月最終週又は７月第１週日曜日に実施しており、そのデータに基づき、毎

年度終了後、数値目標の達成状況を確認する。 
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４．土地区画整理事業、市街地再開発事業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供する施

設の整備その他の市街地の整備改善のための事業に関する事項 

 

［１］市街地の整備改善の必要性  

 

≪中心市街地における土地利用の状況「都市計画基礎調査」≫ 

 

 北海道が実施した平成 26 年度の「都市計画基礎調査」によると、中心市街地における建

築物合計の老朽化率は 68.2％となっており、平成 21 年度調査時点（平成 21 年度は 64.3％）

と比較して、3.9％増加している。また、中心市街地の建物棟数のうち、木造建物の割合は

54.9％で、木造建物は特に老朽化が進んでおり、老朽化率は 81.2％となっている。 

 将来にわたり持続的に中心市街地を発展させていくためには、個々の老朽建物等の更新

に加え、そうした老朽建物等がまとまった地区単位の大規模な都市機能の更新を促進する

ことが重要である。 

 

（中心市街地の建築物合計のデータ） 

建物棟数 

（A） 

老 朽 

建物数 

（B） 

老朽化率 

（％） 

（C）=（B）/(A) 

1,008 687 68.2 

 

（中心市街地の建築物のうち、木造建物のデータ） 

建物棟数 

（A） 

木造建物数 

（B） 

建物棟数のうち、

木造建物の割合

（％） 

（C）=（B）/(A) 

木造建物の 

老朽建物数 

(D) 

木造建物の 

老朽化率 

（％） 

(E)=(D)/(B) 

1,008 553 54.9 449 81.2 

 

構 造 老朽年限 

木造 ２０年 

簡易耐火 ２０年 

耐火 ３５年 

 

 特に、地区の都市機能を更新するためには、関係地権者が一丸となって事業に取り組む

機運の醸成が必要であり、それを支援する行政の役割も重要である。 

 このような地区における都市機能の更新は、一朝一夕に中心市街地全体に波及すること

は難しく、熟度が高まった地区から事業化を目指すことが効果的である。 

 

 

■構造別老朽年限 
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○中心市街地の建物老朽化率 

 

 
          

 

資料：都市計画基礎調査（H26） 

 

市役所 

JR帯広駅 

老朽化率（％） 

以上 - 未満 
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≪中心市街地における商業区域の再整備≫ 

 

 西３・９周辺地区は、商業区域の中でも、官公庁をはじめとした公共・公益施設などが

立地する行政区域と隣接した利便性に恵まれた広さ約２ha の地区である。 

 

本地区は、かつて、昭和 50 年から営業していた旧イトーヨーカドービルと、近隣にある

藤丸百貨店との相乗効果により、中心市街地のにぎわいを象徴する地区であった。 

しかし、平成 10 年にイトーヨーカドーが郊外へ移転することに伴い、店舗が閉店してか

らは空きビル状態が約 20 年間続いてきた。その間、中心市街地の歩行者通行量や営業店舗

数が減少したほか、空き店舗の平面駐車場化が進むなど、中心市街地の衰退が深刻な状況

となっている。 

また、大型商業施設と一体設計である帯広市中央・中央第二駐車場は、老朽化や耐震性

の問題を抱えていたほか、隣接する事務所ビルにおいても同様の老朽化問題を抱えている。 

  

 こうしたことから、長年にわたり利活用がなされていなかった旧イトーヨーカドービル

のほか、その周辺地区にある老朽化が著しい建物を一体的な市街地再開発事業により再整

備しようとするものである。 

具体的には、居住機能や商業機能を持つ建物などを再整備し、都市機能の集積を図るこ

とで、新たな人の流れをつくるものである。 

この事業により、本計画に掲げる成果指標である「まちなか居住者数」や「平日昼間の

歩行者通行量」の増加を図るとともに、中心市街地にふさわしい都市機能の更新を図るも

のである。 

 

また、西３・９周辺地区とはす向かいの西３・１０東地区は、昭和 30 年築の小売店舗や

昭和 54 年築のビジネスホテルなどがあり、建物の老朽化が著しい地区であるところ、当該

地区の関係地権者において再整備の機運が高まったことから、優良建築物等整備事業によ

り、居住施設のほか、宿泊施設・商業施設等からなる複合施設を整備することが予定され

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西３・９周辺地区と、 

西３・10 東地区の位置図 

西３・９ 

西３・10 

今後は、他の地区において、こうした動

きの波及効果等により、都市機能の更新に

向けた機運が高まることが期待される。 

 

フォローアップについては、毎年度終了

後に、基本計画に位置づけた各事業の進捗

状況の調査を行い、必要に応じて適切な措

置を講ずる。 
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［２］具体的事業の内容 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

   ※該当なし 

 

（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

   ※該当なし 

 

（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

支援措置の

名称及び実

施時期 

その他

の事項 

事業名： 

西３・９周辺地

区第一種市街地

再開発事業 

 

内容： 

分譲マンショ

ン、事務所、商

業施設などの整

備を行う事業 

 

実施時期： 

平成 29 年度～

令和 3年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルファ

コート帯

広西３・

９地区開

発株式会

社 

西３・９周辺地区は、平成 10 年

にイトーヨーカドーが郊外へ移転

して以降約 20 年間、空きビル状態

が続いてきた。このことが、歩行

者通行量や営業店舗数の減少な

ど、中心市街地衰退の大きな要因

のひとつとなっていた。 

また、近隣する事務所ビル等は

老朽化が著しく、再開発事業によ

る周辺地区を含む一体的な再整備

を行う必要がある。 

本事業の内容は、19 階建て分譲

マンションのほか、事務所棟、店

舗棟などを建設し、都市機能の更

新を図るものである。 

これにより、中心市街地のにぎ

わいの創出に加え、まちなか居住

人口の増加を図るものであり、中

心市街地の活性化に必要である。 

 

 

 

支援措置： 

社会資本整

備総合交付

金（市街地

再開発事業

等） 

 

実施時期：

平成 29 年

度～令和 3

年度 
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事業名： 

西３・１０東地

区優良建築物等

整備事業 

 

内容： 

宿泊施設・商業

施設・居住施設

等からなる複合

施設を整備する

事業 

 

実施時期： 

令和 3年度～ 

令和 5年度    

 

 

 

 

 

 

 

有限会社

ホテル十

勝屋 

本事業が実施される地区はJR帯

広駅からほど近く、交通の便に優

れており、近隣には、オフィスビ

ルやホテル、映画館などの娯楽施

設が集中している。 

現在は、ホテルなどが隣接して

存在しているが、これらの老朽化

が問題となっており、周辺地区が

一体となった再整備を行い、都市

機能の更新を図る必要がある。 

事業内容は、宿泊施設・商業施

設・居住施設等からなる複合施設

を整備するものである。 

再整備する宿泊施設において

は、十勝地域の観光情報を発信す

るなど、観光客が十勝地域を周遊

しやすい環境づくりに資する取り

組みを行うものである。 

本事業により、宿泊施設を再整

備し宿泊収容力を高めることで近

年増加傾向にある交流人口への対

応が図られるとともに、広域観光

が推進されるほか、商業施設整備

によるにぎわい創出や、まちなか

居住の促進が図られることから、

本事業は、中心市街地の活性化に

必要である。 

 

支援措置： 

社会資本整

備総合交付

金（優良建

築物等整備

事業） 

 

実施時期： 

令和 3年度

～令和 5年

度  

 

 

 

（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

   ※該当なし 
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（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

国以外の支

援措置の名

称及び実施

時期 

その他

の事項 

事業名： 

市営駐車場管理

運営事業  

 

内容： 

中心市街地に立

地する市営駐車

場２か所を管理

運営し、来街者

の利便性を確保

する事業 

 

実施時期： 

平成 8年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市 

（指定管

理者） 

中心市街地に立地する２か所の

市営駐車場（駅北地下駐車場、駅

南駐車場）を管理・運営すること

により、中心市街地への来街者の

駐車利便を確保する事業である。 

平成 24 年度からは、指定管理者

が駐車場使用料を自らの収入とす

る利用料金制を導入し、民間ノウ

ハウの活用によりサービスを向上

させ、中心市街地への来街者の増

加を図ることとしている。 

これらのことから、本事業は、

中心市街地の活性化に必要であ

る。 
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５．都市福利施設を整備する事業に関する事項 

 

［１］都市福利施設の整備の必要性  

本市の中心市街地には、これまで、公共施設として、とかちプラザ（芸術・文化ホー

ル、ギャラリー、会議室ほか）、市民文化ホール（大ホール、小ホール、音楽練習室ほ

か）、図書館のほか、第１期認定計画期間中に JR 帯広駅地下に市民ギャラリーを整備し

てきた。 

これらの施設は、生涯学習・文化施設として市民に生涯学習の機会を提供するととも

に、文化活動など多様な団体活動を支えている。 

 

 医療機関は、市内医療機関の約 15 パーセントが中心市街地に集積している。 

JA 北海道厚生連 帯広厚生病院が中心市街地エリア外の周辺部へ移転したものの、引

き続き活用可能な施設を別の医療機関が買い取り、帯広中央病院として令和元年 10 月

から運営が開始されている。 

社会福祉施設は、第２期認定計画中に、開広団地再整備事業で老人ホーム棟が整備さ

れるなど、高齢者施設・介護施設の中心市街地への集積も進んでいる。 

その他、市民活動交流センター（市民交流ホール、子育て活動室、高齢者活動室等）

や、高齢者いきいきふれあい館「まちなか」も所在している。 

市民の文化・芸術や医療・介護などのニーズに応えるため、こうした既存ストックを

活用しながら、事業を推進していく。 

 

フォローアップについては、毎年度終了後に、基本計画に位置づけた各事業の進捗状

況の調査を行い、必要に応じて適切な措置を講ずる。 

 

（資料：帯広市） 
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［２］具体的事業の内容 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

   ※該当なし 

 

（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

支援措置の

名称及び実

施時期 

その他

の事項 

事業名： 

文化振興事業 

 

内容： 

中心市街地など

で、市民主体の

文化芸術活動の

発表の場を提供

するとともに、

優れた文化芸術

を鑑賞する機会

を提供する事業 

 

実施時期： 

昭和 56 年度～ 

 

 

帯広市教

育委員会

（指定管

理者）な

ど 

中心市街地における主要な公

共施設である帯広市民文化ホー

ル、とかちプラザ、帯広市民ギャ

ラリーなどにおいて、市民主体の

文化芸術活動の発表の場を提供す

るとともに、優れた国内外の文化

芸術を鑑賞する機会を市民に提供

する事業である。 

本事業は、中心市街地区域外で

もごく一部実施するものの、本市

の文化施設の多くは中心市街地に

集積しており、本事業を目的とし

た来街により、中心市街地の活性

化に寄与するものである。 

文化芸術活動を通して、中心市

街地の文化機能の強化が図られ、

これにより、まちなか居住者の居

住環境が向上するほか、にぎわい

創出に資する事業であり、中心市

街地の活性化に必要である。 

 

支援措置： 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

実施時期： 

令和 2 年 4

月～令和 7

年 3月    

 

 

 

区域内

外 

 

※中心市

街地活性

化ソフト

事業の対

象は、中

心市街地

区域内で

実施され

る事業の

み 

 

 

（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

※該当なし 

 

（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

   ※該当なし 
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（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

国以外の支

援措置の名

称及び実施

時期 

その他

の事項 

事業名： 

プラザまつり事

業 

 

内容： 

生涯学習と、

人々の交流の拠

点である「とか

ちプラザ」にお

いて、作品展、

学習活動の発表

会、子ども向け

の体験イベント

などを実施する

事業 

 

実施時期： 

平成 7年度～ 

 

 

プラザま

つり実行

委員会 

 

「とかちプラザ」において、書

道や絵画などの作品展、ダンスや

合唱などの発表会、子ども向け体

験イベントなど、幅広い世代の市

民がともに学び、交流するイベン

トを開催する事業である。 

中心市街地における主要な公

共施設である「とかちプラザ」に

おいて事業を実施することで、中

心市街地の生涯学習機能の強化が

図られ、これによりまちなか居住

者の居住環境が向上するほか、に

ぎわい創出に資する事業であり、

中心市街地の活性化に必要であ

る。 

 

 

 

 

事業名： 

図書館利活用事

業 

 

内容： 

図書館を利活用

し、多様な世代

を対象とした学

習活動を行う事

業 

 

実施時期： 

平成 17 年度～ 

 

 

帯広市教

育委員会

など 

 

中心市街地に所在する図書館

において、子どもから高齢者まで

の多様な世代を対象とした各種事

業のほか、様々な団体との連携事

業や、近隣の文化施設を活用した

講演会などを実施する事業であ

る。 

本事業により中心市街地の生

涯学習機能の強化が図られ、これ

によりまちなか居住者の居住環境

が向上するほか、にぎわい創出に

資する事業であり、中心市街地の

活性化に必要である。 
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事業名： 

高齢者いきいき

ふれあい館「ま

ちなか」運営事

業 

 

内容： 

高齢者等が、中

心市街地で軽運

動や文化活動な

どを通じて、交

流する施設を運

営する事業 

 

実施時期： 

平成 28 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市 高齢者が中心市街地で軽運動や

文化活動などを通じて交流し、社

会参加と健康づくりにつなげる施

設を運営する事業である。 

利用者は、１階のカフェでは語

らいや休憩スペースとして、２階

の活動スペースでは軽運動などと

して利用することができる。 

中心市街地で高齢者が集う場を

提供することにより、高齢者の生

きがいと健康づくりを通したにぎ

わい創出に加え、高齢者の居住環

境が向上することから、中心市街

地の活性化に必要である。 
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６．公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のため

の事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

 

［１］街なか居住の推進の必要性  

 

昭和 35 年当時の中心市街地には、約 1万 3千人の市民が居住していた。その後、車社会

の進展や都市の発展に伴う郊外部の宅地化などから、人口の重心が中心部から郊外部へ移

り、中心市街地居住者数は、平成 12 年には約 1,800 人にまで減少した。居住人口の減少と

ともに中心市街地のにぎわいは確実に失われていった。 

居住人口の確保は、まちが成立する基本的条件であり、活力の源である。本市の中心市

街地においても、まちなか居住者の増加対策は、中心市街地活性化に向けた重要な取り組

みである。 

 

 積雪寒冷地の本市において、中心市街地の主要な路線では、歩道部にロードヒーティン

グが敷設されており、冬期間も安全で快適な歩道が確保されている。 

さらに、第１期計画で整備した市民ギャラリーをはじめ、市民文化ホール、とかちプラ

ザ、図書館、市民活動交流センターなど、生涯学習・文化などの活動拠点施設が集積し、

利活用のための様々な事業が行われており、中心市街地の居住環境の向上に寄与している。 

こうした優れた居住環境に加え、商業機能や公共・公益機能などの多様な都市機能が集

積した中心市街地の利便性を生かしながら、快適で魅力的な生活空間を供給すること等に

よりまちなか居住を進めることで、着実ににぎわいを取り戻すことが可能となる。 

 

 まちなか居住の促進は、人口減少が予測される中、中心市街地に蓄積された社会基盤や

高水準の都市機能を有効活用した「生活空間としての中心市街地」の再生のほか、環境負

荷の低減の観点も含めた、コンパクトで持続可能な都市経営にもつながることから、中心

市街地の活性化のために必要な取り組みである。 

 

このため、西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業や、西３・１０東地区優良建築物

等整備事業により、魅力的な居住空間を整備するほか、住民のまちなか居住ニーズの把握

と、住民と事業者との橋渡しを行う「まちなか居住プラットホーム事業」などの各種ソフ

ト事業の展開も併せて行うことにより、まちなか居住を促進していく。 

 

フォローアップについては、毎年度終了後に、基本計画に位置づけた各事業の進捗状況

の調査を行い、必要に応じて適切な措置を講ずる。 
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［２］具体的事業の内容 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

   ※該当なし 

 

（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

支援措置の

名称及び実

施時期 

その他

の事項 

事業名： 

文化振興事業 

【再掲】 

 

内容： 

中心市街地など

で、市民主体の

文化芸術活動の

発表の場を提供

するとともに、

優れた文化芸術

を鑑賞する機会

を提供する事業 

 

実施時期： 

昭和 56 年度～ 

 

 

帯広市教

育委員会

（指定管

理者）な

ど 

中心市街地における主要な公

共施設である帯広市民文化ホー

ル、とかちプラザ、帯広市民ギャ

ラリーなどにおいて、市民主体の

文化芸術活動の発表の場を提供す

るとともに、優れた国内外の文化

芸術を鑑賞する機会を市民に提供

する事業である。 

本事業は、中心市街地区域外で

もごく一部実施するものの、本市

の文化施設の多くは中心市街地に

集積しており、本事業を目的とし

た来街により、中心市街地の活性

化に寄与するものである。 

文化芸術活動を通して、中心市

街地の文化機能の強化が図られ、

これにより、まちなか居住者の居

住環境が向上するほか、にぎわい

創出に資する事業であり、中心市

街地の活性化に必要である。 

 

支援措置： 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

実施時期： 

令和 2 年 4

月～令和 7

年 3月    

 

 

 

区域内

外 

 

※中心市

街地活性

化ソフト

事業の対

象は、中

心市街地

区域内で

実施され

る事業の

み 
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（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

支援措置の

名称及び実

施時期 

その他

の事項 

事業名： 

西３・９周辺地

区第一種市街地

再開発事業 

【再掲】 

 

内容： 

分譲マンショ

ン、事務所、商

業施設などの整

備を行う事業 

 

実施時期： 

平成 29 年度～

令和 3年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルファ

コート帯

広西３・

９地区開

発株式会

社 

西３・９周辺地区は、平成 10 年

にイトーヨーカドーが郊外へ移転

して以降約 20 年間、空きビル状態

が続いてきた。このことが、歩行

者通行量や営業店舗数の減少な

ど、中心市街地衰退の大きな要因

のひとつとなっていた。 

また、近隣する事務所ビル等は

老朽化が著しく、再開発事業によ

る周辺地区を含む一体的な再整備

を行う必要がある。 

本事業の内容は、19 階建て分譲

マンションのほか、事務所棟、店

舗棟などを建設し、都市機能の更

新を図るものである。 

これにより、中心市街地のにぎ

わいの創出に加え、まちなか居住

人口の増加を図るものであり、中

心市街地の活性化に必要である。 

 

 

支援措置： 

社会資本整

備総合交付

金（市街地

再開発事業

等） 

 

実施時期：

平成 29 年

度～令和 3

年度 
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事業名： 

西３・１０東地

区優良建築物等

整備事業 

【再掲】 

 

内容： 

宿泊施設・商業

施設・居住施設

等からなる複合

施設を整備する

事業 

 

実施時期： 

令和 3年度～ 

令和 5年度    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有限会社

ホテル十

勝屋 

本事業が実施される地区はJR帯

広駅からほど近く、交通の便に優

れており、近隣には、オフィスビ

ルやホテル、映画館などの娯楽施

設が集中している。 

現在は、ホテルなどが隣接して

存在しているが、これらの老朽化

が問題となっており、周辺地区が

一体となった再整備を行い、都市

機能の更新を図る必要がある。 

事業内容は、宿泊施設・商業施

設・居住施設等からなる複合施設

を整備するものである。 

再整備する宿泊施設において

は、十勝地域の観光情報を発信す

るなど、観光客が十勝地域を周遊

しやすい環境づくりに資する取り

組みを行うものである。 

本事業により、宿泊施設を再整

備し宿泊収容力を高めることで近

年増加傾向にある交流人口への対

応が図られるとともに、広域観光

が推進されるほか、商業施設整備

によるにぎわい創出や、まちなか

居住の促進が図られることから、

本事業は、中心市街地の活性化に

必要である。 

 

 

支援措置： 

社会資本整

備総合交付

金（優良建

築物等整備

事業） 

 

実施時期： 

令和 3年度

～令和 5年

度  
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（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

支援措置の

名称及び実

施時期 

その他

の事項 

事業名： 

移住促進事業

（UIJ ターン促

進事業） 

 

内容： 

首都圏での移住

相談会、UIJ タ

ーン希望者への

転居費用の補助

等を行う事業 

 

実施時期： 

平成 27 年度～ 

 

 

 

帯広市 人口について当面の間、自然動

態のマイナスが続いていくことが

見込まれる中、今後の中心市街地

の居住者を増やすためには、首都

圏などからの移住を促進し、社会

増を目指す取り組みが必要であ

る。 

このため、首都圏での移住相談

会の開催や、UIJ ターン希望者への

地元企業見学ツアーの実施のほ

か、UIJ ターン希望者に対し転居費

用を補助することなどして、移住

促進を図る事業である。 

本事業は、中心市街地における

居住人口の増加にも一定の程度寄

与するものであり、まちなか居住

の促進が図られることから、中心

市街地の活性化に必要である。 

 

支援措置： 

地方創生推

進交付金 

 

実施時期：

令和 2 年度

～令和 6 年

度 

 

事業名： 

空家等対策支援

事業  

 

内容： 

空家に関する専

門家による無料

相談窓口の設置

や、解体・改修

費用を補助する

事業 

 

実施時期： 

平成 29 年度～ 

 

 

帯広市 空家を含めた住まいに関する問

題について、各分野の専門家（弁

護士・宅地建物取引士等）による

無料相談窓口を設置するほか、一

定の条件を満たす空家の解体や改

修に要する費用の一部を補助する

事業である。 

本事業により、中心市街地の空

家の利活用が促進されることで、

まちなか居住の促進が図られるこ

とから、中心市街地の活性化に必

要である。 

支援措置： 

社会資本整

備総合交付

金（小規模

住宅地区等

改良事業） 

 

実施時期：

令和 2 年度

～令和 5 年

度  
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（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

国以外の支

援措置の名

称及び実施

時期 

その他

の事項 

事業名： 

商店街活性化事

業歩道ロードヒ

ーティング設備

維持事業 

 

内容： 

冬期間の快適な

歩行空間の確保

によるにぎわい

創出事業 

 

実施時期： 

平成 11 年度～ 

 

 

 

帯広市商

店街振興

組合連合

会及び加

盟商店街 

 中心市街地に存する商店街の歩

道ロードヒーティングは、街路整

備に合わせて、冬期間における安

全で快適な歩行者空間を確保する

ことによるにぎわい創出と、まち

なか居住環境向上の基盤として、

これまでに、商店街が設置してき

たものである。 

これを維持していくことによ

り、商店街の活性化によるにぎわ

い創出、まちなか居住者の居住環

境の向上に加え、都市の魅力向上

にもつながることから、中心市街

地の活性化に必要である。 

 

  

事業名： 

まちなか居住プ

ラットホーム事

業 

 

内容： 

まちなか居住に

関する相談・案

内・情報提供等

を行い、事業者

との橋渡しを行

う事業 

 

実施時期： 

平成 22 年度～ 

 

 

 

帯広市 まちなか居住を促進するには、

住民（居住希望者）の多様な居住

ニーズの的確な把握と、住民（居

住希望者）と事業者との橋渡しが

重要である。 

本事業は、専門相談員を配置し、

まちなか居住に関する相談・案

内・情報提供等を行うものである。 

本事業が住民（居住希望者）と

事業者をつなぐ役割を担うこと

で、まちなか居住が図られること

から、中心市街地の活性化に必要

である。 
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事業名： 

高齢者いきいき

ふれあい館「ま

ちなか」運営事

業 

【再掲】 

 

内容： 

高齢者等が、中

心市街地で軽運

動や文化活動な

どを通じて、交

流する施設を運

営する事業 

 

実施時期： 

平成 28 年度～ 

 

 

 

 

 

帯広市 高齢者が中心市街地で軽運動や

文化活動などを通じて交流し、社

会参加と健康づくりにつなげる施

設を運営する事業である。 

利用者は、１階のカフェでは語

らいや休憩スペースとして、２階

の活動スペースでは軽運動などと

して利用することができる。 

中心市街地で高齢者が集う場を

提供することにより、高齢者の生

きがいと健康づくりを通したにぎ

わい創出に加え、高齢者の居住環

境が向上することから、中心市街

地の活性化に必要である。 

 

  

事業名： 

市民活動交流セ

ンター運営事業  

 

内容： 

中心市街地にお

いて、市民活動

の拠点施設を運

営する事業 

 

実施時期： 

平成 18 年度～ 

 

 

 

 

 

 

帯広市 藤丸百貨店の１フロアを賃貸

し、子育て活動室、高齢者活動室、

多目的活動室などを備えた市民活

動の拠点となる施設を運営し、市

民の自主的活動を支援する事業で

ある。 

中心市街地において、市民活動

や交流の拡大を図ることで、幅広

い年齢層の市民の居住環境が向上

するほか、にぎわい創出に資する

事業であり、中心市街地の活性化

に必要である。 
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事業名： 

プラザまつり事

業 

【再掲】 

 

内容： 

生涯学習と、

人々の交流の拠

点である「とか

ちプラザ」にお

いて、作品展、

学習活動の発表

会、子ども向け

の体験イベント

などを実施する

事業 

 

実施時期： 

平成 7年度～ 

 

 

 

プラザま

つり実行

委員会 

 

「とかちプラザ」において、書

道や絵画などの作品展、ダンスや

合唱などの発表会、子ども向け体

験イベントなど、幅広い世代の市

民がともに学び、交流するイベン

トを開催する事業である。 

中心市街地における主要な公

共施設である「とかちプラザ」に

おいて事業を実施することで、中

心市街地の生涯学習機能の強化が

図られ、これによりまちなか居住

者の居住環境が向上するほか、に

ぎわい創出に資する事業であり、

中心市街地の活性化に必要であ

る。 

 

 

 

 

事業名： 

図書館利活用事

業 

【再掲】 

 

内容： 

図書館を利活用

し、多様な世代

を対象とした学

習活動を行う事

業 

 

実施時期： 

平成 17 年度～ 

 

帯広市教

育委員会

など 

 

中心市街地に所在する図書館

において、子どもから高齢者まで

の多様な世代を対象とした各種事

業のほか、様々な団体との連携事

業や、近隣の文化施設を活用した

講演会などを実施する事業であ

る。 

本事業により中心市街地の生

涯学習機能の強化が図られ、これ

によりまちなか居住者の居住環境

が向上するほか、にぎわい創出に

資する事業であり、中心市街地の

活性化に必要である。 
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７．中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業、民間中心市街地商業活性化事業、 

その他の経済活力の向上のための事業及び措置に関する事項 

 

［１］経済活力の向上の必要性  

 

≪中心市街地におけるにぎわいの変遷と転換期を迎える今≫ 

 

本市の中心市街地には、藤丸百貨店を核として専門店や飲食店などの商業施設が十勝地

域最大の規模で展開しており、中心市街地における商業機能の存在意義は極めて重要であ

る。 

 しかし、郊外化やインターネット通販の普及などから、昭和 50 年には 8万人近くを数え

た休日の歩行者通行量（主要 8地点）が平成 17 年には 1万人を下回るなど、中心市街地に

おけるかつてのにぎわいは失われてきた。 

 

 第１期計画では、帯広まちなか歩行者天国事業などの各種ソフト事業を実施し、休日の

歩行者通行量が増加するなど一定の成果を得ることができた。 

また、第２期計画では、イベント等に影響され難いと考えられる平日の歩行者通行量を

数値目標とし、「開広団地再整備事業」による商業店舗や飲食店の開業、「街なかコミュニ

ティ・ホテル事業」によるインバウンドも含めた交流人口の受け皿機能の発揮など、計画

に位置付けた事業が着実に実施されたことから、平日の歩行者通行量が増加する結果とな

った。 

 

しかし、平成３０年に行った市民意向調査の結果では、第２期計画策定時と比較した印

象に関する調査において、「にぎわいや活気が更になくなりつつある」と「どちらかと言え

ばにぎわいや活気が更になくなりつつある」の回答の合計が 65.0％となるなど、市民が実

感し得るまでのにぎわいは戻っておらず、また、歩行者通行量の時間別内訳をみると、平

日夜間の歩行者通行量は増加傾向にある一方で、平日昼間の歩行者通行量は減少している。 

 

かつては、藤丸百貨店とイトーヨーカドーの相乗効果により中心市街地への客足が生ま

れ、周辺店舗も含めて波及効果が生じるなど、中心市街地の商業機能が発展してきた。 

平成 10 年にイトーヨーカドーが郊外に移転して以降は、イトーヨーカドービル跡地は空

きビル状態が続いたことから、歩行者通行量が大きく減少し、中心市街地の営業店舗数が

減少するなど中心市街地の商業機能が衰退してきた。 

現在、旧イトーヨーカドービルにおいて、約２０年にわたる未利用期間を経て、その周

辺地区にある老朽化が著しい建物との一体的な再開発事業が進行しており、まちなかの姿

が変わる転換期を迎えている。この事業では、商業施設や分譲マンションなどが整備され

る予定であり、これにより来街者やまちなか居住者が増えることで、歩行者通行量の増加

や、商業機能の活性化が期待される。 
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今後は、この事業が更なる民間投資の呼び水となることで、にぎわいの創出と商業の活

性化につながっていくことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地域の人口減少が予測される中、観光やビジネス等の交流人口を増加させる視点

や、これまでの地域住民の買い物の場としての役割に加え、交流や体験の場といった視点

も重要であり、こうした視点による取り組みも計画に位置付け、商業の活性化を図ってい

く。 

 

その他、各商店の魅力向上を図るため「まちゼミ in おびひろ」や「自慢の逸品事業」

などを計画に位置付けるほか、各商店街の魅力を向上させるため「商店街活性化事業演出・

催事実施事業」などを計画に位置付け、当事者と協議をしながら必要な改善を行うことで、

魅力的な商店・商店街を目指すものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西
２
条
通 

旧ヨーカドー 

藤丸 

市道南 8丁目線 

○位置関係図（再開発事業地区（旧イトーヨーカドービル周辺）～藤丸） 

 

西

２

条

通 
南８丁目線 

再開発事業地区 

(旧イトーヨーカ 

ドービル周辺) 
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藤丸 

○中心市街地商店街区域図 
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≪十勝地域全体を視野に入れた事業による周辺自治体への波及効果≫ 

 

十勝地域は、管内自治体が社会的経済的な深い結びつきのもとに一体的に発展してきた

歴史がある。フードバレーとかち構想のもと、ここ 10 年で進めてきた定住自立圏構想、北

海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区の指定、バイオマス産業都市への選定、所

管面積が全国最大規模の消防広域化などは、その証左である。 

 

こうした中で、帯広市の中心市街地活性化を図るに当たっては、十勝地域全体の資源を

活用し、周辺自治体へ波及効果を及ぼすとの視点は重要であり、こうした視点を踏まえた

事業展開も行う必要がある。 

 

１つ目は、起業支援事業による波及効果である。 

本事業は、十勝地域における産業支援プラットフォームとしての役割を担っている公益

財団法人とかち財団が主体となり、JR 帯広駅北口のビル１階に整備された「起業家がつな

がる拠点」を中心として展開するトカチコネクション、十勝の起業家磨き上げ事業、十勝

地域の起業等支援拠点施設連携事業などの取り組みである。 

これにより、起業や新事業を興すことを目指す者が帯広市中心市街地に集まり、その後、

帯広市のみならず十勝地域全体においても創業・起業が生まれ、十勝地域全体で商業の活

性化によるにぎわいが創出されるとの波及効果が期待される。 

 

２つ目は、十勝の資源を活用した、十勝管外を含めた来街者増加に向けた事業による波

及効果である。 

本事業は、第２期認定計画で経済産業省の中心市街地再生事業費補助金等を活用して整

備した「コミュニティ・ホテル」を拠点として展開する馬車 BAR や十勝のコアな魅力発信

事業などの取り組みである。 

これにより、主に十勝管外から帯広市中心市街地に人が集い、その後観光などで十勝管

内の他自治体への人の流れを生むとの波及効果が期待される。 

また、平成 30 年に地方創生拠点整備交付金を活用して建て替えを行ったバスターミナル

にて、十勝管内の観光資源の情報発信や、レンタサイクル事業（シティサイクル自転車に

よるまちなか回遊から、ロードバイクによる十勝の観光スポット周遊まで、幅広い目的に

対応したレンタサイクル事業）を行うことで、帯広市中心市街地に人が集い、その結果と

して、十勝管内の他自治体への人の流れを生むとの波及効果も期待される。 

 

これら列記した事業以外にも、帯広市の中心市街地活性化を前提としつつも、十勝全体

の資源を活用し、周辺へ波及効果を及ぼすとの視点を持ち事業を展開する。 

 

フォローアップについては、毎年度終了後に、基本計画に位置づけた各事業の進捗状況

の調査を行い、必要に応じて適切な措置を講ずる。 
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［２］具体的事業の内容 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

   ※該当なし 

 

（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

支援措置の

名称及び実

施時期 

その他

の事項 

事業名： 

帯広まちなか歩

行者天国事業 

 

内容： 

夏季の毎週日曜

日に、道路を封

鎖し、各種イベ

ントを実施する

事業 

 

実施時期: 

平成 18 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広まち

なか歩行

者天国実

行委員会 

市民団体やボランティアなどの

自主的な活動により、夏季の約３

か月間にわたり毎週日曜日（一部

除く。）に中心市街地の道路を使用

して、「帯広まちなか歩行者天国」

を開催する事業である。 

個人や団体・サークルなどが、

ダンスや音楽など各種イベントを

持ち込み企画で実施する。 

これにより、まちを訪れる人が

増えることで中心市街地の活性化

を図るとともに、交流が盛んとな

ることで地域コミュニティの再生

にもつなげることを目標とする取

り組みであり、中心市街地の活性

化に必要である。 

支援措置： 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

実施時期： 

令和 2 年 4

月～令和 7

年 3月 

区域内 
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事業名： 

おびひろイルミ

ネーションプロ

ジェクト 

 

内容： 

イルミネーショ

ンの一斉点灯

と、合同点灯式

にて各種イベン

トを行う事業 

 

実施時期： 

平成 15 年度～ 

 

 

 

おびひろ

イルミネ

ーション

プロジェ

クト実行

委員会 

冬期間の中心市街地に、にぎわ

いを創出するため、地元企業など

が中心となった実行委員会によ

り、駅前のハルニレの木を中心に、

中心市街地におけるイルミネーシ

ョンの一斉点灯を行う事業であ

る。 

イルミネーションの合同点灯式

には、地域の子ども等が参加する

各種イベントを実施している。 

多くの市民による「イルミネー

ション点灯募金」を通じて、まち

づくりや中心市街地の活性化に対

する意識の向上を図っている。 

中心市街地のにぎわいを創出す

る事業であることから、中心市街

地の活性化に必要である。 

 

支援措置： 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

実施時期： 

令和 2 年 4

月～令和 7

年 3月 

 

区域内 

事業名： 

とかちマルシェ

事業 

 

内容： 

中心市街地にお

いて食と音楽の

イベントを開催

する事業 

 

実施時期： 

平成 23 年度～ 

 

 

 

 

 

 

とかちマ

ルシェ運

営協議会 

 JR 帯広駅周辺を会場として、十

勝地域最大の食と音楽のイベント

を開催する事業である。 

十勝産食材にこだわった料理、

スイーツなど、食の王国「十勝」

の魅力をアピールし、十勝管内の

みならず、域外の観光客による交

流人口の増加も図るものである。 

地域資源を活用したイベントに

より、例年 10 万人程度の来場者を

集めている。 

本事業に参加した十勝地域の各

店舗へ訪れるリピーターが生まれ

ることで、帯広市の中心市街地の

みならず十勝地域全体の商業の活

性化につながるとの波及効果も期

待される。 

中心市街地のにぎわいを創出す

る事業であることから、中心市街

地の活性化に必要である。 

 

 

支援措置： 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

実施時期： 

令和 2 年 4

月～令和 7

年 3月 

 

区域内 
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事業名： 

おびひろ平原ま

つり 

 

内容： 

中心市街地にお

いて十勝管内最

大の夏まつりを

開催する事業 

 

実施時期： 

昭和 22 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広のま

つり推進

委員会 

 8 月中旬の３日間にわたる十勝

地域最大の夏まつりを開催する事

業である。 

十勝地域の夏の風物詩のひとつ

である企業や市民が広く参加して

踊り歩く「盆踊り」や、五穀豊穣

と子孫繁栄を願い、みこしが練り

歩くイベント「夢降夜」などを実

施している。 

例年10万人～20万人程度の来場

者を集めており、中心市街地のに

ぎわいを創出する事業であること

から、中心市街地の活性化に必要

である。 

支援措置： 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

実施時期： 

令和 2 年 4

月～令和 7

年 3月 

 

区域内 

事業名： 

おびひろ菊まつ

り 

 

内容： 

中心市街地にお

いて菊をテーマ

にしたまつりを

開催する事業 

 

実施時期： 

昭和 45 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

帯広のま

つり推進

委員会 

 10月下旬から11月上旬までの５

日間、さまざまな菊の展示を行う

ほか、近年はハロウィン関連など、

多様な市民参加型イベントなどを

開催している。 

例年２万人を超える来場者を集

めており、中心市街地のにぎわい

を創出する事業であることから、

中心市街地の活性化に必要であ

る。 

支援措置： 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

実施時期： 

令和 2 年 4

月～令和 7

年 3月 

 

区域内 
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事業名： 

商店街活性化事

業演出・催事実

施事業 

 

内容： 

商店街の振興を

図るため、祭り

やイベントなど

を行う事業 

 

実施時期： 

昭和 62 年度～ 

 

 

 

 

 

 

帯広市商

店街振興

組合連合

会及び加

盟商店街 

商店街を単なる買物の場として

ばかりでなく、市民が求める「ゆ

とり」、「うるおい」を創出するた

め、緑化推進などの環境整備を行

うとともに、「にぎわい」、「ふれあ

い」をもたらす祭り・イベントな

どの文化的演出を行うことによ

り、商店街の振興を図ることを目

的とする事業である。 

本事業は、中心市街地区域外の

商店街においても実施するもの

の、本市の商店街の多くは中心市

街地に存在しており、緑化推進な

どの環境整備や祭り・イベントな

どの文化的演出により、商店街の

振興を図ることで、中心市街地の

活性化に寄与するものである。 

本事業は、中心市街地のにぎわ

いを創出する事業であり、中心市

街地の活性化に必要である。 

支援措置： 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

実施時期： 

令和 2 年 4

月～令和 7

年 3月 

 

区域内

外 

 

※中心市

街地活性

化ソフト

事業の対

象は、中

心市街地

区域内で

実施され

る事業の

み 

事業名： 

文化振興事業 

【再掲】 

 

内容： 

中心市街地など

で、市民主体の

文化芸術活動の

発表の場を提供

するとともに、

優れた文化芸術

を鑑賞する機会

を提供する事業 

 

実施時期： 

昭和 56 年度～ 

 

 

帯広市教

育委員会

（指定管

理者）な

ど 

中心市街地における主要な公共

施設である帯広市民文化ホール、

とかちプラザ、帯広市民ギャラリ

ーなどにおいて、市民主体の文化

芸術活動の発表の場を提供すると

ともに、優れた国内外の文化芸術

を鑑賞する機会を市民に提供する

事業である。 

本事業は、中心市街地区域外で

もごく一部実施するものの、本市

の文化施設の多くは中心市街地に

集積しており、本事業を目的とし

た来街により、中心市街地の活性

化に寄与するものである。 

文化芸術活動を通して、中心市

街地の文化機能の強化が図られ、

これにより、まちなか居住者の居

住環境が向上するほか、にぎわい

創出に資する事業であり、中心市

街地の活性化に必要である。 

支援措置： 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

実施時期： 

令和 2 年 4

月～令和 7

年 3月    

 

 

 

区域内

外 

 

※中心市

街地活性

化ソフト

事業の対

象は、中

心市街地

区域内で

実施され

る事業の

み 
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（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

支援措置の

名称及び実

施時期 

その他

の事項 

事業名： 

西３・９周辺地

区第一種市街地

再開発事業 

【再掲】 

 

内容： 

分譲マンショ

ン、事務所、商

業施設などの整

備を行う事業 

 

実施時期： 

平成 29 年度～

令和 3年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルファ

コート帯

広西３・

９地区開

発株式会

社 

西３・９周辺地区は、平成 10 年

にイトーヨーカドーが郊外へ移転

して以降約 20 年間、空きビル状態

が続いてきた。このことが、歩行

者通行量や営業店舗数の減少な

ど、中心市街地衰退の大きな要因

のひとつとなっていた。 

また、近隣する事務所ビル等は

老朽化が著しく、再開発事業によ

る周辺地区を含む一体的な再整備

を行う必要がある。 

本事業の内容は、19 階建て分譲

マンションのほか、事務所棟、店

舗棟などを建設し、都市機能の更

新を図るものである。 

これにより、中心市街地のにぎ

わいの創出に加え、まちなか居住

人口の増加を図るものであり、中

心市街地の活性化に必要である。 

 

 

支援措置： 

社会資本整

備総合交付

金（市街地

再開発事業

等） 

 

実施時期：

平成 29 年

度～令和 3

年度 
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事業名： 

西３・１０東地

区優良建築物等

整備事業 

【再掲】 

 

内容： 

宿泊施設・商業

施設・居住施設

等からなる複合

施設を整備する

事業 

 

実施時期： 

令和 3年度～ 

令和 5年度    

 

 

 

 

 

 

 

有限会社

ホテル十

勝屋 

本事業が実施される地区はJR帯

広駅からほど近く、交通の便に優

れており、近隣には、オフィスビ

ルやホテル、映画館などの娯楽施

設が集中している。 

現在は、ホテルなどが隣接して

存在しているが、これらの老朽化

が問題となっており、周辺地区が

一体となった再整備を行い、都市

機能の更新を図る必要がある。 

事業内容は、宿泊施設・商業施

設・居住施設等からなる複合施設

を整備するものである。 

再整備する宿泊施設において

は、十勝地域の観光情報を発信す

るなど、観光客が十勝地域を周遊

しやすい環境づくりに資する取り

組みを行うものである。 

本事業により、宿泊施設を再整

備し宿泊収容力を高めることで近

年増加傾向にある交流人口への対

応が図られるとともに、広域観光

が推進されるほか、商業施設整備

によるにぎわい創出や、まちなか

居住の促進が図られることから、

本事業は、中心市街地の活性化に

必要である。 

 

 

支援措置： 

社会資本整

備総合交付

金（優良建

築物等整備

事業） 

 

実施時期： 

令和 3年度

～令和 5年

度  
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（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

支援措置の

名称及び実

施時期 

その他

の事項 

事業名： 

トカチコネクシ

ョン 

 

内容： 

起業家がつなが

る拠点にて、適

切な助言・指針

を与えることが

できる外部人材

が起業家に対

し、アドバイス

を行う事業 

 

実施時期： 

平成 28 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団

法人とか

ち財団 

分野ごとで適切な助言・指針を

与えることができるスキル・ノウ

ハウを保有する外部人材が、十勝

地域における起業家に対し、各々

の事業段階に応じたアドバイスを

行い、創業・起業後間もない事業

を前進させる取り組みである。 

帯広市中心市街地では、令和元

年度から、起業家がつながる拠点

（とかちのやりたい実現カフェ

「LAND」）にて、事業を実施してい

る。 

起業家が帯広市中心市街地に集

まり、事業内容を磨き上げ、事業

の推進を図ることで、帯広市の中

心市街地のみならず十勝地域全体

の商業の活性化につながるとの波

及効果が期待される。 

本事業は、中心市街地のにぎわ

い創出に加え、商業活性化の観点

からも、中心市街地の活性化に必

要である。 

 

支援措置： 

地方創生推

進交付金 

 

実施時期：

令和 2年度 
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（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

国以外の支

援措置の名

称及び実施

時期 

その他

の事項 

事業名： 

フードバレーと

かちマラソン大

会 

 

内容： 

中心市街地を発

着地点とするマ

ラソン大会を実

施する事業 

 

実施時期： 

平成 24 年度～ 

 

 

 

 

 

フードバ

レーとか

ちマラソ

ン大会実

行委員会 

 帯広市中心市街地を発着するマ

ラソン大会を行うものである。 

 中心市街地の活性化に加え、市民

の健康増進や、フードバレーとかち

構想の推進を目的とし、多くの市民

がボランティアなどとして参加す

る市民参加型の大会として、実施す

る。 

 中心市街地を発着地点として、マ

ラソン大会を実施することで、中心

市街地のにぎわいを創出する事業

であり、中心市街地の活性化に必要

である。 

支援措置： 

独立行政法

人日本スポ

ーツ振興セ

ンター 

地方公共団

体スポーツ

活動助成 

 

実施時期： 

令和 2 年度

～令和 6 年

度  

    

 

事業名： 

おびひろ夢あか

りアートの街 

 

内容： 

中心市街地にあ

かりのオブジェ

を設置する事業 

 

実施時期： 

平成 12 年度～ 

 

 

 

 

 

 

おびひろ

夢あかり

アートの

街実行委

員会 

 

中心市街地において、冬景色に映

えるあかりのオブジェを設置し、幻

想的な光の地域を創造する事業で

ある。 

冬期間における魅力ある中心市

街地の形成と活性化を図ることを

目的とする事業であり、中心市街地

の活性化に必要である。 
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事業名： 

キッチンカーに

よるまちなか活

性化事業 

 

内容： 

キッチンカーが

集まったイベン

トを定期的に開

催する事業 

 

実施時期： 

令和元年度～ 

 

 

 

 

 

 

十勝フー

ドトラッ

ク協会 

十勝地域のキッチンカー業者が

加入する団体を結成し、中心市街地

の駅北多目的広場などで、十勝地域

の多様な食を提供するキッチンカ

ー業者が一堂に会するイベントを

定期的に開催する事業である。 

イベント開催に当たっては、各個

店へ比較的出店依頼が多い休日で

はなく、主に平日に開催すること

で、多くのキッチンカーを集め、よ

り多くの集客を図る。 

中心市街地の平日昼間のにぎわ

い創出につながる事業であり、中心

市街地の活性化に必要である。 

 

 

 

 

事業名： 

商店街活性化事

業地域いたわり

商店街事業 

 

内容： 

地域住民により

密着した商店街

となり商業の振

興を図る事業 

 

実施時期： 

平成 20 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市商

店街振興

組合連合

会及び加

盟商店街 

商店街の有する来街者向けの施

設の整備、修繕を商店街自らが進め

ることなどにより、地域住民に密着

した商店街となり、商業の振興を図

ることを目的とする事業であり、中

心市街地の活性化に必要である。 
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事業名： 

まちゼミ in お

びひろ 

 

内容： 

中心市街地を中

心とした個店の

店主等が講師と

なった少人数制

のゼミナールを

開催する事業 

 

実施時期： 

令和元年度～ 

 

 

 

 

 

帯広市商

店街振興

組合連合

会 

 

商店主と住民の距離を縮め、個店

に足を運んでもらうきっかけづく

りとするため、個店の店主等が講師

となった少人数制のゼミナールを

開催する事業である。 

専門店ならではの専門知識や情

報を受講者に伝えることで、受講者

が個店の存在や特徴を認識し、個店

と受講者の信頼関係を構築する。こ

れにより、個店が有する本来の魅力

が再発見され、中心市街地の魅力向

上につながるものである。 

中心市街地での商業の活性化を

図る取り組みであり、中心市街地の

活性化に必要である。 

 

  

事業名： 

自慢の逸品事業 

 

内容： 

商店街の各店舗

における自慢で

きる商品やサー

ビスを紹介、宣

伝する事業 

 

実施時期： 

平成 19 年度～ 

 

 

 

 

 

 

帯広市商

店街振興

組合連合

会 

 帯広市商店街振興組合連合会に

加入する商店街の各店舗における、

自信を持っておすすめできる商品

やサービスを PR する事業である。 

自慢できる商品、サービスの公募

を行い、審査した上で「自慢の逸品」

として選定し、帯広市商店街振興組

合連合会のパンフレット、Web サイ

トなどで広く市民に宣伝すること

で、各店舗の魅力を向上させる。 

中心市街地での商業の活性化を

図る取り組みであり、中心市街地の

活性化に必要である。 
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事業名： 

中心市街地フリ

ーWi-Fi 環境運営

事業 

 

内容： 

平原通におい

て、フリーWi-Fi

環境を運営する

事業 

 

実施時期： 

平成 29 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

帯広平原

通商店街

振興組合 

 中心市街地のメインストリート

である西 2条通り（平原通）のうち、

帯広駅から藤丸百貨店がある南 8丁

目まで、フリーWi-Fi 環境を運営す

る事業である。 

 中心市街地を訪れる住民や外国

人を含む観光客などが、インターネ

ットを利用して商店などの周辺情

報を気軽に得られることとなる。 

これにより、中心市街地での往来

が促進され商業活性化が見込まれ

ることから、中心市街地の活性化に

必要な事業である。 

 

 

 

事業名： 

北の屋台事業 

 

内容： 

屋台営業を通じ

て、中心市街地

のにぎわいを創

出するととも

に、起業者を支

援する事業  

 

実施時期： 

平成 13 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

北の起業

広場協同

組合 

 中心市街地のにぎわいづくりのた

め、十勝産の食材を活用しながら、

20 店舗の屋台による通年営業を実

施する事業である。 

屋台営業者が自らの店を持って本

格的な開業を目指す起業支援の機能

も持っている。 

３年を一区切りに店舗の入れ替え

を行い、屋台村としての活性化を図

っている。 

中心市街地において多くの集客を

もたらし、にぎわいを創出する事業

であることから、中心市街地の活性

化に必要である。 
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事業名： 

まちなかインキ

ュベーション事

業 

 

内容： 

北の屋台と連携

した起業支援事

業  

 

実施時期： 

平成 23 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社

まちづく

り元気お

びひろ 

 北の屋台事業と連携し、将来の起

業を目指す者を支援する事業であ

る。 

起業を志す者を募集し、北の屋台

の店舗で一定期間、実際の営業を通

じてノウハウを学ばせ、修了後は中

心市街地で独立させることによっ

て、起業者を育成する。 

中心市街地の空き店舗の解消や、

商業の活性化が図られる事業であ

ることから、中心市街地の活性化に

必要である。 

 

  

事業名： 

百貨店活性化事

業 

 

内容： 

藤丸百貨店の改

装のほか、藤丸

百貨店を中心と

したまちなか回

遊性イベント等

を実施する事業 

 

実施時期： 

令和 2 年度～令

和 4年度 

 

 

 

 

 

株式会社

藤丸 

 藤丸百貨店において、地域住民に

加え、観光客を含めた集客力を高め

る改装を行うほか、藤丸百貨店を中

心として、近隣商店街などを回遊す

るためのイベント等を実施する事

業である。  

これにより、藤丸百貨店への入店

目的による来街者の増加のほか、ま

ちなかでの回遊が促進され、中心市

街地の商業活性化が見込まれるこ

とから、中心市街地の活性化に必要

な事業である。 
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事業名： 

免税店機能運営

事業 

 

内容： 

免税カウンター

を設置し、中心

市街地の商店街

エリアに所在す

る免税店を対象

として、免税手

続きを一括して

行うことを可能

とする事業 

 

実施時期： 

平成 29 年度～ 

 

 

 

株式会社

まちづく

り元気お

びひろ 

藤丸百貨店内に免税カウンター

を設置し、中心市街地の商店街エリ

アに所在する免税店を対象として、

消費税の免税手続きを一括して行

うことを可能とする事業である。 

 外国人観光客にとって、各店舗で

の煩雑な免税手続が不要となり、よ

り便利に商品の購入が可能となり、

商店街の売り上げ向上に資するも

のである。 

中心市街地での商業の活性化を

図る取り組みであり、中心市街地の

活性化に必要である。 

 

  

事業名： 

帯広まちなか

「商」学校事業 

 

内容： 

低廉な額での空

き店舗の賃貸や

経営指導を行

い、中心市街地

での新規開業を

支援する事業 

 

実施時期： 

令和元年度～ 

帯広商工

会議所 

 

帯広商工会議所が主体となり、飲

食業や小売業等での開業を目指す

者に対し、低廉な額での空き店舗の

賃貸や経営指導を行うことで、中心

市街地での新規開業を支援する事

業である。 

中心市街地の空き店舗の解消や、

商業の活性化が図られる事業であ

り、中心市街地の活性化に必要であ

る。 
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事業名： 

空き店舗情報発

信事業 

 

内容： 

空き店舗情報を

集約し、帯広市

商店街振興組合

連合会のホーム

ページ等で発信

し、空き店舗の

利活用を促す事

業 

 

実施時期： 

令和元年度～ 

 

 

 

 

帯広市商

店街振興

組合連合

会 

 

中心市街地の空き店舗情報を集

約した上で、帯広市商店街振興組合

連合会のホームページ等に掲載し、

新たな事業を興したい意欲が強い

者へ情報を発信することで、商業利

用など、空き店舗の利活用を促す事

業である。 

中心市街地の空き店舗の解消や、

商業の活性化が図られる事業であ

り、中心市街地の活性化に必要であ

る。 

 

  

事業名： 

コミュニティ・

ホテルを活用し

た来街促進事業 

 

内容： 

第２期計画で整

備したリノベー

ションホテルに

て、イベントな

どを開催し、来

街を促す事業 

 

実施時期： 

平成 27 年度～ 

 

 

 

 

十勝シテ

ィデザイ

ン株式会

社 

第２期計画で経済産業省の中心

市街地再生事業費補助金等を活用

して整備したリノベーションホテ

ル（以下「コミュニティ・ホテル」

という。）１階部分にて、地元産大

麦を原料とするクラフトビールの

開発・販売や、音楽・トーク・映画

上映などの各種イベントを行う事

業である。 

これにより、ホテル利用者のみな

らず、地元住民も含めた広い利用が

なされ、来街が促進される。 

中心市街地のにぎわいを創出す

る事業であることから、中心市街地

の活性化に必要である。 
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事業名： 

十勝のコアな魅

力発信事業 

 

内容： 

コミュニティ・

ホテルにて、十

勝地域における

食や温泉などの

地域資源の情報

を集約し、情報

発信を行うこと

で、来街につな

げる事業 

 

実施時期： 

平成 28 年度～ 

 

 

 

十勝シテ

ィデザイ

ン株式会

社 

コミュニティ・ホテルにおいて、

十勝地域における食や温泉などの

地域資源の情報をまとめたイラス

トマップなどを作成し、来街につな

げる事業である。また、イラストマ

ップのデータとインターネットの

地図データを連携する取り組みも

進めるものである。 

十勝管外からの来街者を含め、帯

広市中心市街地へこうしたコアな

情報を求めて来街する人が増える

ことで、来街後には入手した情報を

もとに、十勝管内を訪れる人が増え

るとの波及効果も期待される。 

中心市街地のにぎわいを創出す

る事業であることから、中心市街地

の活性化に必要である。 

 

  

事業名： 

馬車 BAR  

 

内容： 

コミュニティ・

ホテルを発着所

として、農耕馬

（ばん馬）が引

く馬車内で BAR

を運営し、中心

市街地を巡る事

業 

 

実施時期： 

令和元年度～ 

 

 

 

 

 

十勝シテ

ィデザイ

ン株式会

社 

コミュニティ・ホテルを発着所と

して、体重約１トンの農耕馬（ばん

馬）が引く馬車内で BAR を運営し、

中心市街地を巡る事業である。 

中心市街地における新たな観光

資源として、管外からの観光客も含

め、来街するきっかけとなるもので

ある。 

こうした取り組みにより、十勝管

外から帯広市中心市街地へ訪れる

人が増えることで、その後十勝管内

を訪れる人が増えるとの波及効果

も期待される。 

中心市街地のにぎわいを創出す

る事業であることから、中心市街地

の活性化に必要である。 

 

  



 

 116 

事業名： 

SMALL LOCAL ツ

アー 

 

内容： 

コミュニティ・

ホテルにて、魅

力を秘めたツア

ーを企画・実施

する事業 

 

実施時期： 

平成 27 年度～ 

 

 

 

 

 

十勝シテ

ィデザイ

ン株式会

社 

コミュニティ・ホテルにおいて、

夜の帯広まちなか探検ツアー（帯広

市）、犬ぞりツアー（鹿追町）、どさ

んこ牧ツアー（芽室町）といった魅

力を秘めた小規模のアクティビテ

ィツアー等を企画・実施する事業で

ある。 

こうした取り組みにより、十勝管

外から帯広市中心市街地へ訪れる

人が増えることで、その後十勝管内

を訪れる人が増えるとの波及効果

も期待される。 

中心市街地のにぎわいを創出す

る事業であることから、中心市街地

の活性化に必要である。 

 

  

事業名： 

帯広まちやど事

業 

 

内容： 

コミュニティ・

ホテルを起点

に、帯広市中心

市街地全体をひ

とつの宿とみた

てた「まちやど」

として、宿泊施

設や滞在コンテ

ンツを充実させ

る事業 

 

実施時期： 

平成 30 年度～ 

 

 

 

 

十勝シテ

ィデザイ

ン株式会

社 

コミュニティ・ホテルを起点に、

帯広市中心市街地全体をひとつの

宿とみたてた「まちやど」として、

宿泊施設や滞在コンテンツを充実

していく事業である。 

 中心市街地内にある既存建物の

空室等を宿泊施設、映画館、ギャラ

リー、私設図書館、レストラン、カ

フェなどに再利用し、新しい物件利

用の形態へと変化させていく。 

帯広市中心市街地の交流人口・関

係人口を増やす取り組みであり、中

心市街地のにぎわいを創出する事

業であることから、中心市街地の活

性化に必要である。 
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事業名： 

コミュニティ・

ホテルを拠点と

した広域プロモ

ーション事業 

 

内容： 

コミュニティ・

ホテルを拠点

に、食と観光を

中心とした十勝

地域の資源を国

内外に向けてプ

ロモーションす

る事業 

 

実施時期： 

平成 30 年度～ 

 

十勝シテ

ィデザイ

ン株式会

社 

コミュニティ・ホテルを拠点に、

食と観光を中心とした十勝地域の

資源を国内外に向けてプロモーシ

ョンする事業である。 

本事業を通して中心市街地を国

内外から訪れる交流人口や関係人

口を増やすことで、馬車 BAR など計

画に位置付ける事業の効果が促進

される。 

広域でのプロモーション活動を

活用して帯広市中心市街地の交流

人口・関係人口を増やす取り組みで

あり、中心市街地のにぎわいを創出

する事業であることから、中心市街

地の活性化に必要である。 

 

  

事業名： 

起業家がつなが

る拠点運営事業 

 

内容： 

「起業等を志す

人たちが集い、

交流する施設」

を運営する事業 

 

実施時期： 

令和元年度～ 

 

公益財団

法人とか

ち財団 

「創業・起業、事業創発を目指す

人材や支援者等が集い、交流する施

設（とかちのやりたい実現カフェ

「LAND」）」を中心市街地で運営する

ことで、情報交換や勉強会等により

日常的なにぎわいを創出する事業

である。 

ビジネスについて語り合うコミ

ュニティカフェや、起業家が集う仕

事場など、十勝地域における創業・

起業、事業創発を目指す者などが日

常的に集い、つながり、新しいチャ

レンジやアイディアが生まれる場

を提供するものである。 

本事業は、中心市街地のにぎわい

創出に加え、空き店舗等での起業に

もつながることが期待され、商業活

性化の観点からも、中心市街地の活

性化に必要である。 
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事業名： 

十勝の起業家磨

き上げ事業 

 

内容： 

起業家がつなが

る拠点にて、旧

起業家支援財団

（神奈川県）の

人脈を生かし、

十勝地域の事業

の磨き上げを行

う事業 

 

実施時期： 

平成 30 年度～ 

 

公益財団

法人とか

ち財団 

平成 30 年に公益財団法人とかち

財団と合併した、旧公益財団法人起

業家支援財団（神奈川県）の人脈を

生かし、先輩起業家等の協力を得

て、十勝地域における起業家の事業

の磨き上げを支援する事業である。 

地域外からの着想や刺激を受け

ることで、新事業創出の加速化を図

るものである。 

帯広市中心市街地では、令和元年

度から、起業家がつながる拠点（と

かちのやりたい実現カフェ「LAND」）

にて、事業を実施している。 

起業家が帯広市中心市街地に集

まり、地域外からの着想等によりそ

の事業内容を磨き上げ、事業の推進

を図ることで、帯広市の中心市街地

のみならず十勝地域全体の商業の

活性化につながるとの波及効果が

期待される。 

本事業は、中心市街地のにぎわい

創出に加え、商業活性化の観点から

も、中心市街地の活性化に必要であ

る。 
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事業名： 

起業等に関する

支援事業の各種

報告会等事業 

 

内容： 

起業家がつなが

る拠点にて、起

業・事業創発に

向けた人材育成

等に関する補助

事業の報告会等

を実施する事業 

 

実施時期： 

平成 30 年度～ 

 

 

公益財団

法人とか

ち財団な

ど 

公益財団法人とかち財団等が実

施する起業・事業創発に向けた人材

育成等に関する補助事業（十勝人チ

ャレンジ支援事業・とかち財団学生

起業家育成奨学金等）の報告会等を

実施する事業である。 

帯広市中心市街地では、令和元年

度から、起業家がつながる拠点（と

かちのやりたい実現カフェ「LAND」）

にて、事業を実施している。 

起業を目指す者が帯広市中心市

街地に集まり、各種支援を活用した

事例報告会に参加し刺激を受ける

ことで、その後、帯広市の中心市街

地のみならず十勝地域全体で起業

や新たな事業を興し、十勝地域全体

の商業の活性化につながるとの波

及効果が期待される。 

本事業は、中心市街地のにぎわい

創出に加え、商業活性化の観点から

も、中心市街地の活性化に必要であ

る。 
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事業名： 

十勝地域の起業

等支援拠点施設

連携事業 

 

内容： 

十勝地域の各エ

リアに所在する

起業等支援拠点

施設で実施する

事業を、他のエ

リアの施設で相

互に実施し、各

エリアの起業を

志す人などをつ

なげる事業 

 

実施時期： 

令和元年度～ 

 

 

公益財団

法人とか

ち財団 

十勝地域中心エリアの起業家が

つながる拠点である「とかちのやり

たい実現カフェ「LAND」（帯広市）」、

十勝北エリアの「インキュベーショ

ンセンター（上士幌町）」、十勝南エ

リアの「熱中小学校（更別村）」が

連携し、各エリアの起業等支援拠点

施設で実施する事業の一部を他の

エリアの施設で相互に実施するこ

となどにより、各エリアの起業等を

志す「人」や、各地域の「もの」を

つなげる事業である。 

広大な十勝地域において、中心エ

リア、北エリア、南エリアのそれぞ

れの「意欲ある人」や「もの」をつ

なぎ合わせることで、帯広市の中心

市街地のみならず十勝地域全体で

起業し、十勝地域全体の商業の活性

化につながるとの波及効果が期待

される。 

本事業は、中心市街地のにぎわい

創出に加え、商業活性化の観点から

も、中心市街地の活性化に必要であ

る。 
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事業名： 

共通駐車券事業 

 

内容： 

共通駐車券によ

り商店街の活性

化を促進する事

業 

 

実施時期： 

平成元年度～ 

 

 

 

 

 

 

帯広市商

店街振興

組合連合

会 

 中心市街地の商店街と駐車場所

有者が連携して、共通駐車券を発行

する事業である。 

中心市街地の駐車利便の向上と

商店街の活性化を促進する事業で

あり、中心市街地の活性化に必要で

ある。 

  

事業名： 

商店街活性化事

業歩道ロードヒ

ーティング設備

維持事業 

【再掲】 

 

内容： 

冬期間の快適な

歩行空間の確保

によるにぎわい

創出事業 

 

実施時期： 

平成 11 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市商

店街振興

組合連合

会及び加

盟商店街 

 中心市街地に存する商店街の歩

道ロードヒーティングは、街路整備

に合わせて、冬期間における安全で

快適な歩行者空間を確保すること

によるにぎわい創出と、まちなか居

住環境向上の基盤として、これまで

に、商店街が設置してきたものであ

る。 

これを維持していくことにより、

商店街の活性化によるにぎわい創

出、まちなか居住者の居住環境の向

上に加え、都市の魅力向上にもつな

がることから、中心市街地の活性化

に必要である。 
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事業名： 

帯広商工会議所

まちなか支所運

営事業 

 

内容： 

中心市街地に専

用の事務所を構

え、中心市街地

活性化に関する

事業や経営相談

などを行う事業 

 

実施時期： 

平成 22 年度～ 

 

 

 

 

帯広商工

会議所 

 

 中心市街地に専用の事務所を構

え、中心市街地活性化に関する事業

の推進や、経営相談事業等を展開す

る事業である。 

 中心市街地活性化施策を推進す

る機能を有する施設を運用する事

業であり、中心市街地の活性化に必

要である。 

 

 

 

事業名： 

高齢者いきいき

ふれあい館「ま

ちなか」運営事

業 

【再掲】 

 

内容： 

高齢者等が、中

心市街地で軽運

動や文化活動な

どを通じて、交

流する施設を運

営する事業 

 

実施時期： 

平成 28 年度～ 

 

 

 

 

帯広市 高齢者が中心市街地で軽運動や

文化活動などを通じて交流し、社会

参加と健康づくりにつなげる施設

を運営する事業である。 

利用者は、１階のカフェでは語ら

いや休憩スペースとして、２階の活

動スペースでは軽運動などとして

利用することができる。 

中心市街地で高齢者が集う場を

提供することにより、高齢者の生き

がいと健康づくりを通したにぎわ

い創出に加え、高齢者の居住環境が

向上することから、中心市街地の活

性化に必要である。 
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事業名： 

市民活動交流セ

ンター運営事業  

【再掲】 

 

内容： 

中心市街地にお

いて、市民活動

の拠点施設を運

営する事業 

 

実施時期： 

平成 18 年度～ 

 

 

 

 

帯広市 藤丸百貨店の１フロアを賃貸し、

子育て活動室、高齢者活動室、多目

的活動室などを備えた市民活動の拠

点となる施設を運営し、市民の自主

的活動を支援する事業である。 

中心市街地において、市民活動や

交流の拡大を図ることで、幅広い年

齢層の市民の居住環境が向上するほ

か、にぎわい創出に資する事業であ

り、中心市街地の活性化に必要であ

る。 

 

  

事業名： 

プラザまつり事

業 

【再掲】 

 

内容： 

生涯学習と、

人々の交流の拠

点である「とか

ちプラザ」にお

いて、作品展、

学習活動の発表

会、子ども向け

の体験イベント

などを実施する

事業 

 

実施時期： 

平成 7年度～ 

 

 

 

 

プラザま

つり実行

委員会 

 

「とかちプラザ」において、書道

や絵画などの作品展、ダンスや合唱

などの発表会、子ども向け体験イベ

ントなど、幅広い世代の市民がとも

に学び、交流するイベントを開催す

る事業である。 

中心市街地における主要な公共

施設である「とかちプラザ」におい

て事業を実施することで、中心市街

地の生涯学習機能の強化が図られ、

これによりまちなか居住者の居住

環境が向上するほか、にぎわい創出

に資する事業であり、中心市街地の

活性化に必要である。 
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事業名： 

図書館利活用事

業 

【再掲】 

 

内容： 

図書館を利活用

し、多様な世代

を対象とした学

習活動を行う事

業 

 

実施時期： 

平成 17 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市教

育委員会

など 

 

中心市街地に所在する図書館に

おいて、子どもから高齢者までの多

様な世代を対象とした各種事業の

ほか、様々な団体との連携事業や、

近隣の文化施設を活用した講演会

などを実施する事業である。 

本事業により中心市街地の生涯

学習機能の強化が図られ、これによ

りまちなか居住者の居住環境が向

上するほか、にぎわい創出に資する

事業であり、中心市街地の活性化に

必要である。 
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８．４から７までに掲げる事業及び措置と一体的に推進する事業に関する事項 

［１］公共交通機関の利便性の増進及び特定事業の推進の必要性  

 

 本市の中心市街地における公共交通機関は、鉄道とバスを中心に重要な役割を担ってい

る。 

 バスについては、ハード面の取り組みとして、平成 13 年度から平成 15 年度までにかけ

て、JR 帯広駅前に 14 バスバース規模のバスターミナルを整備したことで、路線バスをはじ

め、都市間バス、空港連絡バスの全てが乗り入れ可能となり、利便性が格段に向上した。 

また、平成 30 年 5 月に、老朽化したバスターミナルビルを解体し、公共交通に加え、観

光拠点機能も併せ持つ新たなバスターミナルを建設したことで、利用者の利便性が更に高

まっている。 

 平成 29 年 3 月には、行政機関・バス事業者・地域住民などで構成する「帯広市地域公共

交通活性化協議会」における協議を経て、地域にとって望ましい公共交通網の姿を明らか

にした「帯広市地域公共交通網形成計画」を策定し、計画に基づいた事業を展開している。 

 

 これまでの取り組みやバス事業者の営業努力により、路線バス利用者は一時の減少傾向

が落ち着き、現在は横ばい状況にある。今後は、高齢化の進展に伴い、免許返納により車

を持たない高齢者が増えることが見込まれるなど、来街手段として路線バスの果たす役割

はますます高まると考えられることから、これまでの取り組みを踏まえて今後も必要な事

業を展開していく必要がある。 

路線バスを活かした公共交通機関の利便性の向上に向けた取り組みは、本市のみならず、

十勝全域から中心市街地への来街を維持・強化するものであり、中心市街地の活性化にと

ってその必要性が高いものである。 

 

フォローアップについては、毎年度終了後に、基本計画に位置づけた各事業の進捗状況

の調査を行い、必要に応じて適切な措置を講ずる。 

 

 

※帯広市内を運行するバス事業者２社の路線バス・都市間バス・空港連絡バスの合計年間利用人数の推移である。 
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○市内中心部バス路線図 
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［２］具体的事業の内容 

（1）法に定める特別の措置に関連する事業 

   ※該当なし 

 

（2）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

   ※該当なし 

 

（2）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

   ※該当なし 

 

（3）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

支援措置の

名称及び実

施時期 

その他

の事項 

事業名： 

あいのりバス・

タクシー事業 

 

内容： 

農村地域から中

心市街地等への

乗合バス・タク

シーを運行する

事業 

 

実施時期： 

【タクシー】 

平成 16 年度～ 

【バス】 

平成 17 年度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市 農村地域から、都市機能が集積

する中心市街地などへの乗合バ

ス・タクシーを運行する事業であ

る。 

平成 29 年から、利用者の更なる

利便性向上や、新たな利用者の確

保等を目的として、インターネッ

トによる予約システムを導入して

いる。 

農村地域の住民にとって、中心

市街地への交通の利便性が確保さ

れる事業であり、中心市街地の活

性化に必要である。 

 

 

支援措置： 

地域公共交

通確保維持

改善事業 

（地域公共

交通確保維

持事業） 

 

実施時期： 

令和 2 年度

～令和 6 年

度 
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（4）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容及

び実施時期 
実施主体 

中心市街地の活性化を実現する 

ための位置付け及び必要性 

国以外の支

援措置の名

称及び実施

時期 

その他

の事項 

事業名： 

買物共通バス券

事業 

 

内容： 

バス利用の買物

客に共通バス券

を提供し、来街

者の利便を図る

事業 

 

実施時期： 

平成 14 年度～ 

 

 

 

 

帯広市商

店街振興

組合連合

会 

 中心市街地への来街者サービス

として、本事業参加店での買物に

よって、いずれのバス会社でも利

用可能な共通バス券を提供する事

業である。 

来街者へのサービス向上と、バ

ス利用を促進する事業であること

から、公共交通機関の利活用とと

もに、中心市街地の活性化に必要

である。 

  

事業名： 

高齢者おでかけ

サポートバス事

業 

 

内容： 

満 70 歳以上の

市民のうち、本

事業の希望者に

バス無料乗車証

を交付する事業 

 

実施時期： 

平成 24 年度～ 

 

 

 

 

帯広市  満 70 歳以上の帯広市民のうち、

本事業の利用希望者に対し、高齢

者バス無料乗車証を交付する事業

である。 

高齢者の外出・移動を支援し、

高齢者の健康と生きがいづくりへ

の支援、積極的な社会参加を促進

するほか、来街者の増加を図るこ

となどを目的としている。 

バスを利用した来街を促進する

事業であり、公共交通機関の利活

用とともに、中心市街地の活性化

に必要である。 
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事業名： 

公共交通・観光

活性化拠点施設

運営事業 

 

内容： 

公共交通と観光

の活性化を目的

とした施設を運

営する事業 

 

実施時期： 

平成 30 年度～ 

 

十勝バス

株 式 会

社、 

北海道拓

殖バス株

式会社、 

一般社団

法人交通

環境まち

づくりセ

ンター 

及び 

帯運観光

株式会社 

 

 帯広駅北口バスターミナルにお

いて、公共交通拠点機能に加え、

十勝管内の観光案内などの観光拠

点機能も併せ持つ施設「バスター

ミナルおびくる」を運営する事業

である。 

バスターミナルおびくる内にお

いて、TOKACCHA レンタサイクル事

業（注１）や、観光情報発信事業

（注２）を行い、観光拠点として

の機能も担う。 

十勝管外から、管内の観光資源

の情報や、レンタサイクルを求め

て帯広市中心市街地を訪れる人が

増えることで、その後十勝管内を

訪れる人が増えるとの波及効果が

期待される。 

本事業は、公共交通の拠点機能

としての利活用のほか、観光目的

による来街者の増加を図る事業で

あることから、中心市街地の活性

化に必要である。 

 

注１）シティサイクル自転車によ

る「まちなか回遊」から、ロー

ドバイクによる「十勝の観光ス

ポット周遊」まで、幅広い目的

に対応したレンタサイクル事業 

 

注２）十勝地域のサイクリングル

ートをまとめた動画配信や、十

勝管内の観光スポット情報誌の

集約などの事業 
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事業名： 

元気おびひろ！ 

まちなか食遊バ

スパック事業 

 

内容： 

バスを利用して

来街し、本事業

参加店舗で食事

等をした場合

に、参加店舗で

の割引と、バス

運賃の割引の特

典を与える事業 

 

実施時期： 

平成 24 年度～ 

 

 

 

十勝バス

株式会社 

 バス事業者が中心市街地の飲食

店等と連携し、バスを利用して中

心市街地を訪れた人に、参加店舗

での割引のほか、店舗で一定金額

以上の利用・購入があった場合に、

バス利用料金の割引の特典を与え

る事業である。 

 公共交通機関の利用が促進され

るとともに、中心市街地のにぎわ

い創出に寄与する事業であり、中

心市街地の活性化に必要である。 

 

 

 

 

事業名： 

まちなか活性化

懇談会実施事業 

 

内容： 

中心市街地の活

性化に向け、商

業者をはじめと

した当事者が、

様々な立場の者

から意見を聴取

する場を設ける

事業 

 

実施時期： 

平成 24 年度～ 

 

 

 

 

帯広市中

心市街地

活性化協

議会 

 中心市街地の活性化を進めるた

めには、商業者をはじめとする者

が当事者意識を持ち、店舗や商店

街の魅力向上を図る必要がある。 

 当事者意識を醸成するため、商

業者などの当事者が、学生、子育

て中の親、高齢者など、様々な立

場の者から意見を聴取する場を設

け、この場から当事者が刺激を受

ることで、自らの創意・工夫によ

る取り組みを展開することが期待

できる。 

 中心市街地の活性化を当事者が

主体的に進めていくために必要な

事業であり、中心市街地の活性化

に必要である。 
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◇ ４から８までに掲げる事業及び措置の実施箇所 

 

 

 

 

 

 

中心市街地区域 (140ha) 

 

場所の特定がない、全域にわたる事業 

 

 
 

 
 

 フードバレーとかちマラソン大会 

 商店街活性化事業 演出・催事実施事業 

 商店街活性化事業 地域いたわり商店街事業 

 まちゼミ inおびひろ 

 自慢の逸品事業 

 空き店舗情報発信事業 

 共通駐車券事業 

 商店街活性化事業 歩道ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞ設備維持事業 

 

 あいのりバス・タクシー事業 

 買物共通バス券事業 

 高齢者おでかけサポートバス事業 

 元気おびひろ！まちなか食遊バスパック事業 

 まちなか活性化懇談会実施事業 

 まちなか居住プラットホーム事業 

 移住促進事業（UIJ ターン促進事業） 

 空家等対策支援事業 

 

 文化振興事業 

 

 西 3･9 周辺地区第一種市街地再開発事業 

 

 市営駐車場管理運営事業 

 

 帯広まちなか歩行者天国事業 

 

 高齢者いきいきふれあい館「まちなか」運営事業 

 

凡例 

 ４に位置付けている事業 

 ５に位置付けている事業 

 ６に位置付けている事業 

 ７に位置付けている事業 

 ８に位置付けている事業 

 

 西 3･10 東地区優良建築物等整備事業 

 
 

 プラザまつり事業 

 おびひろ菊まつり 

 
 図書館利活用事業 

 

 市民活動交流センター運営事業 

 免税店機能運営事業 

 百貨店活性化事業 

 

 おびひろ平原まつり 

 中心市街地フリーWi-Fi環境運営事業 

 

 公共交通・観光活性化拠点施設運営事業 

 

 北の屋台事業 

 まちなかｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ事業 

 

 帯広まちなか「商」学校事業 

 
 帯広商工会議所まちなか支所運営事業 

 

 起業家がつながる拠点運営事業 

 トカチコネクション 

 十勝の起業家磨き上げ事業 

 起業等に関する支援事業の各種報告会等

事業 

 十勝地域の起業等支援拠点施設連携事業 

 

 おびひろ夢あかりアートの街 

 キッチンカーによるまちなか活性化事業 

 

 とかちマルシェ事業 

 おびひろｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

 

 ｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾎﾃﾙを活用した来街促進事業 

 十勝のコアな魅力発信事業 

 馬車 BAR 

 SMALL LOCAL ツアー 

 帯広まちやど事業 

 コミュニティ・ホテルを拠点とした広域

プロモーション事業 

 

JR帯広駅 

市役所 
藤丸百貨店 

各商店街 
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９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

［１］市町村の推進体制の整備等  

（１）庁内体制 

 本市では、商業振興、市街地再開発、創業・起業支援、公共交通など、中心市街地活性

化に資する事項を幅広く所管する商業まちづくり課が、第３期帯広市中心市街地活性化基

本計画の策定作業に当たっている。 

部局組織 商業まちづくり課 

所管事項 中心市街地の基本的な振興計画、商業振興、商店街支援、市街地再

開発事業、創業・起業支援、公共交通など 

人員体制 課長含め 10 名、うち専任職員 1名 

 

（２）庁内の連携調整等 

第３期帯広市中心市街地活性化基本計画の策定・変更などに当たっては、まず、計画事

業の関係課の課長級職員で構成される関係課会議にて議論を行い、計画内容の調整を行

う。その後、各部の施策との調整協議を行うため、各部次長級職員における部間の横断的

な会議を経た後、本市における最高意志決定の場である全体庁議において議題として取り

上げ、意思決定を行う。全体庁議における意思決定を経た内容は、後述の市議会産業経済

委員会へ報告を行い、審議を経ることとする。 

また、各年度のフォローアップに当たっては、前述の関係課会議にて事業の進捗状況の

確認などを行う。 

 

≪第 3期計画の策定に向けた経過≫ 

・平成 30 年 6 月 13 日  関係課会議   

  「次期中心市街地活性化基本計画策定に向けた事業の洗い出し」について 

・令和元年 7 月 29 日  企画調整監会議 

「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画（骨子）について」 

・令和元年 8 月 6 日  全体庁議    

  「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画（骨子）について」 

・令和元年 9 月 12 日  関係課会議 

 「計画事業の調整、計画書記載内容の確認、中心市街地活性化ソフト事業を活用する

事業の留意事項について」 

・令和元年 10 月 28 日 企画調整監会議 

「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画（原案）について」 

・令和元年 11 月 11 日 全体庁議 

「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画（原案）について」 

・令和元年 11 月 25 日～令和元年 12 月 24 日 パブリックコメントの実施 

・令和元年 12 月 26 日  企画調整監会議 

「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画（原案）に対するパブリックコメントの結

果について」 

・令和 2年 1 月 7 日  全体庁議 
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「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画（原案）に対するパブリックコメントの結

果について」 

 

（３）市議会における審議 

・令和元年 9 月 2 日  産業経済委員会 

「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画（骨子）について」 

・令和元年 11 月 22 日 産業経済委員会 

「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画（原案）について」 

・令和 2年 1 月 17 日  産業経済委員会 

「第 3期帯広市中心市街地活性化基本計画（原案）に対するパブリックコメントの結

果について」 

 

 

［２］中心市街地活性化協議会に関する事項 

 帯広商工会議所が中心となって、平成 18 年 12 月に、「中心市街地活性化協議会設立準

備会」を発足し、法定協議会の設立に向けて、協議会準備会委員等による協議を開始した。 

 平成 19 年 1 月から、「中心市街地活性化協議会準備会」において、具体的事業等の協議

を行った。 

 

協議会の設立 

平成 19 年 5 月 25 日、中心市街地の活性化に関する法律に基づき、下記のとおり、法

定要件を満たした上で、中心市街地活性化協議会を設立した。 

・法第 15 条第 1項第 1号「イ」特定非営利活動法人「十勝まちづくり住の会」 

・法第 15 条第 1項第 2号「イ」帯広商工会議所 

 なお、特定非営利活動法人「十勝まちづくり住の会」については、法第 62 条（旧

第 52 条）に規定する業務を定款に追加し、変更認可を受けたことから、法第 61 条（旧

第 51 条）の規定により中心市街地整備推進機構として指定（平成 19 年 4 月 20 日）

した。 

 

 また、平成 24 年度には、構成員が多くこれまでの協議会で活発に発言することが難し

かったことから、協議会の構成員を 26 名から約半数（平成 30 年度第２回からは、13 名）

に減少させる一方、開催回数を増加させており、より実質的な議論を行っている。 
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協議会の構成員 

 

 

協議会
役　 職

委   員

〃

　十勝シティデザイン株式会社 代表取締役

　帯広市　商工観光部長

　帯広市商店街振興組合連合会　理事長

　帯広商工会議所　商業委員長

〃

〃

〃

　十勝地区バス協会　会長

会　 長

副会長

副会長

　帯広信用金庫　常務執行役員（地域経済振興部長） 

　帯広商工会議所　副会頭

　NPO法人十勝まちづくり住の会　理事長

団　体　・　所　属

　　所　紀夫

　　金澤　耿

　帯広電信通り商店街振興組合 理事長 　　長谷　渉

　　金澤　和彦

氏　　　　名

　　秋元　和夫

　　相澤　充

　　杉山　輝子

　　山川　知恵

　　林　克彦

　　坂口　琴美

　　野村　文吾

〃 　帯広まちなか歩行者天国実行委員会　 事務局長

〃 　帯広畜産大学　教授 　　仙北谷　康

　　藤森　裕康

　空間Works 代表

　とかち帯広ホテル旅館組合 組合長

〃

〃

〃
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協議会の開催経過 

 第３期計画策定に向けた帯広市中心市街地活性化協議会の開催経過は、下記のとおりで

ある。 

・平成 30 年 7 月 31 日 第 3 期計画策定に向けた市民アンケート案について 
・平成 30 年 12 月 6 日 第 2 期計画の総括、第 3期計画策定に向けた市民アンケート

調査結果、第 3期計画の骨子案について 
・平成 31 年 4 月 24 日 第 3 期計画の骨子案について 
・令和元年 11 月 27 日 第 3 期計画の原案について 
・令和元年 12 月 16 日 意見書のとりまとめ 

 

第３期計画を推進するための体制 

（１）中心市街地活性化協議会 

毎年度終了後に、計画に位置づけた各事業の進捗状況のフォローアップを行う。 

（２）中心市街地活性化協議会専門部会 

平成 25 年度から「中心市街地活性化のあり方検討部会」、「まちなか活性化懇談会

部会」を設置している。今後も、これらの専門部会を活用し議論を深めていく。 

（３ まちなか活性化懇談会 

平成 24 年度から「まちなか活性化懇談会」を設置している。今後も、「まちなか活

性化懇談会」を活用し、中心市街地における商業者などが自らの創意・工夫により、

これまで以上に当事者意識を持って計画が推進されるよう、議論を深めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称：まちなか活性化懇談会 

目的：当事者意識を醸成する場 

 

 

想定する参加者 

 

 

 

場の形態、テーマ 

 

 

すすめ方 

中心市街地活性化協議会 

当 事 者：商業者、まちなかの活性化に関わる人びと 
行 政 等：市、商工会議所、各種支援機関等 
消費者等：消費者、学生等（様々な年代、背景を持つ人びと） 

人づくり 店づくり まちづくり 

形 態：会議、意見交換会、ワークショップ等 
テーマ：中心市街地活性化の進捗状況等により適宜設定 

〇まちなか活性化懇談会の全体像 

構成員は商業者をはじめとする当事者を基本として、テーマ、形態は固定的な
ものとせず、広く意見を聴取、議論し、当事者に何が求められ、何をすべきか
等について、情報の共有と意識の醸成を図る。 
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中心市街地活性化協議会による意見書（令和元年 12 月 25 日） 
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中心市街地活性化協議会規約 
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［３］基本計画に基づく事業及び措置の一体的な推進等 

（１）客観的現状分析、ニーズ分析に基づく事業及び措置の集中実施 

 ア 統計的データの客観的な把握・分析 

 「１．中心市街地の活性化に関する基本的な方針」の「〔３〕データから見た本市

と中心市街地の現状」の欄に、統計的データによる把握・分析を記載 

 

 イ 地域住民のニーズ等の客観的な把握・分析 

 「１．中心市街地の活性化に関する基本的な方針」の「〔４〕市民から見た中心市

街地の現状など」の欄に、地域住民のニーズ等の客観的な把握・分析を記載 

 

 ウ 旧中心市街地活性化法に基づく取り組みの把握・分析 

 本市では、平成 10 年度に施行された「中心市街地における市街地の整備改善及び

商業等の活性化の一体的推進に関する法律（現中心市街地の活性化に関する法律）」

に基づき、平成 12 年度に「帯広市中心市街地活性化基本計画」を策定し、「人と人と

のふれあいを生み出す界隈性の醸成」、「都市機能の更なる集約多様な市民が住みよさ

を実感する都心居住の推進」、「市街地の整備改善と商業等の活性化に関する事業の集

中的、効果的実施」を目標として取り組みを進めた。 

 目標は「駅周辺核ゾーン」、「界隈性づくりゾーン」、「公共公益ゾーン」、「駅南商業・

業務、交流、居住ゾーン」にゾーニングし、計画に記載した合計 33 事業によって、

活性化を図った。 

 事業の実施状況は、一部完了・実施中のものを含んで事業が 28 となっており、全

体の実施率は、84.8％であった。 

 基本計画の策定に併せて、帯広商工会議所では「帯広タウン・マネージメント基本

構想」を策定し、行政と経済界が密接な連携を図りながら中心市街地の活性化に取り

組み、「北の屋台」、「チャレンジショップ」などの事業を実施してきた。 

 

 ○帯広市中心市街地活性化基本計画（旧計画）事業の進捗状況（平成 18 年度末） 

 事業数 実施数（一部実施） 実施率 

市街地の整備改善事業 14 12 85.7％ 

商業の活性化事業 16 14 87.5％ 

市街地の一体的推進事業 3 2 66.7％ 

合  計 33 28 84.8％ 

 

エ 第１期帯広市中心市街地活性化基本計画に基づく取組の把握・分析 

 本市では、平成 18 年度に改正された「中心市街地の活性化に関する法律」に基づ

き、平成 19 年度に「第１期帯広市中心市街地活性化基本計画」を策定し、国の認定

を受けた。 

「居住空間の整備からコミュニティの再生へ」、「散歩（そぞろ歩き）を楽しめる商

店街へ」、「文化に接する機会の提供から新たな人の流れへ」を基本方針として取り組

みを進めた。 
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 目標は「住実（充実）ゾーン」、「買適（快適）ゾーン」、「観動（感動）ゾーン」、

にゾーニングし、計画に記載した合計 26 事業によって、活性化を図った。 

 事業の実施状況は、全体の実施率は 80.8％（全 26 事業中 21 事業）であった。 

 国の支援を受けて JR 帯広駅地下に市民ギャラリーを整備したことにより、中心市

街地に点在する文化・芸術関連施設との相乗効果が発揮され、計画終了年の活動拠点

の利用率が計画の目標値を達成したほか、ソフト事業は概ね順調に実施され、歩行者

通行量（休日）は目標値を達成できなかったものの、計画終了年には基準年を上回る

こととなった。 

一方で、まちなか居住については、リーマンショック後の経済状況の悪化などによ

り、ハード整備の事業主体となる民間事業者が事業を断念したことなどにより、目標

値を達成せず、計画終了年には基準年も下回ることとなった。 

 

 ○第１期帯広市中心市街地活性化基本計画の目標達成状況 

目標 目標指標 基準値 目標値 実績値 

住実ゾーンの形成 街なか居住者数 
2,892 人 
（H18） 

3,650 人 
(H23) 

2,795 人 
(H23) 

買適ゾーンの形成 歩行者通行量 
14,367 人 

（H18） 
19,000 人 

(H23) 
16,710 人 

(H23) 

観動ゾーンの形成 
活動拠点施設の利
用率 

72.0％ 
（H18） 

76.4％ 
（H23） 

77.9％ 
（H23） 

 

オ 第２期帯広市中心市街地活性化基本計画に基づく取組の把握・分析 

 「１．中心市街地の活性化に関する基本的な方針」の「〔５〕第２期帯広市中心市

街地活性化基本計画の取り組み」の欄に、「目標の達成状況」、「具体的事業の実績」、

「成果と課題」等について記載 

 

 

（２）様々な主体の巻き込み及び各種事業等との連携・調整等 

 中心市街地の活性化にあたっては、帯広商工会議所や帯広市商店街振興組合連合会

だけでなく、多くの団体や市民が参加のもと、中心市街地はもとより十勝地域全体の

活性化につながる取り組みが進められてきている。 

 様々な主体との連携としては、「帯広まちなか歩行者天国実行委員会」、「おびひろ

イルミネーションプロジェクト実行委員会」などの中心市街地でまちづくりに取り組

む市民団体のほか、十勝地域全域での起業家育成に向け、帯広市中心市街地に起業家

拠点施設を整備した「公益財団法人とかち財団」などがあげられる。 

○帯広まちなか歩行者天国実行委員会 

 実行委員会は、「帯広まちなか歩行者天国」の取り組みを通して、まちなかにかつ

てのにぎわいを取り戻し、中心市街地の活性化を図ることにより、「まちを訪れる人

が増え、人と人との交流が盛んになること」、「まちに住む人が増えること」、そして、

中心市街地の「地域コミュニティの再生」につなげていくことを最大の目標として活

動している。 

 平成 18 年から継続して、6月から 9月までの毎週日曜日（一部除く。）に開催され
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ており、近年は年間約 10 万人の来場者を集めている。 

この取り組みには、多様な世代がボランティアとして中心的な活動を果たしている

ほか、公益性の観点から警察や道路管理者などの理解のもとに実現しており、まちな

かににぎわいを取り戻し、最終的な目標である「地域コミュニティの再生」の実現に

向けて、取り組みが継続して進められている。 

 

○おびひろイルミネーションプロジェクト実行委員会 

冬期間における中心市街地の魅力向上や、にぎわい創出のため、シンボルツリーの

「はるにれの木」のほか、商店街などと連携したイルミネーションの一斉点灯を実施

するほか、点灯式には子ども向けイベントなどを行っている。 

地元企業が中心となり実行委員会を組織しているほか、多くの市民が「イルミネー

ション点灯募金」を通じて参加しており、企業や市民が一丸となって事業を実施して

いる。 

 

○公益財団法人とかち財団 

 平成５年に設立されたとかち財団は、もともと十勝地域における産業の競争力強化

を目的として、食品分野や機械・電子分野の研究開発や技術相談などを行ってきた。 

 平成 30 年の公益財団法人起業家支援財団（神奈川県）との合併などを機に、創業・

起業支援のプラットフォーム組織として、起業家支援事業にも取り組んでいる。 

 令和元年８月には、帯広市中心市街地に起業家がつながる拠点を整備し、この施設

を拠点として様々な事業を展開することで、十勝地域に起業の大きな波を起こし、商

業機能が集積した帯広市中心市街地のみならず、十勝地域全域の商業活性化を目指し

ている。 

 

 このほかにも、まちなかの清掃活動に商店街や市民ボランティアが定期的に集まり

活動するなど、こうした市民参加の様々な主体を巻き込んだまちづくり事業の展開

は、中心市街地の活性化に寄与する取り組みとなっている。 

 無論、中心市街地の活性化にあたっては、基本計画に基づく中心市街地活性化の実

現に寄与する取り組みを推進するため、「帯広市中心市街地活性化協議会」の果たす

役割は大きいものがある。今後も、中心市街地活性化協議会によって、様々な主体を

巻き込んだ事業の展開への連携・調整等が図られる。 

 

○パブリックコメントの実施 

 本計画策定にあたり、広く市民の声を把握し計画に取り入れるため、令和元年 11

月 25 日から同年 12 月 24 日まで、パブリックコメントを実施したところ、2人から

11 件の意見が寄せられた。 
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10．中心市街地における都市機能の集積の促進を図るための措置に関する事項 

 

［１］都市機能の集積の促進の考え方  

 本市では、平成に入り、鉄道高架事業や駅周辺土地区画整理事業により、鉄道で分断

されていた中心市街地が一体化され、道路網を整備したほか、平成 15 年にハローワー

クの中心市街地エリア外からエリア内への移転、平成 18 年 3 月に JR 帯広駅南口に新図

書館の再整備、平成 21 年 3 月に JR 帯広駅地下に市民ギャラリーの整備、平成 30 年 11

月に北海道開発局帯広開発建設部、札幌国税局帯広税務署及び北海道財務局帯広財務事

務所の庁舎を集約化した国の合同庁舎の再整備など、多くの公共施設が中心市街地に集

積している。 

 こうした行政が進めてきた取り組みとともに、商業ビルや宿泊施設、金融機関、病院

などの民間施設が整備され、中心市街地に集積している。 

 今後も、官民が一体となり、中心市街地に諸機能の集積を図っていく。 

 

 

［２］都市計画手法の活用  

 本市における地域地区の用途地域の中で、準工業地域の占める割合は約 4.5％であり、

物資流通業務団地や国道沿線の住工混在地域が主なものではあるが、郊外部での大型集

客施設の無秩序な立地が可能であると、本計画で掲げる中心市街地活性化のための各種

取り組みによる効果が将来的に薄れることが想定されることから、準工業地域における

特別用途地区等の活用により、大規模集客施設の立地を制限した。 

 ≪制限の概要≫ 

 帯広市内の準工業地域約 192ha について、特別用途地区等を活用し、大規模集客

施設の立地制限を行った。 

 

 なお、都市計画法に基づく特別用途地区等の指定及び建築基準法に基づく条例（帯広

市特別用途地区内建築物の制限に関する条例）については、平成 19 年 11 月末施行した。

また、ナイトクラブの立地制限については、平成 31 年 3 月議会において条例改正の議

決を経て、平成 31 年 3 月 7 日から施行している。 

 

 ≪特別用途地区等の都市計画決定に関する経緯≫ 

平成 19 年 6 月 市都市計画審議会 

        北海道事前協議 

     7 月 案の縦覧 

        北海道同意協議 

     8 月 決定(変更)告示 

     10 月 条例制定 

     11 月 条例施行 
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 準工業地域に関する 

特別用途地区の設定図 

中心市街地（約１４０ｈａ） 

準工業地域 

音更町 

幕別町 

芽室町 

凡 例 

 

［３］都市機能の適正立地、既存ストックの有効活用等  

 ＪＲ帯広駅を中心とする約 140ha の中心市街地には、ＪＲ帯広駅北側には、藤丸百貨

店や各種専門店、飲食店が集積した商店街、市役所をはじめ税務署などの国の出先機関、

帯広郵便局、NHK 放送局、医療機関などの公益施設、宿泊施設、事業所など様々な都市

機能が集積している。ＪＲ帯広駅南側には、大型スーパーのほか、医療機関、図書館、

市民文化ホール、とかちプラザ、市民ギャラリーなど公共・公益施設のほか、高層分譲・

賃貸マンションが集積している。 

 また、平成 26 年の都市計画基礎調査によると、中心市街地における既存ストックの

活用状況は、大規模建築物（5階建以上かつ延床面積 3,000 ㎡以上、又は延床面積 5,000

㎡以上の建物とする）は 65 棟あり、主な商業系のビルでは 2 階以上が空いていること

が多い。その中で、民間事業者において、こうした場所を活用して住居や既存ホテルの

増床などに転用することを模索する動きもある。 

 また、平成 18 年 10 月 1 日にオープンした帯広市市民活動交流センターは、藤丸百貨

店の 8階フロアを賃借して開設しており、既存ストックを有効活用した事例と言える。 
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 公共・公益施設  医療・福祉施設 

 文化・学習施設  公園・緑地 
 

※医療機関は、総合病院のみ名称記載 

参考 大型商業施設（店舗面積１万㎡以上）の位置図 

 

参考 主要な都市機能の分布図 
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［４］都市機能の集積のための事業等  

 都市機能の集積にあたっては、主に以下に示す事業を推進する。 

これらの事業実施に加え、にぎわい創出につながる取り組みや、中心市街地での住環

境の向上を図る取り組みを総合的に進め、民間投資を呼び込むことで、更なる都市機能

の更新が進められることが期待される。 

・西３・９周辺地区第一種市街地再開発事業  

・西３・１０東地区優良建築物等整備事業  
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11.その他中心市街地の活性化のために必要な事項 

 

［１］基本計画に掲げる事業等の推進上の留意事項 

（１）個別事業等に関連した実践的・試行的活動の内容・結果等 

①帯広まちなか歩行者天国の取り組み 

 中心市街地の歩行者通行量が年々減少を続ける状況に強い危機感が高まり、この

危機感を共有し、まちづくりに関心を持つ様々な団体や市民により、平成 18 年 4 月

に「帯広まちなか歩行者天国実行委員会」が設立され、事業が開始された。 

 実行委員会は、「帯広まちなか歩行者天国」の取り組みを通して、まちなかにかつ

てのにぎわいを取り戻し、中心市街地の活性化を図ることにより、「まちを訪れる人

が増え、人と人との交流が盛んになること」、「まちに住む人が増えること」、そして、

中心市街地の「地域コミュニティの再生」につなげていくことを最大の目標として

活動している。 

 帯広まちなか歩行者天国が他の歩行者天国と大きく異なるのは、交通規制により

歩行者専用とした道路空間を、単なる歩行利用にとどまらず、様々なイベント会場

として活用した点である。加えて、単発のイベントではなく、「毎週日曜日には、ま

ちなかで何か楽しいことをやっている」という状況を夏季の約 3か月にわたって創

り出しており、近年は約 10 万人の来場者を中心市街地にもたらす取り組みとなって

いる。 

イベント内容は、様々な世代を対象とした多種多様なイベントが開催されている

が、特に、働く車が集結する「のりもの大集合」や、簡単な職業体験に参加した子

どもたちが独自通貨を受け取り駄菓子などと交換できる「だがしや楽校ほっかいど

う」など、子どもが参加できるイベントが多く開催され、子育て世代の来街につな

がっている。 

 また、事業開始から 10 年以上を経過した近年においても、平成 30 年度に高校生

が学校の垣根を超えてイベントを企画・運営した「超学校祭」や、令和元年度に地

元経済団体により行われた、子供たちにものづくりの魅力を感じてもらう「こども

建設体験ランド」など、毎年新たなイベントが企画されており、このことが市民か

ら人気を得ている要因のひとつとなっている。 

  

 

②商店街活性化に向けた新たな取り組み 

 これまで、商店街活性化のため、各商店街で祭りやイベントを実施してきたほか、

帯広市商店街振興組合連合会による、商店街に加入する店の商品やサービスを冊子

としてまとめた「自慢の逸品事業」など、様々な取り組みがなされてきた。 

 現在は、これらの取り組みに加えて、インターネット通販の普及への対応として

商店街活性化に向けた新たな取り組みが求められており、帯広市商店街振興組合連

合会が主体となり、令和元年 10 月に、「第１回得する街のゼミナール（まちゼミ in

おびひろ）」を開催した。参加した店舗、参加者の双方からは、「また参加したい」

などといった良好な評判が寄せられた。 
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 今後もまちゼミ in おびひろを定期的に開催し、店主の人柄を知ってもらい、来店

客との信頼関係が構築され、講座を通じて各店舗の来店客が増えることで、商業の

振興と中心市街地の活性化を推進していくことが期待される。  

 

 

③起業家がつながる拠点づくりの取り組み 

 本市では、地方創生のひとつの形として、近年、将来にわたり持続的に発展する

活力ある地域づくりを進めることを目的に、創業・起業を促進し、地域の「稼ぐ力」

の向上や若年者の地元定着につなげ、地域経済の好循環を生み出すための取り組み

を行っている。 

 本市では、産官学金が連携し、平成 28 年度から、創業・起業に至るまでの継続的

なサポート体制を構築する「十勝・イノベーション・エコシステム」を国の支援を

受けながら行ってきた。 

 こうした中、公益財団法人とかち財団が、令和元年 8月に、JR 帯広駅北口のビル

１階に、創業・起業や事業創発を目指す人材や支援者等が集い交流する施設（とか

ちのやりたい実現カフェ「LAND」）を整備した。 

この施設は、帯広市のみならず十勝地域全域から、コワーキングスペースとして

の利用や勉強会、イベントなど様々な目的による利用がなされており、ビジネスに

よる平日昼間のにぎわい創出に寄与している。 

今後は、この施設において様々な人が出会い、生み出した発想をもとにした事業

で、帯広市の中心市街地のみならず十勝地域全体の商業の活性化につながることが

期待される。 
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［３］その他の事項 

○環境モデル都市 

 帯広市は、平成 20 年 7 月に国から「環境モデル都市」に選定され、低炭素な地域づく

りを目指した取り組みを進めている。 

平成 31 年 3 月に、「帯広市環境モデル都市行動計画（2019 年度～2023 年度）」を策定

した。この計画では、今後のまちづくりの視点・将来像として、「住・緑・まちづくり」、

「おびひろ発 農・食」、「創資源・創エネ」、「快適・賑わうまち」、「エコなくらし」を

掲げ、「快適・賑わうまち」の具体的取り組みにおいては、中心市街地活性化の具現化を

掲げている。 

 

 

 

［２］都市計画等との調和 

○第七期帯広市総合計画との整合 

   44 ページ、61 ページに記載のとおり 

    なお、本基本計画は、中心市街地の活性化に関する分野計画として、第七期帯広市総

合計画に即して策定している。 

○第 2次帯広市都市計画マスタープランとの整合 

   44 ページ、61 ページに記載のとおり 

○おびひろまち育てプランとの整合 

  45 ページに記載のとおり 
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○帯広市産業振興ビジョン 

 帯広市では、地域産業を支える中小企業の振興を中心に地域経済の発展を図ることが

重要であるとの認識のもと、平成 19 年 4 月 1 日に『帯広市中小企業振興基本条例』を施

行した。 

 帯広市中小企業振興基本条例では、中小企業の振興を図る基本的方向に基づき、「中小

企業振興のための指針」を定める旨を規定している。 

このため、帯広市では、令和 2年 3月に、地域を取り巻く社会経済の環境変化を踏ま

え、市と中小企業者等が協働で取り組む産業振興の基本方針や推進する施策などを明ら

かにすることを目的とした「第 2期帯広市産業振興ビジョン」を策定する予定である。 

 このビジョンでは、基本的な方向性として、「中小企業の経営基盤の強化」、「『ものづ

くり』産業の振興」、「集客交流産業の振興」を掲げ、施策の推進を図ることとしている。 

このうち、「中小企業の経営基盤の強化」では、商業機能が集積している帯広市中心市

街地などにおいて、地域の商業・商店街振興に取り組む予定である。 

 

 

○定住自立圏構想 

 定住自立圏構想は、圏域の中心的な役割を担う「中心市」と「近隣町村」が、それぞ

れの魅力を活かしながら、相互に役割分担をし、連携・協力することにより、圏域全体

で必要な生活機能を確保し、地方圏への人口定住を促進する自治体間連携の取り組みで

ある。 

 帯広市は、平成 22 年 12 月に中心市宣言を行い、平成 23 年 7 月に十勝 18 町村との間

で 1対 1の協定を締結し、定住自立圏を形成した。平成 23 年 9 月には「十勝定住自立圏

共生ビジョン」を策定し、これに基づき、19 項目にわたる取り組みを進めてきた。また、

平成 28 年 3 月には、「第 2期十勝定住自立圏共生ビジョン」を策定し、5つの取組項目

を追加・拡充した。 

令和 2年 3月には、「第 3期十勝定住自立圏共生ビジョン」を策定する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第 3期十勝定住自立圏共生ビジョン 
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○「フードバレーとかち」の取り組み 

 帯広市では、「食と農林漁業」を柱とした地域産業政策の考え方を「フードバレーとか

ち」と総称し、まちづくりの旗印として、十勝全域とスクラムを組んでまちづくり全体

に展開しながら国内外へ地域の魅力を発信する取り組みを進めている。平成 24 年 3 月に

は基本方向や展開方策などを示す「フードバレーとかち推進プラン」及び施策の取り組

みの方向性を示す「フードバレーとかち戦略プラン」を策定した。 

 これらのプランでは、「フードバレーとかち」の推進のため、展開方策として「農林漁

業を成長産業にする」、「食の価値を創出する」、「十勝の魅力を売り込む」を掲げ、施策

を展開している。 

 また、先に述べた定住自立圏構想や、後述する「北海道フード・コンプレックス国際

戦略総合特区」も「フードバレーとかち」の推進と関連している。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：フードバレーとかち推進プラン（令和元年 5月変更時） 

展開方策 
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○北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区 

 帯広市を含む十勝管内 19 市町村、札幌市・江別市、函館市の 3 地域が、平成 23 年 12

月に内閣総理大臣から「北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区」の指定を受

けた。 

 これは、産業の国際競争力の強化及び地域の活性化に関する施策を総合的かつ集中的

に推進することにより、我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展を図るため、平

成23年8月１日に施行された総合特別区域法により創設された総合特別区域制度に基づ

くものである。 

 「北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区」において、十勝地域は農業と食

品産業が連携し、高付加価値食品を新たに生み出すほか、研究拠点を作るとともに、安

全で高品質な農畜産物の生産拡大と高付加価値化に取り組んでいる。 

 平成 24 年度から平成 28 年度までの実績は、3地域合計で、食品の輸出額・輸入代替

額が 1,214 億円となり、平成 29 年 3 月には、特区の継続が承認され、令和 3年度まで延

長された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：フードバレーとかち戦略プラン（令和元年 5月変更時） 
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12．認定基準に適合していることの説明 

基 準 項  目 説 明 

第 1 号基準 

基本方針に

適合するも

のであるこ

と 

意義及び目標に関する事項 「３．中心市街地の活性化の目標」に記載 

認定の手続 申請に先立ち、帯広市中心市街地活性化協

議会において協議を行っており、令和元年  

12月 25日付けで意見書の提出を受けてい

る（「９．４から８までに掲げる事業及び

措置の総合的かつ一体的推進に関する事

項」に記載）。 

中心市街地の位置及び区域

に関する基本的な事項 

「２．中心市街地の位置及び区域」に記載 

４から８までの事業及び措

置の総合的かつ一体的推進

に関する基本的な事項 

「９．４から８までに掲げる事業及び措置

の総合的かつ一体的推進に関する事項」に

記載 

中心市街地における都市機

能の集積の促進を図るため

の措置に関する基本的な事

項 

「１０．中心市街地における都市機能の集

積の促進を図るための措置に関する事項」

に記載 

その他中心市街地の活性化

に関する重要な事項 

「１１．その他中心市街地の活性化のため

に必要な事項」に記載 

第 2号基準 

基本計画の

実施が中心

市街地の活

性化の実現

に相当程度

寄与するも

のであると

認められる

こと 

中心市街地の活性化を実現

するために必要な４から８

までの事業等が記載されて

いること 

「４．土地区画整理事業、市街地再開発事

業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供

する施設の整備その他の市街地の整備改

善のための事業に関する事項」、「５．都市

福利施設を整備する事業に関する事項」、

「６．公営住宅等を整備する事業、中心市

街地共同住宅供給事業その他の住宅の供

給のための事業及び当該事業と一体とし

て行う居住環境の向上のための事業等に

関する事項」、「７．中小小売商業高度化事

業、特定商業施設等整備事業、民間中心市

街地商業活性化事業、その他の経済活力の

向上のための事業及び措置に関する事

項」、「８．４から７までに掲げる事業及び

措置と一体的に推進する事業に関する事

項」にそれぞれ記載 
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基本計画の実施が中心市街

地の活性化の実現に相当程

度寄与するものであること

が合理的に説明されている

こと 

「３．中心市街地の活性化の目標」に記載 

第 3号基準 

基本計画が

円滑かつ確

実に実施さ

れると見込

まれるもの

であること 

事業の主体が特定されてい

るか、又は、特定される見込

みが高いこと 

「４．土地区画整理事業、市街地再開発事

業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供

する施設の整備その他の市街地の整備改

善のための事業に関する事項」、「５．都市

福利施設を整備する事業に関する事項」、

「６．公営住宅等を整備する事業、中心市

街地共同住宅供給事業その他の住宅の供

給のための事業及び当該事業と一体とし

て行う居住環境の向上のための事業等に

関する事項」、「７．中小小売商業高度化事

業、特定商業施設等整備事業、民間中心市

街地商業活性化事業、その他の経済活力の

向上のための事業及び措置に関する事

項」、「８．４から７までに掲げる事業及び

措置と一体的に推進する事業に関する事

項」にそれぞれ記載 

事業の実施スケジュールが

明確であること 

「４．土地区画整理事業、市街地再開発事

業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供

する施設の整備その他の市街地の整備改

善のための事業に関する事項」、「５．都市

福利施設を整備する事業に関する事項」、

「６．公営住宅等を整備する事業、中心市

街地共同住宅供給事業その他の住宅の供

給のための事業及び当該事業と一体とし

て行う居住環境の向上のための事業等に

関する事項」、「７．中小小売商業高度化事

業、特定商業施設等整備事業、民間中心市

街地商業活性化事業、その他の経済活力の

向上のための事業及び措置に関する事

項」、「８．４から７までに掲げる事業及び

措置と一体的に推進する事業に関する事

項」にそれぞれ記載 

 

 


